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は じ め に

デー タベー ス ・サ ー ビス の発 展のた め には,デ ー タベース の整 備 は もとよ り,

流通体 制 の確 立な どを含 め,利 用者 の立場 に立 った総合 的な視点が肝 要です。

本調査 は,こ うした点 に鑑 み,デ ー タベース利用 の現 状お よび利用者 の 問題意

識 を明 らか に し,さ らにはデータベー ス ・サー ビス業 の動向 を把 握す る ことによ

り,わ が 国 のデー タベース の整備促進 お よび 同産業 の振興 に資 す る ことを 目的 と

した ものです。

本調査 は(財)日 本 情報処理 開発 協会 に委託 して実施 し,と りま とめた ものですが,

広 く関係 各位 の ご参考 になれ ば幸 いです 。

最後 に,ア ンケー トにご回答 いただ いた方々 をは じめ,経 済産業 省,(財)日 本情

報処理 開発協 会な ど,本 調査 に ご協 力い ただ いた関係 者 の皆様 に,心 よ り感謝 の

意 を表 します。

平成13年3月

財団法人 データベース振興センター

理事長 羽 鳥 光 俊
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1.調 査 の 概 要

1.1調 査 目的

わ が 国 のデ ー タベ ース ・サー ビス の利用 状況 を把 握 す る と共 に,デ ー タ ベー ス ・サ

ー ビス に対 す るユ ーザ ー の 問題 意識 を整理す る。さ らに,デ ー タ ベー ス ・サ ー ビス業

に関す る動向 を把 握 し,デ ー タベー ス ・サー ビス産 業 の振 興施 策 等 に資 す る。

1.2調 査 期 間

2000年10月1日 ～10月26日

1.3調 査対象

ユーザー編については,上 場企業の構成比率に基づ く一般企業および教育 ・研究機

関,調 査機関,官 公庁 など公共サー ビスを合わせた2,674機 関,ベ ンダー編について

は 「デー タベース台帳総覧」掲載のベ ンダー企業189機 関に調査票 を送付 した。

1.4調 査方法

郵送 によるアンケー ト調査

1.5回 答 企 業数

(1)デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス実 態調査(ユ ー ザー編)

(2)デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス 実態 調査(ベ ンダー編)

634社(回 収率23.7%)

108社(回 収率57.1%)

1.6調 査内容

(1)デ ータベース ・サー ビス実態調査(ユ ーザー編)

今回の調査で は,会 社概要,デ ータベースの利用状況 と今後の見通 し,利 用形態,

商用データベースの種類 と利用分野,公 的データの利用,料 金や利用上の問題点,

今後の利用方向,イ ンハ ウス・データベース と社内情報 システム,EC(電 子商取引)

の実施状況,イ ンターネ ットとデータベースの利用,CD-ROM,DVDの 利用 と

予定等について調査 した。

(2)デ ー タベー ス ・サ ー ビス 実態 調査(ベ ンダー編)

デ ー タベー ス ・サ ー ビス業 につ いて は,会 社 概要,デ ー タベ ー スの サー ビス形態,

売 上 高(国 産,海 外 製),伸 び率 予測,期 待す るメデ ィ ア,不 安 ・懸 念事 項 な どを調

査 した。 さ らに,プ ロデ ュー サ ー に対 して は,提 供方 法,構 築 上 の問題 点,公 的デ
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一 タの活用等についても調査 し
,ま た,プ ロデューサーあるいはディス トリビュー

ターに対 しては,画 像な どデータの種類,マ ルチメディアの位置づけ,sCD-ROM,

DVD化 されたデータベース,イ ンターネ ッ トを使 ったデータベース提供,及 び料

金徴収方式等を調査 した。

なお,調 査内容の詳細 については,付 属資料の調査票 を参照されたい。a
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2.商 用デ ータベースの利 用 と現状

要 約

本章では,企 業,公 的機関などにおけるデータベース ・ユーザーを対象 とした 「デ

ータベース ・サー ビス実態調査(ユ ーザー編)」 の集計結果 をもとに,商 用デー タベ

ースの利用状況 とユーザーの意識 について概説 した。

「データベース ・サー ビス実態調査(ユ ーザー編)」 は1985年 よ り毎年実施 してお

り,今 回で16年 目になる↓2000年 度の調査 は,2000年10月1日 か ら10月26日 にわた

って行われた。調査票は国内の企業,教 育 ・研究機関,公 共団体な どへ2,674通 発送

し,634の 有効 回答(回 収率23.7%)が 寄せ られた。

調査対象の72.1%が 商用データベース ・サービス を利用 し,1999年 度 に利用が増

えた とす る企 業 と減少 した企業が共に増加 した。2000年 度の見通 しはやや増加する

傾向 にあるが,厳 しい経営環境の下で費用の節減 を図るユーザー も多い。

利用す る部門で最 も多 いのは調査部門で上位に研究,特 許,企 画 といった部門が

並んだ。利用データベースシステムでは 「日経テ レコン」,デ ータベースファイルで

は,「COSMOS2」 が今 回 トップであった。利用データベースの分野では,企 業情報

などビジネス経済関係が上位 にきてお り,政 府関係 のデータの利用 も多 く,今 後は

個人向けのデー タベース も伸びて くると思われる。

データベースに対する感想では,更 新頻度 と正確 さが要求 され,操 作性,機 能の

面か らはコマン ドの統一,検 索速度などが求められている。

オ フライ ン・データベースであるCD・ROM,DVDの 利用では特許関係 と事典類が上

位 を占めている。、

2.1調 査方法 と概要

集 計 ・分 析 す る に あた って は,従 業 員数 による企 業規 模別 分 類基 準 を図表2-1の

とお り,業 種 グル ー プ別 分類 基 準 を図表2-2の とお り定 め て い る。

従 業 員数 によ る企業 規 模別 の構成 比 は,大 企 業が59.6%,中 小企 業 が17.4%,公

共サ ー ビスが23.0%と な って い る。 公共 サ ー ビス以 外 で 業 種別 に み る と,「 情 報 処

理 ・情 報 提供 業」(14.2%),「 石 油,化 学工 業」(10.1%),「 そ の他 製造 業 」(9.9%),

「機 械器 具 製造 業 」(9.8%),「 そ の他 対事 業所 サー ビス 」(7.3%)と 続 い て いる。第

2次 産 業 の合 計で は39.6%,第3次 産 業で は 同34.5%と な って い る。 また,地 域 別

で は首都 圏(東 京 都,千 葉県,埼 玉県,神 奈 川県)が53.0%,そ の他 地域 が47.0%

で あ る。
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業 種1中 小企業i大 企業 公 共 サ ー ビス

講 鑓 斐霊 鑑 ㌘ 念属製品製造㌔ …人以下1… 人より多い
|

商業 1。。人 以 下}1。 。人 より多 い
1

金 融 ・保 険 業,情 報 処 理 ・情 報 提 供 業 ,新 聞 ・出版 業,

放 送 ・通 信 業,そ の 他事 業所 サ ー ビス
50人 以 下 50人 より多 い

公 共 サ ー ビス

図表2-1従 業員数による企業規模別分類基準

業種グループ 含まれる業種(日本標準産業分類の業種分類)

第
1. 建設業 建設業

2 2. 石油・化学工業 医薬品製造業,石 油業,化 学工業

次 3. 鉄鋼・非鉄・金属製造業 鉄鋼業,非 鉄金属・金属製品製造業
産
業

4. 機械器具製造業 電気機器・輸送用機器・一般機器 ・精密機器製造業

5. その他製造業 食 品 工業,繊 維 ・紙 ・パル プ業,ガ ラス ・土石 製 品,そ の他 製 造 業

6. 商業 卸業,商 社業,小 売業,飲 食業

第
7. 金融・保険業 金融業,証 券業,保 険業

3 8. 情報処理・情報提供業 情 報 処 理 サ ー ビス ・ソフトウェア,情 報 提 供 業

次
産

9. 新聞・出版業 新聞業,出 版業

業
10. 放送・通信業 放送業,通 信業

11. その他対事業所サービス 不 動 産,運 輸 ・倉 庫,電 力 ・ガス,シ ンクタンク,広 告,そ の他 サ ー ビス

業

12. 公 共サ ー ビス
学校その他教育機関,病 院その他医療機関,調 査 ・研究機関,組
合・諸団体,政 府・地方公共団体

13. その他 農 ・林 ・水 産 業,鉱 業,そ の他

図表2-2業 種グループ別分類基準
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アー ベース回答件数

現在使っている

件数

霧 実欝
110

378

3.公 共 サ ー ビス 146

構成比 件数
(%)

17.4 64

59.6295

23.098

構 成 比

(%)

58.2

78.0

67.1

ア ー へ ース

以 前 使 っていた

件数

5

5

構 成 比

(%)

4.5

1.3

ア ー へ ース

使 ってい ない

件数

41

4 2.7

78

44

構 成 比

(%)

37.3

20.6

30.1

lL建 設業 36 5.7 26 72.2 1 2.8 9 25.0

巨.石 油 ・化 学 工 業 64 10.1 60 93.8 0 0.0 4 6.3

{3.鉄 鋼 ・非 鉄 ・金 属 製 品 製 造 業 26 4.1 12 46.2 0 0.0 14 53.8

14.機 械器具製造業 62 9.8 45 72.6 2 3.2 15 24.2

業

種

別

5.そ の 他 製 造 業 63 9.9 47 74.6 0 0.0 16 25.4

6.商 業 34 5.4 20 58.8 0 0.0 14 41.2

7.金 融 ・保 険 業 26 4.1 20 76.9 0 0.0 6 23.1

8.情 報処理・情報提供業 90 14.2 61 67.8 4 4.4 25 27.8

9.新 聞 ・出版 業 20 3.2 18 90.0 2 10.0 0 0.0

10.放 送 ・通 信 業 3 0.5 3 100.0 0 0.0 0 0.0

11.そ の他 対 事 業 所 サ ー ビス 46 7.3 37 80.4 1 2.2 8 17.4

12.公 共 サ ー ビス 146 23.0 98 67.1 4 2.7 44 30.1

13.そ の 他 18 2.8 10 55.6 0 0.0 8 44.4

図表2-3回 答企業の概要
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2.2利 用実績 と予定

(1)1999年 度の商用データベースの利用 の状況

商用データベースを利用 している企業は全回答企業のうち72.1%で あ り,以 前

使 っていた企業は2.2%,利 用経験のない企業 は25.7%で ある(図 表2-3)。 前

回調査に比べ,デ ータベースを利用 している企業の割合は1.1ポ イン ト上昇 レ 前

回に引き続き70%を 超えて いる。また利用 していない企業の割合 も前回に比べ減

少 していることか ら,今 やデー タベースは企業活動の必要不可欠のツールとして当

然の ごとく受け入れ られて いる。

ユーザーの利用金額ベースでのデー タベース利用実績について見ると,利 用企業

457社 のうち,439社 が回答 してお り,1999年 度 のデータベースの利用実績をそ

の前年(1998年 度)と 比較す ると,全 体で49.9%の ユーザーが 「前年度並」として

お り,「 やや増 えた(20%未 満)」 が26.2%と これに続いている。比較的大 きく 「増

えた(20%以 上)」は,10.0%で,利 用が増加 したユーザーは合わせて362%に な り,

前回調査の34.1%か ら2.1ポ イ ン ト上回った。利用が 「減った」「やや減った」 と

するユニザーは合わせて13.9%で,.前 回調査の12.7%を1.2ポ イン ト上回 り,.利用・

増大 と減少ユーザーが別れる傾向が出て きている。傘業規模別 では,中 坐企業で「減'

った」 「やや減 った」との回答 が20%近 くあ り,景 気回復のあしどりが定まってい'

な いと感 じられる折か ら,中 小企業の経営環境の厳 しさの一端がデータベース利用

にも影響 を与えているもの と見 られる。一方,'公共サー ビスでは利用増大ユーザー

の比率が38.7%と 他のグループよ り大き く,ま た利用減少ユーザーの割合 も10.7%

と最 も小さく,こ のグルー プが活発 に利用 している ことが認め られ る(図 表2-

4)。

これに対 し,産 業別では第3次 産業 は第2次 産業 と比べて 「前年度並」とするユ

ーザーの割合が高く,利 用の状況はやや足踏み状態 にあると見 られる。第2次 産業

では,「 前年度並」が46.5%と わずかであるが半数 を割 り,利 用増大ユーザーと減

少ユーザーが第3次 産業よ りはっき り分かれている(図 表2-4)。
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1999年 度 は,前 年度(1998年 度)に 比 べて

ロ増えた 囲やや増えた ロ前年度並 国やや減った ■減ったド
全 体(439)100262499

()内 数 値 は 回 答 社 数

1α53.4

中小 企 業(62)

大企 業(284)

公 共 サー ビス(93)

2次 産 業(185)

3次 産 業(152)

2.8

3.2

3.2

3.9

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

図表2-41999年 度商用データベース利用の状況(対前年度比)

データベース利用の変化 に対す る理 由を図表2-5,図 表2-6で 見 ると,ま

ず前出の 「増 えた」 とす るユーザー159社 中147社 が答えて いるが,最 も多かっ

た理 由は 「パソコン,端 末機が増えて検索が容易になった(51.7%)」 ことが挙 げら

れている。 「新 しい業務が始 まり検索量の増大(46.3%)」 につなが った との見方が多

く,「 利用できる商用データベースサー ビスの契約数 を増加(35.4%)」 させた ことも

回答の1/3以 上を占め,前 回調査力1ら割合が最 も伸びている項 目で ある。この設問

は複数の回答を求めているので全体的には,こ れ らの理 由が重なっての結果 ととら

えることができる∴'㍉ ∵_'

ハ。ソコン,端末機が増えて検索が容易

になった ,

新しい業務が始まり検索量が拡大し
た

利用できる商用データベース・サー.ビ
スの契約を増やした

その他

叉 ぷ,、 ・、 襟.。 綿51.7

6
一

嶽 ・廠 ㍍ 念'猟 ピ 蕊 ・癬146.3'・

ほ111111111111111111111111111142.1
一

惑露蒸瀦 彦濠 をぷ紗;議^濠 …1‖35.4

膚llllll川1田 川 圏26・3

巖7
.5口(今 回 調 査N=147)

lllIlII10.5ロ(前 回 調 査N=114)
`1

1

0102030405060(%)

図表2-51999年 度商用データベース利用増加の理由

一 方 ,デ ー タベ ース 利用 が減 少 した理 由 も聞 いて い るが,「 減 った 」 「や や 減 っ

た 」 と回答 の あっ た内訳 は,「 無料 のホ ー ムペー ジ(HP)を 多 く利 用 す る よ うにな

った 」 が71.7%と7割 強 の 回答 率 を示 し,前 回調査 よ り12.9ポ イ ン'トの大 幅 ア ッ

プ とな っ て いる。 また2,3位 の 「利 用 して いる商 用デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス契 約
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数の整理(21.7%)」 「業務が縮小 され,利 用が減少(10.0%)」 は前回調査 と順位が逆

転 してお り,デ ータベース利用の要因としての業務 の縮小は一段落 した と見 られよ

うか。 また,「 そ の他」 にも2割 のユーザーが回答 し,そ の具体的な記述 を拾 って

見 ると,予 算 ・費用の削減 と社 内データベース化が主な理由として挙 げ られている。

したがってデータベースの利用度 については金額ベースでの変化 と,検 索内容 ,利

用体制など質的側面 も見て行 く必要が あろ う。 「無料のHPを 多 く利用」の回答率

の高 さは,従 来の有料データベースの代替 として十分機能 している と思われ ,デ ー

タベースそのものに対す るアクセス頻度は依然高いと考え られる。ちなみ に利用の

多 い具体的な無料HP名 では,PubMed,特 許電子 図書館等が挙 げ られてお り,ま

た通商産業省(経 済産業省),総 務庁(総 務省)のHP等 公的機関の情報の需要が高い

ことも見受け られた。

無料 のHPを 多く利用 するようになった

利 用 している商用 デー タベース ・サ ービ
ス契約数 を整 理 した

業務が縮小され利用が減少した

その他

i_癒 繍 ミ71.. 肝 ・

58.8■

辮 璽121.7

1川ll川117.6

観念'{10 .O

ll田 川1聞ll縄133・3

舗1蹴 。5
1

ロ(今 回調 査N=60)

0(前 回 調 査N=51)

01020304050607080(%)

図表2-61999年 度商用データベース利用減少の理由

(2)2000年 度 の商用デー タベースの利用見通 し

さらに,2000年 度の利用 の見込み を前年度 との比較で見 ると,57.1%の ユーザ

ー は 「前年度並」としてお り
,前 述 の1998～1999年 度の割合よ り高 くな っている。

「増える(20%以 上)」と「やや増える(20%未 満)」を合わせると32 .6%で,「 減 る(20%

以上)」 「やや減る(20%未 満)」 の計10.3%を 大き く上回っている。ユーザー全体 の

傾向 としては,利 用増大 グループ(増 える,や や増える)が 前回調査(30.8%)よ

り1.8ポ イ ン トほど上昇 した ことも考 え合わせ ると,2000年 度の利用の見通 しは

1998～1999年 度よ りわずかなが ら回復の兆 しが見 える と思われる。

ユーザーの規模別 で見ると,中 小企業は 「減 る(20%以 上)」「やや減 る(20%未 満)」

の割合が合わせて14.2%で,前 回調査の17 .2%よ り3ポ イン ト減 らしているが,

大企業,公 共サー ビスの10%以 下 に比べるとやや高 くなってお り,依 然 として中

小企業におけるデータベース関係の経費の抑 制がよ り厳 しい環境 にあると推測 で

きる。
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企業規模,産 業別の両方の視点か ら見て公共サー ビスは利用増大 グルー プの比率

が38.1%と 明 らか に他 のグループを離 してお り,デ ータベース利用の成長は公共

サー ビスの伸びに支え られる様相を見せている(図 表2-7)。

2000年 度 は,前 年度(1999年 度)に比 べて

口増える 田やや増える ロ前年度並 囚やや減る ■減る

全 体(436)

中小企業(63)

大企業(28D

公 共 サ ー ビス(92)

2次 産 業(181)

3次 産 業(153)

()内 数値は回答社数

0% 20% 40% 60% 80%

2.5

2.1

1.1

2.2

3.9

100%

図表2-72000年 度商用データベース利用の見通し(対前年度比)

図表2-8,図 表2--9は2000年 度のデータベース利用の増える,あ るいは減

る理 由の分布 を示 している。「増える(20%以 上)」 「やや増える(20%未 満)」 の合計

である142社 中,理 由について123社 が回答 している。複数回答で得 られた うち,

増 える理 由の トップは,前 回調査で半数以上を占めた 「パ ソコン,端 末機 を増や し

検索 が増加す る(47.2%)」 で,続 いて 「新規業務 を開始す るので利用 は拡 大す る

(43.1%)」 が挙 げ られ,3位 には 「利用できる商用データベース ・サービスの契約

数を増やす(39.0%)」 が挙がっている。理 由の上位3項 目の差は前回調査 に比べて

かな り縮まってお り,特 に1位 の 「パ ソコン,端 末機を増やす」な どの利用環境の

整備,拡 充面 の要件はクリアされつつあ り,代 わ って直接利用増大 につながる 「新

規業務 …」 「デ:一一ータベース契 約 …」 の要 因が伸 びた もの と思わ れ る。 「そ の他

(8.1%)」 の中で具体的な記述を見る と 「書誌購読の替わ りに」 「調査需要 の伸び」

「契約料の値上が り」な どがあ り,ま た 「イ ンターネッ トでの利用者層の拡大」に

よ り有料のデー タベーズの利用 も伸びた とする記述 もあ り,イ ンターネ ッ トの無料

HPが 利用減少の要因としているの とは対照的である。

これに対 し,減 る理 由を回答 したユーザーは44社 で,そ の77.3%に あたる34

社は 「無料のHPを 多 く利用する」と答えてお り,前 回調査 を3.6ポ イ ン ト上回っ

ているものの,全 体的には前回調査の傾向 とあま り変化はない。経費の節減 と共 に
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HPの デー タベースを利用す る,い わゆるインターネッ トによるデータベース利用

の状況は今後 ます ます続 くで あろう。また 「その他(13 .6%)」 の記述の中では,「社

内データベースの利用」が注 目され,後 述す るインハ ウス ・データベースの拡充,

利用増大の傾向とも符合す る。

端末機を増やし検索が増加する

新規業務を開始するので利用は拡大する

利用できる商用データベース・サービスの
契約を増やす

その他

w玄ヒ・・

ll川llll川Illll川llll

窯^撒 　147 .2

川lllll田 川ll54.6

　 　　

: 惣灘≧}143.1

lM釦lllllllll川lllll川 州33.0

139.0
、"×

冊 がF'FF

⊆∨ 　ww'

1川lllllll川Illlll目126.8

繊 一8.1

1川llll12.4
1η

臼(今 回調 査N=123)

0(前 回調 査N=97)
1

0 10 20 30 40 50 60(%)

図表2-82000年 度商用データベース利用の増加見通しの理由

業務を縮小する予定なので利用が減る

無料のHPを 多く利用する

利用している商用データベース・サービス契

約数を整理する

その他

1劃10.5

総濠i…、 織 新 墓177.3

IIIIII川lll川lllllll川IIIIIIIIII川173・7

纐蘂 隠 瀦20.5'㎜1
21.1

i:…}113・6Tm日㎜

23.7
.

ロ(今 回 調 査N=44)

日(前 回調 査N=38)
F,

0102030405060708090(%)

図表2-92000年 度商用データベース利用の減少見通しの理 由

(3)部 門別利用状況

金額ベースでみた部門別のデータベースの利用 について,上 位3部 門までの選択

方式で得た回答比率の結果は図表2-10の 通 りである。全業種 の合計で利用率の

多 い部門は,「 調査部門」(20.4%),「 研究部門」(18.6%),「 特許部門」(13.6%),

「企画部門」(13 .0%),「 営業部門」(12.5%)と 続 く。この5位 以内の順位 と割合

では,前 回調査の結果 と比べて 「企画」 「研究」部門が上昇 し,「調査」「特許」「営業」

部門は下降 したが,下 げ幅はいずれ も1ポ イ ン トに満たず,上 昇 した 「企画」「研究」

部門の上げ幅 も0.3,0.2ポ イ ン トとほとんど前回と同様 の傾向を示 した と見てよ

く,利 用す る部門に大 きな変化 は見 られない。また今 回新設 した 「環境」 「法務部
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門」 の利 用 率 は,そ れぞ れ0.5%,1.7%と 最 も低 い結果 に終 わ っ て い る。

第2次 産 業 で は前 々回 調査 の30.5%か ら前 回調査 の23.3%と 大 き く後 退 した 「研

究 部 門」 と前 回 調査 で も上 昇 して いる 「特 許部 門」が 同率(23.8%)で トップ に並

び,「 調査 」 「企 画 」部 門 が続 いて い る(図 表2-11)。 また個 々の 業種 の うち 「石

油 ・化学 工 業 」 にお ける 「研 究部 門 」の 利用 率 は27.5%と 第2次 産業 の 中で も最

も高 い。反 対 に第3次 産 業 は 「調査 部 門」(22.7%)と 「営業 部 門」(20.7%)で の

利 用 率が 高 く,「 企 画 部門 」 も第2次 産 業 の2倍 近 い利用 率(18.4%)を 示 し,第

3位 に上 が って いる。業 種別 にみ る と,第3次 産 業 の うち 「調 査部 門 」で は 「新 聞 ・

出版 業」の32.5%が トップで,「 営 業部 門 」の 利用 が高 い業種 は,回 答 の 少な い 「放

送 ・通信 業 」 を除 き 「商 業 」 の32.6%が トップで あ り,以 下,「 金 融 ・保 険 業」

(29.2%),「 情 報処 理 ・情 報提 供 業」(20.5%)と 続 いて いる。

業 種

回答
件数

利 用 部 門(社 数比:%)

企画 調査 研究 特許
システム

開発
生産 環境 営業 総務 法務

経理・
財務

その他

建設業 26 12.5 11.1 18.1 12.5 2.8 2.8 1.4 22.2 8.3 L4 4.2 2.8

石油・化学工業 59 7.6 22.2 27.5 26.9 0.0 1.8 0.6 7.6 1.2 1.2 1.2 2.3

鉄鋼・非鉄・金属製品製造業 12 13.8 17.2 13.8 24.1 3.4 3.4 3.4 6.9 6.9 3.4 3.4 0.0

機械器具製造業 45 13.6 15.2 21.2 24.2 4.5 2.3 0.8 6.1 3.8 0.8 7.6 0.0

その他製造業 47 9.8 13.5 27.1 25.6 3.0 0.0 0.0 9.8 3.8 2.3 3.8 1.5

商業 18 13.0 13.0 4.3 4.3 6.5 0.0 0.0 32.6 8.7 2.2 13.0 2.2

金融・保険業 20 22.9 18.8 2.1 0.0 0.0 0.0 0.0 29.2 4.2 0.0 14.6 8.3

情報処理・情報提供業 60 14.7 24.4 7.7 2.6 8.3 1.9 1.3 20.5 8.3 2.6 4.5 3.2

新聞・出版業 16 22.5 32.5 0.0 0.0 5.0 5.0 0.0 15.0 0.0 0.0 0.0 20.0

放送・通信業 3 28.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 42.9 0.0 0.0 0.0 28.6

その他対事業所サービス 37 22.0 24.0 12.0 9.0 4.0 1.0 0.0 12.0 2.0 4.0 7.0 3.0

公共サービス 93 8.5 25.9 28.4 5.5 1.5 2.0 0.0 5.0 3.5 0.5 2.0 17.4

その他 10 13.3 23.3 16.7 13.3 3.3 3.3 0.0 6.7 3.3 6.7 3.3 6.7

合 十二コ
口 44613.020.418.613.63.31.70.512.54.21.74.55.8

前 年 度 合 計 41212.720.818.414.04.00.9 13.33.7 4.67.7

(一)は前回不調査項 目

図表2-10業 種別利用部門
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第2次 産業

第3次 産業

0%20%

国企画部門

田システム開発部門

田総務部門

40%60%80%

■調査部門 田研究部門 口特許部門

ロ生産部門 ■環境部門 口営業部門

田法務部門 日経理 ・財務部門 囲その他の部門

欝

1.5

100%

図表2-11第2次 産業,第3次 産業の商用データベース利用部門構成比
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]

2.3利 用の多い商用データベースの種類と内容

(D利 用 の多 い シ ステ ム とデ ー タベー ス

利 用金 額 の多 いサ ー ビス ・シス テム とよ く利用 す るデ ー タベー ス につ いて 上位5

位 まで を選択 した ラ ンキ ン グは図表2-12,図 表2-13の とお りで あ る。

サ ー ビス シ ス テ ム で 最 も利 用 され て い る の は,「 日経 テ レ コ ン」 で,次 い で

「JOIS」 「PATOLIS」 「DIALOG」 「COSMOS」 とな って お り,前 回調 査 と比べ 前

回5位 の 「@nifty」 は7位 に下 が り,「COSMOS」 が 前 回 の6位 か ら1つ 順位 を

上 げ て い る。そ の ほか6位 ～15位 で順 位 の変動 が あ った の は,「G-Search」(前 回7

位 →今 回6位),「NACSIS-IR」(同12位 →11位),rQUICK」(同16位 以下→13位)

で あ るが,「QUICK」 が大 き く躍進 した以外 は,10位 のrELNET」 以下 の 回答 率が

一 け た台 で
,全 体 と して は前 回 までの傾 向を 引き継 いで大 きな変 化 はな か った 。図

表2--12以 外 に挙 げ られ た もの として は,「BRANDY」 「MAIN」 「ロイ ター ・ビ

ジネ ス ・ブ リー フィ ン グ」 「JACICNET」 「DOWJONESINTERACTIVE」 な ど

が続 いて いる。

順位 サービスシステム名
回答
件数

回答率

(%)

1 日経テレコン 223 51.3

2 JOIS 191 43.9

3 PATOLIS 153 35.2

4 DIALOG 126 29.0

5 COSMOS 102 23.4

6 G-Search 91 20.9

7 @niRy 88 20.2

8 STNIntemational 86 19.8

9 TSR 54 12.4

10 ELNET 32 7.4

10 NICHIGAI-ASSIST 32 7.4

12 NACSIS-IR 29 6.7

13 QUICK 21 4.8

14 BIGLOBE 17 3.9

15 NEEDS 17 3.9

: : : :

: : : :

図表2-12回 答件数順に見た利用金額の多いシステム(N=435:複 数回答)

これ を企 業規 模 別 に見 て み る と,大 企 業 にお いて は上位5位 まで は全体 の利 用順

位 と同 じで あ った 。 しか し,中 小企 業 で は1位 がrJOIS」,以 下 「日経 テ レコ ン」

「PATOLIS」 「DIALOG」 「COSMOS」 とな ってお り,「 日経 テ レコン」 の順 位 が

2位 に下が って い る。 ま た,公 共 サー ビスで は,上 か ら 「日経 テ レコ ン」 「JOIS」
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「NACSIS-IR」 「DIALOG」 「G-Search」 の順 とな ってお り,全 体 の利用 順位 で12

位 の 「NACSIS-IR」 が 上位 に ラ ンク され て い るの が特 徴 的で あ る。

業種 別 で は,「 日経 テ レコ ン」 は ほ ぼ全 業種 にわ た って 満遍 な く利 用 され て いる

が,「JOIS」 「PATOI.IS」 「DIALOG」 は第2次 産 業 にお ける利 用 率が 第3次 産 業

よ り圧 倒 的 に高 く,「COSMOS」 「@nifty」 は逆 に第3次 産 業 の方 が 高 い。なお,

「そ の他 」で の記 述が あっ たデ ー タ ベー ス ・サー ビス システ ム 名で は 「Bloomberg」

「ProQuest」 「lnfoStream」 「DNA」 「SCISearch」 「DRUG」 「NRIサ イ バー パ

テ ン トデ ス ク」 な どが複 数 件挙 げ られて い る。

利 用頻 度 の高 いデ ー タ ベー ス(フ ァイ ル)'の1位 は 「COSMOS2」 「JICST科 学

技 術 文献 フ ァイ ル」 「日経新 聞記 事 デー タ ベー ス」,以 下 「特 許 ・実 用新 案 フ ァイル 」

「TSR」 とラ ンク されて いる 。前 回調査 の順位 と比 べ る と,「COSMOS2」(前 回3

位 → 今 回1位),「JICST科 学 技術 文 献 フ ァイル 」(同2位 →2位),「 日経新 聞記 事

デ ー タベー ス」(同1位 →3位),「 特 許 ・実 用新 案 フ ァイル 」(同4位 →4位),と1

位 と3位 の順位 が 入 れ替 わ って お り,前 回調査 で 伸 びた 「COSMOS2」 が 躍進 し

て きて い る。

今 回15位 まで に入 ったデ ー タベ ー ス の 内容 を見 てみ る と,企 業 ・財 務情 報や 新

聞 記事 な ど経済 関係 のデ ー タベ ー スが 多 く占め られ て お り,ま た特 許,商 標 に関す

る ものや これ に近 い化 学,医 薬 関係 のデー タベー ス も多 く挙 げ られ て い るのが 分か

る。 図表2-13以 外 に挙 げ られ た もの として は,「INPADOC」 「毎 日新 聞記事 デ

ー タ ベー ス」 「BIOSIS」 「QUICK -IS」 「読 売新 聞記 事 デー タベー ス」な どが続 いて

いる。

順位 デ ー タ ベ ー ス 名'
回答
件数

回答率
(%)

1 COSMOS2(帝 国データバンク企業情報) 181 42.4

2 JICST科 学技術 文献ファイル 172 40.3

3 日経新聞記事データベース 158 37.0

4 特許・実用新案ファイル 141 33.0

5 TSR(東 京商工リサーチ企業情報) 127 29.7

6 CA 65 15.2

7 WPI 64 15.0

8 MEDLINE 41 9.6

9 朝 日新 聞記事データベ ース 36 8.4

10 日経WHO'SWHO 33 7.7

11 REGISTRY 30 7.0

11, WHO、 30 7.0

11

・,

商標 フテイル ー 30 7.0

14 JICST医 中誌国 内医学文献ファイル 26 6.1

14 日経財務データ
'26

6.1

.

.

: .

.

:

図表2-13利 用 回数 の 多 いデ ータベース(N=427:複 数 回答)
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規模別 にみて も,デ ータベース利用順位 は中小企業,大 企業共5位 までは全体

の順位 と同じであるが,教 育,研 究など公的機関が多い公共サー ビスで は 「JICST

科学技術文献 ファイル」が1位 で,続 いて 「日経新 聞記事デー タベース」 「TSR」

「COSMOS2」 の順である。

(2)よ く利用す るデータベースの分野

次 に,ユ ーザ ーが よく利用するデータベースの対象分野 についてみてみ る(図 表

2-14)'e

企業財務/企 業情報

新聞/雑 誌/ニ ュース

人物/機 関情報

特許

市 場/商 品

医学/薬 学/生 命学/生 物

化学

電気/電 子/情 報

全般(百科事典/書誌情報/書 籍案内)

金融/証 券/為 替

行政/法 律/政 治

エネルギー/資 源

マクロ経済

自然科学その他

生活関連情報

」 社会科学・人文科学

一般その他

「
ビジネスその他

そ の 他

0102030405060

図表2--14よ く利 用するデータベー スの 分 野(複 数 回答)

70 80(%)
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国産データベースにつ いては,「 企業財務/企 業情報」の71 .0%が 前回調査 に続 き

トップ,次 いで,「 新聞/雑誌/ニ ュース」の63 .9%,「 人物/機 関情報」の44.0%,「 特

許」の39.9%と 続 き,こ の上位4種 の対象分野は前回調査 と同 じ順位であ り,回

答率の変動も大 きくな く一1.7～0.8ポ イン トほ どの範囲に止まっている。

一方
,海 外製データベース につ いては,「 特許」の58.2%(前 回調査1位),「 化

学」の47.9%(同3位),「 医学/薬学!生命学/生物」の46 .0%(同2位),「 企業財

務/企業情報」の36.6%(同4位),「 新聞!雑誌!ニ ュース」の31 .9%(同5位),と

続き,海 外製データベースの比率が年々落ちて きていることも影響 してか,回 答率

は 日本型データベースのもの に比べてやや大 きく変動 してお り,特 に 「新 聞!雑誌!

ニュース」は前回調査 よ り8.9ポ イン トダウンしている。また前回調査よ りプラス

の幅が大きかった もので は,「 特許」の5 .7ポ イン ト増が最高であった。

図表2--14に 示すよ うに,利 用率が高い項 目ほど国産,海 外製の利用率の格差

が顕著 になって いる傾向が見 て とれる。「企業財務/企 業情報」 「新聞!雑誌/ニ ュー

ス」「人物!機関情報」な どは利用者ニーズか らして国産が重用 され ,「特許」や 「化

学」「医学/薬学/生命学!生物」 などの自然科学系のデー タベースでは海外製が優位

である。企業あるいは公的な研究機関 にとっては,海 外か らの この種の研究情報の

入手は必要不可欠であ り,ま た海外製のデー タベースの内容が充実 している ことも

あり,例 年この傾 向は顕著である。

(3)利 用 しているデー タのタイ プ

ユーザーが現在利用 して いるデータのタイプ,今 後利用を増や したいデータのタ

イプについて,オ ンライ ン!オ フライン別 に集計 した。

現在利用している 今後利用したい・利用を増やしたい

オ ンライン

(N=415)

オ フライン

(CD-ROMな ど)

(N=223)

オ ンライン

(N=299)

オ フライン

(CD-ROMな ど)

(N=111)

回答件数 割合(%) 回答件数 割合(%) 回答件数 割合(%) 回答件数 割合(%)
テ キスト 408 98.3 194 87.0 198 66.2 79 71.2

数値データ 215 51.8 106 47.5 164 54.8 61 55.0

画像(動画含む) 97 23.4 69 30.9 162 54.2 51 45.9

マル チ メデ ィア 16 3.9 14 6.3 87 29.1 30 27.0

その他 5 1.2 6 2.7 6 2.0 3 2.7

図表2-15現 在利用している/今 後利用を増やしたいデータのタイプ(複 数回答)

図表2-15に 示す とお り,現 在利用 しているデー タのタイプはオンライ ン,オ

フライ ン共 「テキス ト」 「数値データ」 「画像」「マルチメデ ィア」の順 となってお

一16一



り,前 回調査 と同じで ある。前回調査 に比べオンライン利用では 「テキス ト」のみ

利用率が伸びて いるが,わ ずか0.9ポ イン ト増加 しただけで,「 数値データ」 「画

像」 「マルチメディア」の減少も1ポ イ ン トに満たないほどで前回とほとん ど同じ

とみてよい。 これ に反 してオフライン利用では 「テキス ト」 「数値データ」の前回

調査 と比べた伸びが大 きく,そ れぞれ3.2,8.6ポ イ ン ト増加 している。オフライ

ンの利用率が オンライ ンの利用率に比べて高 い 「画像データ」は回線容量の問題 も

あ り,前 回調査 と同様 に7ポ イ ント以上の差がでている。

今後利用 した い,あ るいは利用 を増や したいとす る回答で は,オ ンライ ン,オ フ

ライ ン共 「テキス ト」 「数値データ」 「画像」 「マルチ メディア」の順で,前 回調査

で2位 と期待感 の高かった 「画像」が3位 に下がってお り,「画像」の利用意向は

オンライ ンで の利用が5割 以上あるものの,そ の利用 に対する方向が定 まってい

ないように見 える。「マルチメディア」のオンライ ンの現状では利用率が若干減少

してはいるが,利 用への期待感は 「画像」 と同様に潜在 して高 いと思われる。

(4)利 用 を望んで いるデータのタイプ別具体例

今後利用 した いデー タの タイプ別にその具体例 を記 述 しても らった(図 表2-

16)。

テキス トデータ としては,「 官報,発 表資料,案 内」が最 も多 く,以 下,「 政府(自

治体等を含む)の 統計,報 告書,判 例,法 令」,企 業業界団体等の 「企業情報,発 表

資料,製 品案内」 「統 計,報 告書,論 文」「新聞,雑 誌,書 籍,事 典類」などが挙げ

られている。数値データ としては,「 政府の統計,報 告書,判 例,法 令」が最も多

く,次 いで 「企業の統計,報 告書,論 文」 「企業情報,発 表資料,製 品案 内」 「官報,

発表資料,案 内」「経済,市 場,市 況」「物質 ・物性データ」などが挙げ られた。テ

キス トおよび数値データでは,や はり公的デー タへのニーズが高いことが分か る。

一方
,画 像データとしては,「TV,映 画,コ ンピュー ター,娯 楽,広 告」が最 も

多 く,個 人向けのコンテンツの需要が台頭 してきて いる と見 られる。次 いで 「新聞,

雑誌,書 籍,事 典類」 「ヘルプ情報等その他」「特許,商 標,規 格」が挙 げられ,こ

れ らは政府 ・自治体や企業 ・業界団体の発する情報以外の範 ちゅうに属 しているも

のも多 く,前 回調査の結果 と大きく異なっている。マルチメデ ィアデー タとしては

全体で15種 の コンテ ンツの具体的記述があり,「TV,映 画,コ ンピューター,娯

楽,広 告」 「新聞,雑 誌,書 籍,事 典類」が3件 つつ挙がってお り,や はり個人向

けのコンテンツの色彩が強いと考えられる。
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(複 数 回 答N=134,数 値 は 回 答 社 数)

文 字 デ ー タ

(テキスト)
数値データ

画像(動画を
含む)

マルチメ
_"

ア イア'
合 計

立政

機府
関'
等 自

治

倭
国

統 計,報 告 書,判 例,法 令 20 47 2 1 70

官報,発 表資料,案 内 22 11 1 34

技術 ・研 究 デ ータ 5 2 1 1 9

その他 2 1 3

小 計 49 61 3 3 116

企
業

、

業
界
団
体
等

統 計,報 告 書,論 文 10 20 2 1 33

企業情報,発 表資料,製 品案内 18 16 2 1 37

経 済,市 場,市 況 7 8 1 1 17

技 術 ・研 究 デ ー タ 3 1 3 1 8

物質・物性データ 2 6 2 1 11

小 計, 40 51 10 5 106

特 許,商 標,規 格 9 5 14

新 聞,雑 誌,書 籍,事 典 類 12 2 8 3、 25

地 図,地 理 1 1 2

TV,映 画,絵 画,コ ンピューター,娯 楽,広 告 4 1 9 3 17

ヘルプ情報等 その他 9 4 7 1 21

一「合 計 123 120 43 15 301

図表2-16デ ータのタイプ別,利 用を望んでいるデータベースのコンテンツ

(5)公 的データの利用 について

公的デー タ(行 政機関な どの公的機関が作成,公 表 しているデータ)を 扱 うデー

タベースの利用について調査 した。図表2-17に 示す通 り,「 利用 している」企業

は340社 で,商 用データベースを使用 している企業(457社)の74.4%に 上って

お り,前 回調査(67.3%)に 比べ7.1ポ イン ト増 と利用が着実に拡大 している。デ

ータの種類は大別 して 「文字デー タ(テキス ト)」と 「数値データ」とに分け られる

が,「 利用 している」,あ る いは 「今後利用 したい」共 に 「文字データ」の回答が高

い。

現在利用 して いる公的デ ータの うち,「 テキス ト」の 中で は,「 特許情報」 の

63.5%が 群を抜いている。特 に第2次 産業の利用率88.2%が 全体 をけん引 してい

るが,第3次 産業 にお いて も特許情報の利用は45.5%と 文字データの中では 「政

府白書,委 員会,審 議会資料」 に次いで高い利用 を示 している。「数値データ」の

中では,「 企業関連」デー タの利用率が45.9%と 最 も高い。表に掲げていない詳細
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な分析による と,逆 に第3次 産業の利用率(60.4%)が 第2次 産業(40.4%)を 圧倒

的に引き離 している。なお今回調査では新たに文字デー タのグループに 「地方 公共

団体資料」 を追加 し,従 来の 「政府 白書関係」「政府委員会資料」を統合 して 「政

府 白書,委 員会,審 議会資料」としているので政府関係のデータの数値 を比較する

には注意を要する。

現在公的デー タを利用 していないが,今 後は利用 したい とする回答 をみると,前

回調査同様,「 テキス ト」では 「官報」(44.7%),「 数値データ」では 「企業関連」

(43.8%)が トップであった。 また 「テキス ト」 で新設した 「地方公共団体資料」

は 「官報」に次 いで2位 にランクされているのが注 目され る。

現在利用 している 「テキス ト」で トップの 「特許情報」は24.7%と 「その他」

を除 く全項 目中で今後 の利用意向が最も低 くなっているので,現 在での利用が飽和

状態 を示 して いる と見 られる。

利 用 している(N=340) 今 後 利 用 したい(N=235)

回答件数 割合(%) 回答件数 割合(%)

文

字
デ
ー

タ
(

テ

キ

ス

ト
)

政府白書、委員会、審議会資料 152 44.7 83 35.3

政府記者発表資料 91 26.8 67 28.5

官報 126 37.1 105 44.7

判例集など 78 22.9 91 38.7

都市計画データ(地図情報含む) 21 6.2 79 33.6

特許情報 216 63.5 58 24.7

地方公共団体資料 57 16.8 93 39.6

その他 5 1.5 7 3.0

合 計 313 92.1 211 89.8

数
値
デ
ー

タ

人 口 ・雇 用 ・労 働 102 30.0 71 30.2

国民経済 ・景気・金融 104 30.6 81 34.5

国際収支 ・貿易 55 16.2 71 30.2

産業一般 126 37.1 95 40.4

企業関連 156 45.9 103 43.8

その他 3 0.9 8 3.4

合 計 216 63.5 165 70.2

図表2-17公 的データを扱うデータベースの利用(複 数回答)
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2.4デ ータベ ース の利 用形 態

デー タベースの利用形態 を以下の4種 に区分 し,利 用金額 をベース とした利用比

率 を調査 した。

①イ ンターネッ トによるものを除く,オ ンライ ン・データベース ・サー ビスの利用

②イ ンターネッ トによるデータベースの利用

③CD-ROM,DVDに よるオ フライン ・サー ビスの利用

④その他のオ フライン ・サー ビスの利用

図表2-18に 示す通 り,1999年 の実績 は① の海外製デー タベース利用が高 く,

逆 に②では国産データベース利用が高くなっている。1998年 との比較で は,① が

国産,海 外製共減少 し,② の 「イ ンターネ ッ ト」での利用 が急激に伸びてお り,さ ら

に2000年 の利用予定で もこの傾向が続き,特 に国産ではその比率がほとん ど並ぶ

ほどに接近 していくもの と見 られる。

オフライン ・データベー スの実績 については,1999年 よ り③の国産の ものが伸

びているが今回よ り 「DVD」 も対象に加 えたので,こ の分の増加が若干影響を及

ぼしたのではないかと思われる。また2000年 の見通 しでは③ は横ばい状態である

とみ られ,④ のオフライ ン(その他)に つ いては,前 回調査 よ り減少し,将 来 におい

ても漸減する傾向が見てとれる。

1998年 実 績(%) 1999年 実 績(%) 2000年 予 定(%)

国 産

(N=355)

海 外 製

(N=159)

国 産

(Nニ364)

海 外 製

(N=175)

国 産

(N=360)

海 外 製

(N=174)
① 商用 オ ンライン

(インターネットによるものを除 く)
59.8 65.8 45.5 57.0 41.9 53.3

②インターネットによる

商用オンライン
26.2 20.2 37.0 28.3 41.4 32.9

③ 商 用オ フライン:

CD-ROM,DVD
9.2 12.7 12.8 12.8 12.9 12.2

④商用オフライン:

その他 4.9 1.4 4.7 1.9 3.7 1.6

図表2-18商 用データベース利用形態の割合平均
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2.5料 金問題 と利用上の問題点

(1)料 金 問題

商用 デー タベ ー ス全 体 の利 用 料金 につい ての感 想 は,国 産 デ ー タベ ー ス につ い て

「高 い」 と回答 した企 業 が63 .1%,「 妥 当」 と回答 した企 業 が362%,「 安 い」 と

回答 した企 業が0.7%と い う結 果 にな った 。これ に対 し海外 製 デー タベー ス につ い

て は,「 高 い」 「妥 当」 「安 い」が それ ぞれ67.2%,30.3%,2.6%と 「高 い」 と 「安

い」 が国 産 の もの よ りや や多 く出て い る(図 表2--19)。

国 産 データヘニ ス(434)

海 外 製 データヘニス(274)

一

一

``lll````1

0.7

2.6

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

O内 数 値 は 回 答 社 数 ロ 高 い 日 妥 当 ■ 安 い

図表2-19商 用データベース利用料金に対する全般的な感想

図表2-20に よ りデー タ ベー ス の項 目分野 別 にみ て み る と,利 用 料 金が 「高 い」

と感 じられ て い る もの は,国 産 デー タベ ース では 「企 業 財務/企 業情 報 ∫(72.5%),

「人物/機 関情 報 」(61 .0%),「 特 許 」(59.1%),「 市 場,商 品」(58.8%),「 医学/

薬 学!生 命 学/生 物 」(57.6%),海 外 デ ー タ ベ ー ス で は 「企 業 財 務/企 業 情 報 」

(65.3%),「 特 許 」(65.0%),「 化 学」(60.9%),「 市 場,商 品」(54.5%)の 順 で

あった 。カ テ ゴ リー 分類 で み る と,国 産 デー タベ ース で は 「ビジネ ス」(55.5%)

が 「自然科 学」(52.5%)よ りも 「高 い」 と感 じ られ て お り,海 外 製 デー タベ ース

で は 「自然科学 」(54.9%)と 「ビジ ネス」(54.6%)の 差 はほ とん どな く,前 回調

査 で1位,2位 に あった 「特 許 」 「化 学」 を国産デ ー タベ ー ス と同 じ く,「 企 業財 務

/企業 情報 」が 抜 いて トップ にな って いる こ とか らも,「 ビジネ ス 」情 報 に関 して も

次第 に海 外 まで 範 囲 を広 げて 収集 す るユ ーザ ーが 多 くな って きた ので あ ろ う。

さ らに料 金 につ いて 「高 い」 と「安 い 」と感 じたユ ー ザ ーの割 合 の差 をみ る と,国

産 デー タベ ース,海 外 製デ ー タベ ー ス共 上位 の分 野で は,ほ ぼ 「高 い」割合 の 大 き

い1頂に 「高 い」一 「安 い」の差 も並 んで い る。した が って ユー ザ ーの利 用 料金 に対 す

る感 じ方 は おお むね 一 致 して い る と見 て よ い。

次 にユ ーザ ー に とって情 報 利用 料金 の望 ま しい課 金 体 系(支 払 い方 法)を 図表2

-21で 見 る と,全 体 で は 「従 量 制」 が最 も支 持 を得 てお り,特 に大 口ユ ーザ ーが 多

い と見 られ る大 企 業 の 回答 が ほか の グルー プ を抑 え て いる 。また大 企業 は 当然 の こ

とな が ら,「 大 口利 用者 割 引」 に も多 く回答 を寄せ て い る。
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データベース利用料金を高いと感じて 「高 い 」一 「安 い 」の

順位
いるユー ザ ー ポイント差

対 象 分 野
国 産 デ ー タベ ー ス 海 外 製 データベース 国 産 海外製

回答社数 割 合(%) 回答社数 割 合(%) デ ータヘニ ス デ ータヘニ ス

1 企業財務/企 業情報 227 72.5 77 65.3 70.9 60.2

2 人物/機 関情報 133 6LO 451 47.9 57.8 40.5

3 特許 136 59.1 102 65.0 56.5 59.9

4 市場/商 品 94 58.8 48 54.5 56.3 47.7

5 医学/薬 学/生 命学/生 物 91 57.6 63 50.0 53.8 37.3

6 化学 83 51.2 81 60.9 48.7 55.6

7 マクロ経済 61 48.4 25 42.4 42.8 32.2

8 電気/電 子/情 報 64 48.1 44 50.6 45.8 43.7

9 金融/証 券/為 替 61 46.9 26 43.3 42.3 31.6

10 社会科学・人文科学 36 46.2 23 47.9 43.6 35.4

11 エネルギー/資 源 54 45.8 34 42.5 42.4 32.5

12 新聞/雑 誌/ニ ュース 121 42.6 42 38.2 37.3 30.9

13 生活関連情報 45 42.5 17 27.9 35.9 9.9

14 行政/法 律/政 治 55 40.7 22 29.7 36.3 16.2

15 全般(百科事典/書 誌情報/書 籍案内) 66 38.2 25 32.9 29.0 18.4

図表2--20デ ータベース対象分野別利用料金に対する感想

「定額制」を望む回答は,公 共サー ビスが最 も多 く,予 算等の制約上 この体系が

支持されるの も容易に推測 でき,全 体系の中で最高の回答率 を示 している。中小企

業については大企業 と同じく 「従量制」が最も高 く,次 いで 「定額制」の順である

が,「 使 っただけ」という料金体系が一番納得のいく方法である と見て いるようだ。

定額制

従量制

固定料金+従 量制

最低料金制

大口利用者割引

その他

01020」3040

図2-21望 ましい情報 利 用料 金 の課 金体 系

50(%)
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(2)収 録情報 に対する感想

データベースに収録されている情報に対する感想 についてみると,国 産デー タベ

ースでは 「デー タベースの更新 に時間がかかる」 「フルテキス トで収録 されていな

い」 「情報の更新頻度が少ない」が上位 に挙げられてお り,ユ ーザー側では常 に最

新情報の入手や詳 しい内容の情報 に対するニーズが最 も高 いことがわか る(図 表2

-22) 。逆 に海外製データベースにおいては これ らの項 目が筆頭には挙げ られてい

な いことを考 えると,国 産データベースの場合,情 報の鮮度 にまだ問題が残 ってい

るようだ。

デ ータベ ースの更新 に時 間がかかる

フルテキストで収録されていない

情報の更新頻度が少ない

情報が不正確なことがある

求めている情報の存在が不明確

情報の遡及期間が短い

情報の件数が少ない

出力項 目のパターンが不満

ヒット件数 が少ない

利 用したい情報がない

特に不満はない

0 10 20 30 40(%)

図表2-22収 録情報に対する感想(複数回答)

海外製データベースでは,前 回調査 と同 じく 「特 に不満はない」 とする回答が

27.6%と トップであるが,前 回の38.5%よ り約10ポ イ ン ト減少 し逆 に国産データ

ベースが前回調査の22.1%か ら5.9ポ イ ン トアップ し,今 回はわずかなが ら国産デ

ー タベース に対する不満がない とする回答率が上回っている ことは
,デ ータベース

の内容や質の面 において海外製データベースに迫ってきていると思われる。しか し

なが ら海外製データベースの利用者,及 び利用情報 もある程度 固定化 され,「 平成

11年 度デー タベース台帳総覧」を見 ると,海 外製データベースの登録数 も減少 して

いることか ら利用自体が少な くなってきているのはないか と考 え られ るので,今 回
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調査の結果か らだけでは断定で きない。海外製データベースでは,順 に 「情報が不

正確な ことが ある」(26.0%),「 求めている情報の存在が不明確」(22 .1%),「 フ

ルテキス トで収録されて いない」(21 .0%),が 続 き,海 外情報に対す るユーザーニ

ーズは
,ま ず は情報の正確 さと所在の明確化 にある といえ,国 産 のデータベースよ

り問題が多 いとみ られる。これに対 して国産 デー タベース と海外製データベースの

回答率の差が顕著で,国 産データベースに問題がある項 目は図表2-22の 上位3

項 目及び 「情報の件数が少ない」 と 「ヒッ ト件数が少ない」の項 目である。

(3)コ マン ド,機 能 ・操作性に関する問題点

商用データベース ・サー ビスのコマ ン ドあるいは機能 ・操作性 に関する問題点 に

ついて調査 した。図表2-23に 示す通 り,前 回調査 同様,「 コマ ン ドが不統一なの

で使いにくい」が トップで他の項 目を大き く引き離 している。次いで,「 統一シソ

ーラスが欲 しい」 「通信速度が遅 い(検索結果 の送信時な どに時間がかかる)」 「キ

ーワー ドが不足 している」 「検索速度が遅い」 「あ らか じめ出力内容 の見 当がつけ

られる機能が欲 しい」 と続いて いる。

問 題 点

第2次 産 業
ユーザー平 均

(N=155)

(%)

第3次 産 業

ユーサL平 均

(N=ll9)

(%)

1 全 体(N =358) 前 回調 査

全 体

(N=337)

(%)
(%)

前回比

(ポイント)
コマンドが不 統 一 なの で使 い にくい 54.2 45.4 51.4 一3

.5 54.9

統 一 シソー ラスが欲 しい 39.4 16.0 27.4 1.6 25.8

通信速度が遅い(検索結果の送信時などに時間がかかる) 23.9 25.2 24.3 0.6 23.7

キー ワー ドが不 足 してい る 17.4 27.7 22.3 1.5 20.8

検索速度が遅い(検索している時間がかかりすぎる) 25.8 20.2 22.1 一4
.3 26.4

あらかじめ出力内容の見当がつけられる機能が欲しい 22.6 23.5 20.4 一1
.0 21.4

自然 語(フリーターム)を検 索 言 語 として使 い たい 23.9 16.0 19.6 0.6 19.0

全文検索の機能がない 23.9 17.6 19.3 1.8 17.5

1次情報の入手が困難 18.7 17.6 17.6 6.6 11.0

ダウンローディングができない 18.1 20.2 17.3 一〇
.2 17.5

接続手順が煩わしい 13.5 16.0 15.6 一1
.9 17.5

複数ファイルの横断検索ができない 14.2 14.3 15.1 0.9 14.2

図面や商標の表示ができない 11.6 9.2 ll.2 一3
.6 14.8

ゲートウェイ機能が欲しい 11.0 7.6 10.9 －L9 12.8

Webで の検索システムがない 11.0 9.2 10.9 2.0 8.9

検索結果のメール配信ができない 10.3 10.1 10.3 0.5 9.8

特定キーワードのファイル別,も しくはデータベース別の出
現頻度が参照できる機能が欲しい 10.3 9.2 8.7 一2

.0 10.7

HTML形 式での出力ができない 4.5 6.7 5.0 0.0 5.0

ドメインアクセスの機能がない 0.6 0.8 1.4 0,510.9
PDFフ ァイル 化 され てい な い 15.5 7.6 11.7

今回新規調査項目アブストラクト(抄録)が 表示できない 3.9 4.2 4.2

その他 3.2 0.8 2.ol-1.9{3.9

図表2-23商 用データベースのコマンドまたは機能 ・操作性に関する指摘
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「コマ ン ドの不統一」は,デ ータベースごとに各々のコマ ン ドを入力しなければ

な らないことか らユーザーはかな り煩わ しさを感 じてお り,毎 回問題点の筆頭に挙

げられているが,前 回調査よ り下がった項 目の中では3番 目で あり,徐 々に改善

されてきつつあるとも見 られ る。また前回より追加 された,主 にイ ンターネッ ト検

索に関連 した問題点 のうち 「全文検索の機能がない」は,今 回 も回答率が高 く22項

日中8番 目に挙げ られて いる。

前 回調査 との比較で,「 検 索速度が遅い」の不満は,最 も回答率が大きく下がっ

た項 目で,シ ステムの性能 アップな どによ り解消の方向 に向か っていると見 られる

が,「 通信速度が遅い」点が前回調査 と比べほぼ同率であった ことか ら見ればデー・

タベース検索の外部的な環境がいまだ十分に整って いない とも考え られ,今 回の結

果か らだけで判断する ことは難 しい。

第2次 産業 と第3次 産業で極端 に回答率 に差があった項 目は,「 統一シソー ラス

が欲 しい」と 「キーワー ドが不足 している」で前者は第2次 産業が,後 者は第3次

産業が多 く回答 している。

その他の回答 には,「 テキス トでの高速検索機能 も欲 しい」 「類似語 を含んだ ピ

ックア ップ機能」 「検索が長時間にわたる時の残 り時間の表示」 「ガイ ドが充実 し

ていない」 「設定がやや こしい」な どが挙 げられて いる。
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2.6デ ータベ ー スの 利 用者

ここでは,社 内でのデー タベースの利用方法についての調査結果をみてみ る。図

表2--24に 示す通 り,「情報を必要 とす る人が自分で検索する」という回答が最 も

多 く72.5%,次 いで 「データベース検索担 当部門に依頼する」が31.0%,「 専門的

な検索のみ社内のサーチャーに依頼」が22.0%と 続いている。「情報 を必要とする

人が自分で検索す る」という回答率は年々上昇す る傾向にあ り,ネ ッ トワーク化 に

よるアクセスポイ ン トの増加,個 人の検索技術や システム操作性 の向上な どの要因

が多大 に寄与 していると思われる。また 「外部の代行業者に依頼する」は5.1%と 最

も低 く前回調査 よ りも下がっている。

情報を必要
とする人が

自分で検索

同じ部門内
の担当者に

依頼

データベー
ス検索担当

部門に依頼

専門的な検
索のみ社内
サーチャーに依

頼

さまざまなパ
ターンがある

外部の代行
業者に依頼

その他

件数
割 合

(%)
件数

割 合

(%)
件数

割 合

(%)
件数

割 合

(%)
件数

割 合

(%)
件数

割 合

(%)
件数

割 合

(%)

規
模
別

中 小 企 業(N=61) 42 68.9 17 27.9 15 24.6 7 11.5 7 11.5 0 0.0 2 3.3

大 企 業(N=292) 205 70.2 53 18.2 97 33.2 82 28.1 53 18.2 21 7.2 1 0.3

公 共サ ー ビス(N=98) 80 81.6 15 15.3 28 28.6 10 10.2 9 9.2 2 2.0 1 1.0

業 第2次 産 業(N=188)11460.64423.46936.77137.83920.7147.400.O

種

別 第3次 産 業(N=155)12580.62012.93824.51711.01912.363.931.9

合 計(N=451)32772.58518.814031.09922.06915.3235.140.9

前 回 調 査 合 計(N=417)28668.67317.514334.38520.44711.3297.071.7

図表2-24社 内でのデータベースの利用方法(複 数回答)

企業規模別にみると,大 企業は中小企業に比べ「データベース検索担当部 に依頼」

「専門的検索のみ依頼」の回答率が高 く,専 門の部署に余裕を持 ってサーチャーを

抱えている企業が多い と見 られる大企業 の有利 さが表れている。「同部門の担当者

に依頼」については前回調査では大企業が高かったが,今 回は中小企業の方がかな

り大企業 との差を広げて高 くなって いる ことは特異な傾向である。

業種別にみる と,第3次 産業においては 「自分で検索する」と 「デー タベース検

索担 当部門に依頼」との回答率の差が著 しく開いているのに比べて,第2次 産業の

場合では,回 答率の差はかな り近づいているのが特徴的である。
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2.7今 後の利用予定

(1)今 後の利用 の方向

商用デー タベースの利用方法 について今後 どのような方向に進めた いか という

調査 をした。その結果,大 企業,中 小企業共 に 「無料コンテンツや よ り低料金のサ

ー ビスにシフ トする」が前々回,前 回調査 に引き続いて トップであったが,中 小企

業では,46.8%と 前回調査よ り13ポ イン ト近 く下 げてお り,代 わって 「利用でき

るデータベースを増やす」(32.5%,前 回18.2%)積 極策に転 じているよ うにも見

え る。全体では前者がなお5割 近 くの回答率をあげて いるので,企 業 においては

コス ト削減 の方 向を指 向 しているの は間違 いない(図 表2-25)。 また,「 使用方

法 を工夫 して経費節減」が次いで2位 とな り,あ くまでもコス トパ フォーマンスを

追求する とい う姿勢が うかがえる。

公共サー ビスにおいては,ト ップの 「無料 コンテンツや よ り低料金のサー ビスに

シフ トす る」 に次 いで 「利用できるデータベースを増やす」が2位 に挙げ られて

いる。

無 料 コンテンツや より低 料 金 サー

ビスにシフトす る

使用方法を工夫して経費節減

インターネット対 応 のサービスに

順 次 切 り替 える

社内システムに接続し,社員
だれもが使えるようにする

利用できるデータベースを増
やす

利用の高度化を図る

現状維持

0 10

"16
.4

15三8

20 30

'3

2i5'

直4.o.

■全 体(483)

口 中 小企 業(N=77)

口大 企 業(N=303)

口公 共 サ ー ビス(103)

40 50 60(%)

図表2-25今 後進めたいデータベースの利用方法(複 数回答)
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全体では前回11.7%で あった 「現状維持」(16。4%)が 若干増加 して いるのは,

経費節減策な どデータベースの利用対策が一段落 したユーザーが増えて きたため

であろうか。

なお,前 回よ り項 目に加 えた「インターネッ ト対応のサー ビス に順次切 り替 える」

は,全 体で29.0%(前 回28.4%)と3位 につ け.今 後 も 「無料 コンテ ンツやよ り

低料金のサー ビスにシフ トする」 と共にますます伸びることが予想 される。

(2)今 後の利用可能性

現在商用デー タベースを利用 していな い企業174社 に対 して,今 後 の利用の可

能性 を調査 した ところ,「1年 以内に利用予定」は2.3%,「2,3年 以内 に利用す

る可能性が高 い」は21.8%と なってお り,合 わせ ると24 .1%で あった。 これ は前

回調査 と比較 してみ ると,約12ポ イン ト減 とかな り落ちているが,前 回調査での

前々回 との比較では7.9ポ イン ト増 と上昇 してお り,一 定 して いない。

(3)今 後利用 したいデータベース

今後利用 したいデータベースの分野 について調査 した。現在すで に利用 して いる

企業381社,現 在は利用 して いないが利用意向のある企業46社 に分けて示 したの

が図表2-26で ある。

デ ー タベ ースを デ ー タベ ー スを

利用中 今後利用したい
(%:N=381) (%:N=46)

企業財務/企 業情報 66.1 56.5

新聞/雑 誌/ニ ュース 54.1 41.3

特許 49.9 30.4

市場/商 品 41.7 43.5

人物/機 関情報 39.1 10.9

全般(百科事典/書 誌情報/書 籍案内) 35.2 39.1

行政/法 律/政 治 29.9 39.1

医学/薬 学/生 命学/生 物 29.7 13.0

化学 27.8 8.7

電気/電 子/情 報 26.0 32.6

マクロ経 済 23.1 15.2

金融/証 券/為 替 19.9 13.0

エネルギー/資 源 18.6 15.2

生活関連情報 17.3 8.7

社会科学・人文科学 8.9 8.7

図表2-26今 後利用したい商用データベース分野(複 数回答)

現在 利用 して い る企 業 にお ける今 後 の利 用 ニ ーズ の ラ ンキ ング は 「企 業 財務!企

業 情報 」 の66.1%,「 新 聞!雑 誌/ニ ュー ス」 の54.1%,「 特 許 」 の49.9%の 順 で あ
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る。前回調査 と比較 して,上 位5位 で変動があったのは今 回4位 の 「市場!商 品」

と同5位 の 「人物/機関情報」が入れ替わ っただけで,前 々回調査で は今 回の順位

.と同 じであ りその差 もほとん どない。「デー タベースを今後利用 したい」 グループ

では,「 利用 中」のグループで上位 を占めた 「特許」 「人物/機 関情報」よ りも 「全

般(百 科辞典/書 誌情報/書 籍案 内)」 「行政/法 律/政 治」お よび 「電 気/電 子/情

報」が上位 に ランクされている。

収録情報の対象地域別(日 本,ア メ リカ,EU諸 国,ア ジア諸国)に みると,日

本 を対 象 としたデー タベー スを利用 した いとする回答 が全 分野 にわ たって多 く

(88.5%),次 いでアメ リカ地域(57.7%)の データベースがややEU諸 国(ヨ ー

ロッパ地域)(54.1%)の データベースを上回っているとい う傾向 にある。なお今

回調査では前回までその他地域に含 まれて いた 「アジア諸国」を独立 させ,同 様に

今後 の利用意向を聞いているが,EU諸 国 に次いであまり差がな く(48.3%)支 持

されている。利用ニーズが高い分野 を図表2-27で 見 ると,「企業財務/企業情報」

「新聞/雑誌!ニ ュース」「特許」が 日本を対象 としているデー タベースの要望の高

い順で,ア メ リカ,EU諸 国,ア ジア諸国を対象 とした ものでは 「特許」が最 も多

くなって いる。総 じて 日本 を対象 とした ものでは,ビ ジネス,経 済関係のデータベ

ースの情報の利用ニーズが高 く,ア メ リカ,EU諸 国を対象 にした ものでは 「医学

/薬 学/生 命学/生 物」「化学」がベス ト5に 入ってきているよ うに,自 然科学系

デー タベース利用のニーズが ビジネス,経 済分野に劣 らず高い ことが分かる。
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図表2-27収 録地域別利用希望の高いデータベース
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次 に,今 後商用データベースの利用 を予定 している企業(46社)の ,日 本地域

を対象 としたデータベースにつ いて分野別のニーズを見 ると 「企業財務/企業情報」

の56.5%(前 回調査65 .5%),「 市場/商 品」の43.5%(同45 .5%),「 新聞/雑誌!ニ

ュース」の41.3%(同43。6%),「 全般(百 科辞典/書 誌情報/書i籍案 内)」および 「行

政/法 律/政 治」が39.1%(同34.5%)の 順 とな り,順 位 も前回調査 とまった く同

じであった。

また,今 後 どのようなデー タベース ・サー ビスが利用できればよいと考 えて いる

か につ いて記述 してもらった ところ,55社 よ り具体的な希望 ・意見な どが58件 寄

せ られ,デ ー タベースの分野及びコ ンテ ンツに関するもの24件 ,検 索手法,機 能

に関するもの23件,デ ー タベー ス ・サー ビスの料金 ,課 金体系等に関するもの11

件であった。その うち主な ものを紹介す ると,「 データベースの分野及びコ ンテ ン

ツに関す るもの」では官公庁な ど 「公的な情報」と 「特許訴訟情報」「倒産速報」「各

種 アンケー ト調査結果」など特殊 な領域 のデータベースがサー ビスされる ことを要

望する記述が 目立った。 「検索手法,機 能に関す るもの」については,「複数 のデー

タベース間の横断検索」 を期待す る声が最 も多 く,「 高速検索」「検 索手順 の簡便

化」 「自然言語 をもっと利用で きる こと」「画像の検索,表 示」「インターネッ ト上で

の異なるデータベース を1つ のユーザーイ ンター フェースで検索できる システム」

な ども複数の回答を得ている。 「データベース ・サー ビスの料金 ,課 金体系等」 に

関す る意見ではほとん どが利用料金に関連す るもので,「 出来るだけ安 く」 をはじ

め,「 検索式の長期無料保存が可能」「公設データベースの無料化」「定額で低額な ド

メイ ンアクセスサー ビス」な どが挙 げられた。
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2.8CD-ROM,DVDの 利 用

商用 デ ー タベ ー ス の オ フ ライ ン利 用 で の代 表 的 な媒体 の1つ がCD・ROMで あ る。

また今 回 調査 か ら,近 年 大 容量 メデ ィア のなか で もDVDの 製 品が普 及 し始 め て きた

こ と も考 慮 してCD-ROMと 同一 グル ー プの媒 体 と して 取 り上 げ,調 査 項 目に加 え

て い る。CD-ROM,あ る いはDVD化 され た商 用 デー タベ ース を利 用 して い る企業

は,回 答615社 の うち40.8%と 前 回調査 よ り3.8ポ イ ン ト増 加 して いるが,今 回調

査 に加 え たDVDの 分 も多 少 は ある と見 られ る。

企 業 規模 別 にみ る と,大 企業 が44.1%と 中小企 業 の24.1%を 大 き く上 回 って い る。

産 業 別 の利 用 率で は,第2次 産 業が46.7%と 最 も高 く,次 いで 公共 サ ー ビス の45.1%,

第3次 産 業 の32.9%の 順 とな って い る。 また,業 種 別 では,「 石 油 ・化 学工 業 」 の

75.0%が 圧 倒 的 に 高 く,次 い で 「機 械 器 具 製 造 業 」(46.7%),「 新 聞 ・出 版 業 」

(45.0%)と 続 い て い る。

(1)利 用 している情報の分野

CD-ROM,DVD化 されたデータベースで利用率の高い分野 を示 したのが図表2

-28で ある。最 も利用率が高 いのが 「科学技術/特 許」で,次 いで 「辞(事)典/百 科/

ディ レク トリー」 「医 ・薬学/バイオ/化学」の1頂となっている。図表2-29で 見 ら

れ るように,オ ンライン ・サー ビスではそれほど利用率の高 くない 「辞(事)典/百 科

/ディ レク トリー」あるいは 「書誌/図書 ・刊行物情報」がCD・ROM ,DVDに お いて

多 く利用 され ているところはCD・ROMの 特質をよ く表 しているといえる。逆 に,

オ ンライ ン ・サ ー ビスでの利用が高い 「企業財務!企業情報」や 「新聞/雑誌/ニ ュー

ス」などは速報性が重視 され るため,記 録性 に重点 をおくCD-ROM,DVDで の利

用はそれほど高 くない。 「その他」の分野では特許 に関連するものが数件挙がって

いる。

また,利 用 して いるCD-ROM,DVDの データベース数(タ イ トル数)で は,「 辞

(事)典!百 科/デ ィ レク トリー」が延べ227タ イ トル(利 用企業1社 当 り3.4タ イ ト

ル)が トップであった。次 いで「医 ・薬学/バイオ/化学」が延べ201タ イ トル(同

4.0タ イ トル),以 下 「科学技術/特 許」が延べ160タ イ トル(同1.9タ イ トル),「書

誌/図 書 ・刊行物情報」が延べ108タ イ トル(同2.8タ イ トル),「 地図 ・マッピン

グ/電話番号/住所 コー ド」が延べ98タ イ トル(同2.6タ イ トル)と 続いている。

1社 当た りの平均利用CD・ROM,DVDタ イ トル数は全体で6.6で,前 回調査 に

比べ0.9タ イ トル減少 している。これ を企業規模別 にみると,中 小企業の4 .6タ イ

トル に対 し大企業 は4.5タ イ トル とほとん ど差がない。前回では大企業が中小企業

を平均で2.0タ イ トル上回っていたが,今 回は両者共減少してお りDVDを 対象に

入れた ものの利用企業の割合が伸びただけで タイ トル数の増加には繋が って はい
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ないよ うである。ただ,公 共サー ビスでは今回調査で前回の平均10.1タ イ トルか

ら同12.6タ イ トル とかな り増えているのが注 目される。

科学技術/特 許

辞(事)典/百 科/デ ィレクトリー

医・薬学/バ イオ/化 学

企業 ・財務情報

書誌/図 書・刊行物情報

地図・マッピング/電 話番号/住 所コード

法律・法規・判例/税 ・税務情報

新聞/雑 誌/ニ ュース

統計・人 口

金融/証 券/為 替/市 況情報

経済/ビ ジネス

コンピューター/ソ フトウェア

商品・製品情報

建築・建設

人物情報(Who'sWho)

図表2-28

01020304050(%)

現在 よく利 用 しているCD-ROMデ ータベースの分 野(複 数 回答)

(2)利 用 に関 して不便な点 、

CD-ROM,DVDを 利用す る際に不便だ と感 じる点 については,「 情報の更新頻度

に問題が ある」が57.9%と 最 も多 く,前 回調査に比べ2.8ポ イ ン ト減少 した(図

表2'一.29)。CD・ROM,DVDデ ー タベー スには編集な どの制作工程や流通工程の期

間が あるため更新頻度に難が あるのはやむを得ない面 もあるが,オ ンライ ン ・サー

ビスでの鮮度 の高い情報の入手 に慣 れたユーザー にとってはやは り不便 を感 じる

ので あろう。前 回調査に比べ回答率 に大きな動きがあったのが,「 検索用 ソフ トウ

ェアの不統一」(前 回調査 比6.9ポ イ ン ト増),「 操作が面倒」(前 回調査比8.7ポ イ

ン ト増),「 ハー ドウェアの価格が高い」(同5.4ポ イ ン ト増)で あった。「検索用ソ

フ トウェアの不統一」には個 々のマニュアルなどを参照 しなけれ ばな らな いという

欠点 も含 まれるとみられ,「 操作が面倒」もこれに類す る問題点でもあろ う。 「ハー

ドウェアの価格が高 い」・はDVDの 出現 も若干影響 して いる面 もあろうが,回 答数

自体 は少ないので今回の調査結果だけか ら断定す るのは難 しい。

そ の他の回答 としては,「CD・ROMの 数量が多 く管理が困難である」 「対応す る

サーバーの環境がCD-ROMの 増加 に追 いつかない,容 量不足」 「コンテンツの質

にバ ラツキ」 「検索 システム,機 能 の不備」 「パソコンの発展 によ り将来的にそのま

ま利用可能か どうか心配」 「ネ ッ トワー ク利用に関す る規格,仕 様 の不統一」「ネッ
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トワー ク化 に対す る料金が割高」

いる。

情 報 の更新 頻 度 に問題 がある

検 索用 ソフトウェアが統一 されていない

ソフトウェアに割 高感 がある

必要 な情報 がCD-ROM,DVD化 されて

いない

検 索スピー ドが遅い

操 作 が面倒 である

ハ ー ドウェアの価 格 が高い

ハ ー ドウェアの規 格 が統一 されていない

そ の他

「知 りたい分野の情報がない」な どが挙げ られて

0102030405060

図表2-29CD-ROM,DVDを 利用 していて不便な点(複 数 回 答)

70(%)
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2.9イ ンハ ウス ・デ ー タベ ース

(1)イ ンハ ウス ・データベースの利用状況

イ ンハ ウス ・データベース(企 業内デー タベース)を 「持っている」という回答 は

全体で631社 の うち479社,75.9%で あ り,前 回調査 と比較す ると7 .2ポ イ ン ト

と大幅に増加 した(図表2-30)。 企業規模別では,大 企業が前回調査比10 .0ポ イ

ン ト,中 小企業が同1.0ポ イ ン ト,公 共サービスが同4 .2ポ イ ン トと中小企業がや

や速度は遅いものの,い ずれ も伸びた ことで全体 としてはかな り高い伸び となって

いる。イ ン トラネ ッ トの普及が一段 と進んだ ことが影響 している。

(%)
1999年 度 2000年 度

中小 企 業

(N=107)

大 企 業

(N=355)

公 共 サービス 合 計

(N=126)(N=588)

中 小 企 業

(N=109)

大 企 業

(N二377)

公 共 サービス

(N=145)

合 計

(N=631)

持っている 49.5 74.9 67.5 68.7 50.5 84.9 71.7 75.9

持っていない 50.5 25.1 32.5 31.3 49.5 15.1 28.3 24.1

図表2-30イ ンハ ウス ・データベ ースの保 有状 況

全 体(N=631)

建 設 業(N=36)

石 油 ・化 学 工 業(N=64)

鉄 鋼 ・非 鉄 ・金 属 製 造 業(N=26)

機 械 器 具 製 造 業(N=62)

そ の他 製 造 業(N=63)

商 業(N=33)

金 融 ・保 険 業(N=26)

情 報 処 理 ・情 報 提 供 業(N=89)

新 聞 ・出版 業(N=20)

放 送 ・通 信 業(N=3)

そ の他 対 事 業 所 サ ー ビス(Nニ46)

公 共 サ ー ビス(N=145)

そ の 他(N=18)

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

膠保有している 図保有していない

図表2-31イ ンハ ウス ・データベースの業種 別 保有 状 況
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また,業 種別 に見 てみ る と,イ ンハ ウス ・デー タ ベー ス を持 っ て い る割 合 が 高 い

業種 は 「新 聞 ・出版 業」 「金 融 ・保 険業 」 「石油 ・化学 工 業」 「建 設業 」 「機械 器 具製

造 業 」と続 いて い る(図 表2-31)。 産 業 別 で は,第2次 産業 が78.9%と 第3次 産 業

の76.0%を 上 回 って い るが,前 回調 査 で はそ の差 が5.8ポ イ ン トあ った ものが,

今 回 は2.9ポ イ ン トにまで 縮 ま って い る。

イ ンハ ウス ・デ ー タベー ス の適 用 業務 を 高い順 に見 る と,「 顧 客管 理 」の46.6%

が トップ,次 いで 「販売(営 業)管 理 」の41.1%,「 経 理 ・財 務 管 理」の37.4%,「 人

事 管 理 」 の37.2%,と 続 く(図 表2-32)。 前回調 査 と比 べ る と,「 販 売(営 業)管 理」

が2.9ポ イ ン ト上 げ,公 共サ ー ビス で の5割 近 い 「図書 ・資 料情 報 」の適用 率 が影 響

して 全体 で5位 に上 が って きて い る のが,注 目され る 。

回
答
数

顧客管理 販売(営業)
管理

経理・
財務管理 人事管理

図 書 ・

資料情 報
在庫管理 技術情報

件数 % 件数 % 件数1% 件数 % 件数 % 件数 % 件数 %

中小企業

大企業

公共サービス

53

316

101

34

163

22

64.2

51.6

2L8

33

150

10

62.3

47.5

9.9

20

139

17

37.7

44.0

16.8

14

150

11

26.4

47.5

10.9

15

88

50

28.3

27.8

49.5

22

109

2

41.5

34.5

2.0

14

101

14

26.4

32.0

13.9

建設 業

石 油 ・化 学 工業

鉄鋼・非鉄・金属製品製造業

機械 器 具製 造業

その他製 造 業

30

52

18

49

44

20

16

5

24

19

66.7

30.8

27.8

49.0

43.2

9

22

9

26

28

30.0

42.3

50.0

53.1

63.6

15

18

12

21

16

50.0

34.6

66.7

42.9

36.4

19

17

8

28

17

63.3

32.7

44.4

57.1

38.6

9

20

2

20

14

30.0

38.5

11.1

40.8

3L8

4

21

13

26

19

13.3

40.4

72.2

53.1

43.2

17

23

2

28

21

56.7

44.2

11.1

57.1

47.7

第2次産業合計 193 84 43.5 94 48.7 82 42.5 89 46ユ 65 33.7 83 43.0 91 47.2

商業

金融・保険業

情報処理・情報提供業

新聞・出版業

放送・通信業

その他対事業所サービス

25

22

65

20

2

30

15

21

43

9

2

16

60.0

95.5

66.2

45.0

100.0

53.3

20

5

37

7

2

11

80.0

22.7

56.9

35.0

100.0

36.7

12

8

25

5

2

18

48.0

36.4

38.5

25.0

100.0

60.0

13

11

25

3

2
㎡

14

52.0

50.0

38.5

15.O

lOO.0

46.7

1

2

12

4

1

14

4.0

9.1

18.5

20.0

50.0

46.7

18

3

7

6

0

8

72.0

13.6

10.8

30.0

0.0

26.7

0

0

13

0

0

5

0.0

0.0

20.0

0.0

0.0

16.7

第3次 産業合計 164 106 64.6 82 50.0 70 42.7 68 41.5 34 20.7 42 25.6 18 11.0

公 共サ ービス

そ の他

101

12

22

7

21.8

58.3

10

7

9.9

58.3

17

7

16.8

58.3

11

7

10.9

58.3

50

4

49.5

33.3

2

6

2.0

50.0

14

6

13.9

50.0

合 言十470219466193141117613741753721533261331283129i274

図表2-32イ ンハウス・データベースの主な適用業務(複数 回答)

産 業別 にそれぞれの特徴 を見 てみると,「 顧客管理」では,第3次 産業が64.6%

と第2次 産業の43.5%を 上回ってお り,「在庫管理」「技術情報」では,当 然の こと

なが ら第2次 産業が第3次 産業を大きく上 回っている。

個別業種で見 ると,回 答が2社 の放送 ・通信業 を除いて 「顧客管理」では金融 ・

保 険業が95.5%と 飛びぬ けてお り,全 適用業務の中で も適用率が最 も高 い。次い

で,建 設業(66.7%),情 報処理 ・情報提供業(66.2%),商 業(60.0%)と 続いている。
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「販売(営業)管 理」では商業(80 .0%),そ の他製造業(63.6%),情 報処理 ・情報提供

業(56.9%)が 高 い。「販売(営 業)管 理」 「人事管理」および 「経理 ・財務管理」 にお

いては,第2次 産業 と第3次 産業の差 は小さい。また今回調査で大き く伸びた 「図

書 ・資料情報」では,第2次 産業が第3次 産業 を大きく上回ってお り,そ の差 は13

ポイ ン トに達 している。

これを企業規模別 に見たのが図表2-33で ある。多 くの項 目で大企業の業務の

適用率が 中小企業のそれを上回って いるが,ト ップの 「顧客管理」,2位 の 「販売(営

業)管理」,6位 の 「在庫管理」な どでは,中 小企業の適用率が勝ってお り,こ れ らの

業務では中小企業が検討 して いる様子が見て取れ る。大企業の適用率が中小企業の

それと大 きくかけ離れているのは,「 人事管理」(21.1ポ イ ン ト差),「 販売(営 業)管

理」(14.8ポ イ ン ト差),「 顧客管理」(12.6ポ イ ン ト差),な どであり,企 業規模 に

よ りイ ンハ ウス ・データベースの利用 目的,保 有に違いがあることがわかる。

顧客管理

販売(営 業)管理

経理・財務管理

人専管理

図書・資料情報

在庫管理

技術情報
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図表2-33企 業規模別インハウス・データベースの主な適用業務(複数回答)

イ ンハ ウ ス ・デ ー タ ベ ー ス の利 用 部 門 に つ い て は,「 営 業 部 門 」 で の利 用 が

59.2%で トッ プ,次 いで 「経 理 ・財 務 部 門 」(45.0%),「 総 務 部 門」(42.4%),「 企

画 部 門」(37.8%)「 研 究 部 門 」(36.7%)と 続 き,「 商用 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス の利

用 」で も述 べ た よ うに,「 企 画 部 門」の利用 が イ ンハ ウス デー タベ ー スで も前年 よ り

増 えて きてお り,今 回 「総務 部 門」.を 抜 いて ラン ク を上 げて いる。 これ を企 業規模

別 にみ た のが 図表2-34で あ る。大 企 業 と中小 企業 で 利用 格差 が著 しい の が 「特
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許 部 門」(19.4ポ イ ン ト差),「 研 究部 門」(19.1ポ イ ン ト差),「 調査 部 門」(13.8ポ

イ ン ト差),「 生産 部門 」(13.5ポ イ ン ト差)で,い ずれ も大 企 業 の利 用 率が 大 き く上

回 って い る。今 回調査 で伸 びて い る 「企 画部 門」もそ の差 が9.5ポ イ ン トとや は り

大 企 業が リー ドしてお り,他 部 門 に比 べ比 較的差 が 大 き い。

企画部門

調査部門

研究部門

特許部門

システム開発部門

生産部門

環境部門

営業部門

総務部門

法務部門

経理・財務部門

その他の部門

01020304050607080(%)

図表2-34企 業規模別インハウス・データベースの利用部門(複数回答)

インハウス ・データベースの構築年度について集 計 したものが図表2-35で あ

る。これ を見 ると,イ ンハ ウス ・データベースの構築時期は1998年 が最も多 く,

延べ件数1,397件 の うち13.2%を 占めている。

企業規模別に構築時期の推移を見 ると,大 企業では1990に 一度構築の ピークが

あり,そ の後下火 にな り,1995年 に再び1990年 の水準 にまで回復 した後は順調

に構築が進む という軌跡 を辿 っている。一方,中 小企業でも大企業 と同様に1990

年に構築のピークを迎え,1994年 ～1995年 にかけて急激 に構築気運が高 まり,

1998～1999年 にかけても新たな躍進が見 られ る。
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図表2-35イ ンハウス・データベースの構築年度別割合とその合計

(2)イ ンハ ウス ・デー タベースの格納状況 とアクセス環境

インハ ウス ・デー タベースめ格納状況 については,図 表2-36に 示す とお り,

「RDBMS」 は回答企業368社 の うち81 .3%の 企業が導入済み と回答 している。前

回調査に比べ1.3ポ イン ト増 となってお り,導 入率は トップを維持 している。次 い

で,「 イ ン トラネッ ト」が同14.4ポ イン ト増 の77.7%,「 グループウェア」が同

5.3ポ イン ト増の70.4%と なってお り,導 入が順調に進んでいる ことがわかる。さ

らに,こ の両者は導入予定 までを含めると 「RDBMS」 と肩を並べるまでにな り,,

今後の期待の高 さを感 じさせる。一方,出 現 してか ら久 しい 「データウエアハ ウス」

で は,導 入率が22.4%と 前回調査か ら0.1ポ イン ト減で,足 踏み状態が ここ数年

続 いてお り,本 格的な普及にはまだ遠い。ただ,導 入予定あ りとの回答は5項 目中

景 も高いことか ら,今 後 の伸びが注 目される。

次に,イ ンハ ウス ・デー タベースへのアクセス環境 として使 っている社内通信 シ

ステムについては,「 社内LAN」 が95:9%で トップであった(図表2-37)。 「社内

LAN」 でのアクセス手段 は前回,前 々回調査よ り着実 に増加 し,ほ とんどの回答

企業にお いて社内LANが 整備 されていると見てよい。 「インターネ ッ ト」 も前回

調査比4.3ポ イ ン ト増の80.1%と 急激に伸びてお り,回 答の8割 を超える企業が

利用 している。導入率では 「社内LAN」 「イ ンターネ ッ ト」 についで3位 の 「モ

バイル ・コンピューティング」は,34.9%で 前回調査比5.1ポ イン ト増 とアクセス
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手段の中で最 も伸びてお り,さ らに導入予定 も22.0%と 高 く,両 者 を合 わせ ると5

割以上のユーザーが積極的な意向を示 している。モバイル ・コンピューティングの

高ま りによ り,屋 外か ら携帯情報端末経 由で自社のデータベースにアクセス し,利

用す る形態が既 に普及期に入っていると見てよい。

RDBMS(N=368)

イン トラネ ット(N=394)

グル ー プ ウェア(N=348)

ORDBMS/ODBMS(263)

デ ー タウエア ハ ウス(N=259)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■導入済み 臼導入予定あり ロ導入予定なし

図表2-36イ ンハ ウス・データベースの 格 納状 況

社 内LAN(N=444)

VAN(N=274)

イン タ ー ネ ット(N=391)

エ クス トラネ ット(N=279)

モ バ イル ・コン ピュ ー ティング(N=304)

『
5

6

1

L

・
酬

ト

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■導入済み 日導入予定あり ロ導入予定なし

図 表2-37イ ンハ ウス・デ ータベースのアクセス環境
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(4)EC(電 子商取 引)の 実施 状況

今回は じめて調査 を行 ったEC(電 子商取引)の 実施状況について述べる。設問の

構成は,企 業 同志で行 うEC(BtoB)と,企 業が消費者 を対象に行 うEC(BtoC)の 現

在 の実施,あ るいは実施の意向 を聞いている。

企 業 間EC(BtoB)

中小 企 業(51)

大企 業(281)

全 体(416)

第2次 産 業(167)

第3次 産 業(155)

0%20%40%60%80%

■本格的 に始めている ロ試験的に始 めている ロ近く始める計画がある

田検討している段 階 目近く始 める計画はない

100%

図表2-38企 業間EC(BtoB)の 実施 状 況

対企業の取引であるBtoBを 「本格的 に始めている」と回答 した企業 ・団体 は,全

体では13.0%だ った。 「試験 的に始めている」の12.0%を 合わせると25 .0%で,

日本で もBtoBが 離陸 した といえる。「近 く始 める計画がある」の6.5%ま でを合計

すると31.5%に な る。 「検討 している段階」は29.8%だ った(図 表2-38)。

同様 に図表2-38で 企業規模別 に見 ると,「 本格的に始めている」企業 は大企業

で17.8%,中 小企業では5.9%と かな り両者の間で格差が出ている。さらに,「 試

験的 に始めている」「近 く始める計画がある」 までを含 めたグループを 「BtoBの

推進派」と見れば,そ の割合 は中小企業で19.6%,大 企業で42.4%と なってお り,

や はり大企業の意欲が中小企業に勝って いる。 また 「近 く始める計画はない」 との

ECへ の取 り組みが未だ浅 い回答 は,中 小企業で49 .0%,大 企業で24.2%,全 体

で38.7%と4割 近い企業が挙げ られてお り,今 後の短期的な予想では大企業先行

型の流れにな ると見 られ る。

対消費者の取引であるBtoCを 「本格 的に始 めて いる」と回答 した企業 ・団体は,

全体では7.4%と1割 に満 たない状況で,BtoBの 半分程度である。「試験的 に始め

ている」は11.0%で,実 施率は合計18.4%。 「近 く始 める計画がある」は6 .1%で,

ここまでを合計すると24.5%に なる。 「検討 している段階」は23 .0%で ある(図 表

2-39)。

同 じくこれを図表2-39の 企業規模別 の状況 に目を向けてみると,BtoBの 状況
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よ りも遅れてお り,「本格的に始めている」が中小企業で2.0%,大 企業では10.2%

と格差が大 きい。企業間ECの 場合 と同様 に「試験 的に始 めている」「近 く始める計

画がある」まで を含めた「BtoC推 進派」は中小企業16.3%,大 企業では32.7%と 企

業間ECよ り低 くなって いる。したがってBtoBが 先行 し,あ る程度実績 を上げて

後,BtoCへ の取 り組み も進んで行 くもの と思われ る。

対 消 費 者EC(Bt。C)

中 小 企 業(49)

大 企 業(275)

全 体(408)

第2次 産 業(164)

第3次 産 業(150)

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

■本格的に始めている

田検討している段階

白試験的に始めている 口近く始める計画がある

目近く始める計画はない

図 表2-39対 消費 者EC(BtoC)の 実 施状 況

産業別 に見る と,BtoBで は実施,及 び実施の計画状況 につ いてあまり目立った

差 はないが,BtoCで は,「本格的に始めている」のは第3次 産業が12.7%と 第2次

産業の4.3%を 大 きく上回ってお り,「試験的に始 めている」「近 く始める計画が あ

る」まで を入れて も第3次 産業は13ポ イ ン ト近 く第2次 産業 を引き離 して いる。

BtoB,BtoCの 比較的進 んでいる(本格的に始めて いる)と 見 られ る業種 は,BtoB

で は機械器具製造業(34.1%),商 業(28.0%)が 挙げられ,BtoCで は商業(29.2%),

新 聞 ・出版業(20.0%)な どが挙 げられ る。

ECで は 自社で構築 したいわゆるイ ンハ ウス ・データベースを如何 に有効 に利用

す るかが問われ,特 にBtoCで の消費者に対するワン トゥワン ・マーケティングや

デー タマイニ ングの手法を駆使 できる顧客データベースの整備が決め手 とな るだ

けに,今 後ECの 普及が新たなインハウス ・データベースの発展を促す ことが予想

され よう。
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3.デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス の 現 状

要 約

この調査 は,2000年10月 に 「平成11年 度データベース台帳総 覧」の収録企業等

189社 を対象 として,1999年 度における商用データベースの提供実績 などについて

ア ンケー ト方式で実施 し,有 効回答 は108社(回 収率57.1%)で あった。

本章では,デ ータベースサービスに関連 した事業者 を対象とした 「データベース ・

サー ビス実態調査(ベ ンダー編)」 の集計結果をもとに,デ ータベース ・サー ビスの

提供状況 と今後 の動向について概説 した。

回答企業108社 の半数以上は現在主力業務ではない としなが らも,将 来は半数以

上が主力業務 としてい く意向がある。データベースの売上高の9割 以上は国産製で

占め られ,海 外製データベースは需要が落ちてきて いる。業界全体では景気 回復の

遅れのためか概 して売 り上げの伸びが低い。デー タベースの提供 を媒体別に見 ると

「オ ンライ ン」が首位であるが,「 イ ンターネ ット」が急追 してお り,遠 か らず逆転

す ると見 られ る。期待 されるメディアではイ ンターネ ッ ト関連 の携帯型 メディアで

個人向けに提供できる ものや,コ ンテ ンツも生活,レ ジャー,娯 楽面の内容が増え

て きている。厳 しい経営環境下で信頼性の高 い,安 価 な公的デー タを取 り入れ,コ

ス トの削減 を図 り,ま た 「画像,映 像」等 の新たなデータベースの提供 に期待 をか

ける事業者の苦心が随所 に表れている。

3.1デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス事 業者 の属 性

(1)業 種

今 回の調査 によれ ば,デ ータベース ・サー ビス事業者の一般的業種 は,「 情報処

理 ・情報提供業」が43.5%,次 いで 「公共サー ビス」が24.1%で あった。「公共サ

ー ビス」には
,調 査 ・研究機関等 も含 まれ る。ほかには,新 聞 ・出版業,シ ンクタ

ンクや広告な どの対事業所サー ビス業な どが続 いている。数値的には少ないが,商

業,そ の他製造業,放 送 ・通信分野な どの企業か ら回答が得 られた ことか らも,さ

まざまな業種がデータベース ・サー ビス業に参入 していることがわかる(図 表3-

1)。
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放 送 ・通 信 業2件(1.9%)石 油 化 学 工 業

そ の他 製 造 業

2件(1.9%)

商 業3件(2.8%

そ の他 対 事 業 所 サ ー ビス

9件(8.3%)

乏

1件(0.9%)そ の 他3件(2.8%)

彩;情 報 処 理 ・,

回 答 件 数 情 報 提 供 業t・t

15件(13.,%)ダ;108社47件(43・5%)

公 共 サ ー ビ ス

宏26件(24.1%)、 、、×パ
.〆 、

(注1):「 そ の他 製 造 業 」は 、食 品 工 業 、繊 維 ・紙 ・パ ル プ 業 、ガ ラス ・土 石 製 品 、印刷 業 、その他 製 造 業 を含 む 。

(注2):「 商 業 」は 、卸 業 、商社 業 、小 売 業 、飲 食 業 を含 む 。

(注3):「 そ の他 対 事 業 所 サ ー ビスは 、不 動 産 、運 輸 ・倉 庫 、電 力 ・ガス 、シ ンクタンク、広 告 、そ の他 サ ービス業 を含 む。

図 表3-1回 答 企 業 の 業 種 分 布

(2)サ ービス業態

データベース ・サー ビスの業態 には,以 下のよ うな様々な形態がある。

①データベースを作成す るプ ロデ ューサー

②データベースの流通を担 うディス トリビューター

③顧客の要請に応 じてデー タベース を検索 し,情 報を提供す る代行検索業(イ ン

フォメーション ・ブ ローカー)

④ プロデューサーやデ ィス トリビューターの権利業務や販売業務 を代行す る代

理店

⑤他のディス トリビュー ターのホス トに接続 して広範 なデータベー スへのアク

セスを提供す るゲー トウェイ

データベース ・サービス企業 には,こ うした多様な業態の1つ を専 門的に行 う

専業社 と複数の業態を行 う兼業社がある。

回答108社 の業態分布をみると,最 も多いのは,「 プロデューサー」で30.6%,

次いで 「プロデューサー兼ディス トリビューター」で18.5%と なって いる(図 表

3-2)。 「プロデューサー兼デ ィス トリビューター」とい う兼業形態が多 いのは,

わが国データベース業の特色で もある。次いで,「 代行検索業」の13.0%と なって

いる。

なお,専 業/兼 業を含めて重複カ ウン トすると,① プロデューサー75社,② デ
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イ ス トリピュー ター47社,③ 代行検 索 業28社,④ 代 理店19社,⑤ ゲ ー トウェイ

7社 とな る。な お今 回 よ り業態 に加 え た 「イ ンター ネ ッ トプ ロバイ ダー」は5社 で あ

った 。

菰 誌ブ 確 論＼
兼 代 行 検 索 業

3件(2.8%)

プ篇嚥 兼 蕊 命
3件(2.8%)

代 理 店4件(3.7%)

回 答 件 数プ
ロデ ューサ ー 兼108社

テ㌦ス トリビュー ター

兼 代 理 店5件(4.6%)

代 行 検 索 業

14件(13.0%)

/鱗:

パ フ ロァ ユーサー兼 ・

デ ィストリビューター

20件(18.5%)

図表3-2回 答企業のサービス業態分布

(3)そ の他(資 本金,年 商,従 業員)

回答企業の資本金規模分布は,最 も多いのが 「5,000万 円以上5億 円未満」の

44.4%で ある。次 いで,「5,000万 円未満」の24.1%で あ り,両 者を合わせると約

7割 を占める(図 表3-3)

回答企業の年商規模では,「10億 円以上50億 円未満」が27.8%,以 下,「100

億円以上500億 円未満」(20.4%),「1億 円以上5億 円未満」(13.0%),と 続き,

この3ク ラスで全体の6割 強を占める(図 表3-4)。

なお,こ こで いう年商規模 とは,回 答企業の主業務 を含む総売上高であり,デ ー

タベースその ものの売上高ではない。

回答企業の従 業員規模分布 をみると,「20人 以上50人 未満」が17.6%,「50人

以 上100人 未満」が16.7%,「300人 以上1,000人 未満」が15.7%と 続 いているが,

「5000人 以上1万 人未満」と「5人未満」の構成比がひとけた台である以外は10%

台 で,従 業員規模 による構成比分布は均一的であるといえる(図 表3-5)。 すな

わ ち,大 企業や中小企業など多様な従業員規模の企 業がデータベース業 に参入 して

いることがわか る。
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20億 円以 上

50億 円未 満

5件(4.6%)

嚢 その他

5億 円以 上

20億 円未 満

10件(9.3%)

・鑓

,5,000万 円未 満 ㌶蜜W
26件(24・1%)緊 緊 ・

(注)非 営利法人においては、基金、出資金等

図表3-3回 答企業の資本金分布

500億 円以 上

1,000億 円未 満

3件(2.8%)

50億 円以 上

100億 円未 満

3件(2.8%)

1,000億 円 以 上

5,000億 円未 満

4件(3.7%)

(注)銀行・証券は営業収益、
保険は正味保険料収入、
非営利法人においては
年間事業費、歳入額等。

5,000億 円 以 上

2件(1.9%)

鍮

'10億 円 以 上'

50億 円 未 満 、

30件(27.8%)

1億 円未 満

10件(9.3%)
回答件数
108社

図表3-4回 答企業の年商規模分布
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5000人 以 上1万 人未 満

1件(0.9%)

無 回 答

1件(0.9%)

該'5人 未 満
9件

(8.3%)

1000人 以 上llitX

5000人 未 満 〃

14件(13.0%)ξi';

(注)学校の場合は常勤教員数、
官庁の場合は関係庁部署
の定員数。

響

20人 以 上

ヌ1罐 巖)縷轡

回答件数
108社

た 灘 糠 、'

饗識ま纏

図表3-5回 答企業の従業員数分布
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3.2デ ータベ ース ・サ ー ビス の位 置 づ け

兼業が多 いデータベース ・サー ビス業者 に自社 にお けるデータベース ・サー ビス業

務の位置づけを質問した。 「現在 主力ビジネス と考 えている」 と回答 したベ ンダー は

41.9%で ある(図 表3-6)。 一方,「 将来主力ビジネスと考 えている」と回答 したベ

ンダーは53.3%と,現 在 に比べて上昇が見込 まれてお り,前 回の調査(1999年10

月)に おいては,現 在41.2%,将 来52.1%と 現在を主力 とする見方がわずかに上が

った ものの,ほ とん ど前回調査 と変わ りな く,近 年の傾向 としてはやや減少気味であ

る。これ らの要因として,社 会 ・経済的 に明るい見通 しが立て にくい状況 によるもの

か,あ るいはデータベース ・サー ビス業そのものに起 因するのかは判断 し難いが,経

年的に見てマイン ド自体が通商産業省が2000年12月 に発表 した 「特定サービス産

業実態調査 ・情報サー ビス編(特 サ ビ実態調査)」 で参入企業が減少 したこともデー

タベース ・サービス業の経営環境が厳 しくなってきているとの見方 もできよう。

現 在

今 回 調 査(N=105>

前回 調 査(N=108)

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

図主力ビジネスと考えている ■主力ビジネスとは考えていない 口その他

将 来

今 回 調 査(N=105)

前回 調 査(N=108)

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

図表3-6デ ータ ベ ース ・サ ー ビスの 位置 づ け

業 態別 に これ らの位 置づ けの意 識 を見 て み る と,「 現 在主 力 ビジネ ス」 とい う回答

は,プ ロデ ューサ ー が トップで35.5%,将 来 も51.6%と 増加 して い る(図 表3-7)。

プ ロデ ューサ ー兼 デ ィス トリビュー ター にお いて は現在 が25.0%で,将 来 が40.0%

とプ ロデ ューサ ー と同様 に大 き く増 加 して い る。代 行検 索 業 にお いて は,現 在,将 来

共21.4%と 変わ らず,先 行 き に期 待 感 を持 って いな いよ うで あ る。

また,業 態 系統別(そ れ 自体 の業 態 の み,も しくは他 業態 との兼 業 を含 め た複合 業

態 別)に つ いて 見て み る と,「 主 力 ビジネス 」 と考 え る回答 は プ ロデ ュー サ ー系(現

在39.7%→ 将 来54.8%),デ ィス トリ ビュ ー ター系(現 在50.0%→ 将 来63.0%)に
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おいて高い将来見通 しをしている一方,代 行検索業系(現在46 .4%→ 将来46.4%)が

横 ばいの状況 を示 して いる。このよ うに,デ ータベース業 に対す る将来見通 しは業態

によってかな りの意識の相違が見 られる。

魎
プ ロデ ュー サ ー(N=31)

プロデューサー兼 デ ィストリビューター(N=20)

代 行 検 索 業(N=14)

画
プ ロデ ュ ー サ ー(N=31)

プ ロデ ューサー兼 ディストリビューター(N=20)

代 行 検 索 業(N=14)

(注)業 態別 上位3種 の み 図示0% 20% 40% 60% 80%

0.0

100%

囚主力ビジネスと考える 田主力ビジネスではない ロその他

図表3-7現 在 ・将来のデータベース ・サー ビスの位置づけ
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3.3デ ー タベ ース ・サ ー ビスの 売 上 高

データベース業の売上高に関する公式統計資料 としては,「 特サ ビ実態調査」の中

にカテゴライズされて いる。それによると1999年 のわが国のデー タベース ・サービ

ス業の売上高は2683億 円(対 前年比7.8%減)で あった。

ここでは,上 記統計による実数 の売上高 とは別の観点か ら,デ ータベース ・サービ

ス業の動向と今後5年 間の展望 とを分析 してみたい。視点 として は,次 に挙げる6項

目である。

① 回答企業の総売上高 に占めるデータベース ・サー ビス売 り上げ割合

② データベース売上高の国産データベースと海外データベースの売上高比率

③ データベース提供方法別の売上高比率(オ ンライ ン,イ ンター ネッ ト,CD・ROM,

MO・DVD,MT,そ の他)

④データベース売上高の対前年比伸び率

⑤今後5年 間のデータベース売上高年間平均伸び率予測(企 業 レベル)

⑥今後5年 間のデータベース売上高年間平均伸び率予測(業 界 レベル)

(1)総 売上高に占めるデータベース売上高

前項の主力 ビジネスか どうかを問 う設 問がデータベース事業者 にとっての主観

的な事業性 ・将来性 を測る指標 とすれば,こ の売上高比率 はよ りそ の客観的な現状

を示す重要な指標 となる。

'

全 体(N=78)

(平均 値:23.6%)

プ ロデ ュー サ ー(N=19)

(平 均 値:24.3%)

プロデ ューサー兼

デ ィストリビューター(N=18)

(平均 値:11.8%)

代 行 検 索 業(N=8)

(平 均 値:16.0%)

0% 20% 40% 60% 80%

26

100%

固1%未 満 囲1%～5%□5%～10%ロ10%～15%国15%～50%M50%～70%翅70%～90%ロ90%以 上

図表3-8総 売上高に占めるデータベースの売上高比率分布

図表3-8に 示す とお り,総 売 上高 に対 す る割 合 平 均 は23.6%で あ り,前 回調

査 よ り2.8ポ イ ン トマ イ ナ ス とな った。売 上高比 率 の社 数 の分 布 を見 る と,最 も多

いの は 「1%未 満 」 の28.2%,以 下 「15～50%」 の23.1%,「5～10%」 の15.4%,
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「50～70%」 の11.5%,「1～5%」 の7.7%と 続 いて い る。10%未 満 の 合 計 は,51.3%

とな り前 回 調査 よ り2.5ポ イ ン ト増 加 と売 上構成 の 面か ら もデ ー タベ ー ス ・サ ー ビ

ス事 業 が主 力 業務 か ら離 れ る傾 向が見 て取 れ る。

業 態 別 に社 数 の構 成 比 を見 る と,プ ロデ ューサ ー の売 上 高比 率 の うち,10%未

満 の構 成 比が 例年 よ りもそ の比率 を下 げて いるが52.6%と5割 以 上 を 占めて いる。

ま た,プ ロデ ュー サ ー兼 デ ィス トリ ビュー ター にお いて も,10%未 満 の構成 比 が

前 年 の57.9%か ら72.2%に 達 して い る こと も全体 の 比率 の低 下 に影 響 して いる。

(2)デ ータベース売上高の国産 と海外 の比率

データベース売上高に占める国産データベースの売上高比率は,89.9%と 前回調

査(87.8%)と 比べてやや上昇 している(図 表3-9)。 海外データベースの平均

は10.1%で あるが,そ の売上高比率 も10%未 満のベ ンダーが79.8%と 偏 りも大き

く,限 られたベンダー における売 り上げが多いといえる。1988年 に調査を開始 し

て以来,国 産の売上高比率はほとん ど85%以 上を維持 してお り,「デー タベース台

帳総覧」の収録企業各社 にとって国産データベースが売上高の主力であることに変

わ りはない。海外製の需要がやや後退気味なのに対 して,国 産デー タベースの需要

は緩やかではあるが伸長 してお り,サ ービス ・メニュー次第で潜在需要はまだ多 い

といえる。'

業態別に国産の売上の割合を見 ると,プ ロデューサーの100%は 当然 として,プ

ロデューサー兼ディス トリビューターで98.6%(前 回調査99.3%),代 行検索業で

84.0%(同73.1%)と なっている。

全 体(N=94)

プ ロデ ュー サ ー(N=27)

プロデ ューサー兼

デ ィストリビューター(N=18)

代 行 検 索 業(N=11)

0% 20% 40% 60% 80%

1.4

100%

ロ国産データベース 昭海外データベース

図表3-9デ ータベースの売上高構成比(国 産・海外)

一51一



(3)デ ータベースの提供方法別売上高比率

ここでは,デ ータベースの提供方法別に売上高の割合 について見てみる。前回の

提供方法の区分 は,① オンライ ン②イ ンターネ ッ ト③CD-ROM④MT・MO・DVD

な ど⑤その他の5区 分であったが,今 回調査 よ りモバイル コンピューテ ィングの

普及を受けて 「インターネ ッ ト」を 「パ ソコン向け」 と 「携帯電話,PDA向 け」 に

分け,ま た 「MT・MO・DVD」 を 「MO・DVD」 と 「MT」 に分離 させて調査 ・

集計 している。

図表3-10に 示す とお り,国 産/海 外デー タベース共例年 どお りオンライ ンが

トップとなってお り,国 産デー タベース につ いて は,数 年前まで50%前 後で推移

していたものが 「イ ンターネ ット」の出現 によって,今 回は26 .4%と 前年の32.1%

に比べ大幅 にダウンし,イ ンターネ ッ トは 「パソコン向け」 と 「携帯電話 ,PDA

向け」を合わせると前年の17.3%か ら5.9ポ イ ン ト増の232%と オンライ ンに肉

薄するまでに伸びている。一方,「CD・ROM」 では前回調査に比べ0.3ポ イ ン ト増

の212%と ほとんど変わ らず,か つてのような大 きな伸長は見 られないが ,20%

台は維持 している。また,MO・DVDは5.1%で 今回分離 させたMTと 合わせても

8.2%と 前年の12.1%を 下回っている。

海外データベースにおいて は,例 年,国 産 よ りもオ ンライ ン比率が高かったが,

今回は36.3%と 前回調査 の42.2%よ り大きく減少 し,代 わって国産 と同様にイ ン

ターネ ッ トが31.2%と 大 きく伸びてきている。 前回まで増加傾向にあ ったCD-

ROM,MO・DVDな どは今回調査では減少に転 じ,イ ンターネッ トの増加分 に回

って しまった と見 られる。

国 産 デ ー タベ ース(N=76)

海 外 デ ー タベ ース(N=20)

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

圏オ ンライン

ロインターネット(携i帯電 話,PDA向 け)

■MO,DVD

田その他

ロ インターネット(ハ.ソコン向 け)

NCD-ROM

目MT

図表3-10提 供方法別のデータベース売上高比率
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(4)デ ータベース売上高の対前年比伸び率

今 回調査 の回答83社 にお けるデー タベース売上高の対 前年比伸び率の平均 は

8.3%で あった(図 表3-11)。 前回調査の12.2%よ りさらに減少 し,前 々回か ら2

年続 けて下がって いるのは,い まだ景気の回復が思わ しくない ことの影響もあると

見 られよう。対 前年比伸び率が 「減少」したベンダーの割合は前回調査よ りもわず

かに減少(21.3%→20.5%)し た ものの,10%以 上の2桁(け た)成 長 となったベン

ダーの割合が前回 に引き続いて減少(39.8%→33.8%)し た ことが売上高伸び率 を

押 し下げている大 きな要 因となっている。

回答社数が10社 以上の業態 について伸び率を見 ると,プ ロデ ューサーが10.0%

(前 回20.7%),プ ロデューサー兼デ ィス トリビューターが7.2%(同5.3%),代

行検索業は減収で,-8.2%(同 一6.8%)と な り,プ ロデューサー,代 行検索業 は

前回調査 よ りダウンして いる。

全 体(N=83)

(平 均 値:8.3%)

プ ロデ ュー サ ー(N;23)

(平 均 値:10.0%)

プロデューサー兼 ディストリビューター(Nニ20)

(平 均 値:7.2%)

代 行 検 索 業(N=10)

(平 均 値:-8.2%)

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

■減少 日変化なし ロ10%未 満Z20%未 満 日30%未 満

ロ40%未 満 日50%未 満 田60%未 満 ■60%以 上

図表3-11デ 』タベース売上高の対前年比伸び率分布

(5)今 後5年 間のデータベース売上高年間平均伸び率予測(自 社 レベル)

自社 における今後5年 間のデータベースの売上高が どの くらい 伸び るかを予測

しても らった ところ,回 答82社 の平均は年率8.5%で あった(図 表3-12)。 これ

は前回よ り7ポ イ ン トもの大幅減 となってお り,こ れ までのよ うに不況下 におい

て も高い成長を期待する ことが難 しくなってきてお り,今後の見通 しに不安感 を抱

くベンダーが多 くなってきた といえる。

平均伸び率の分布 を見 ると,「10%未 満」の安定的な成長 を見込んでいるベ ンダ

ーが35 .4%と1/3強 を占め最 も多いが,「 減少」「変化な し」を除いた 「成長」する

と回答 したベ ンダーの割合は69.5%と 前回調査の69.1%と ほぼ同 じで,全 体的に
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は依然 として続 く経済環境の厳 しさの中でデータベース事 業の飛躍的な伸びが期

待 出来な い状況 にあるといえる。業態別 に見 る と,プ ロデューサー は 「成長」が

52.2%(前 回調査70.3%),プ ロデューサー兼デ ィス トリビュー ターは78 .9%(同

54.6%),代 行検索業 に至 っては28 .5%(同54.6%)と なってお り,特 に代行検 索業は

事業を続ける企業 も減 ってきてお り,き わめて悲観的な見通 しをたてて いる。イ ン

ターネッ トか らのデー タベースへのアクセスが一般的 になって きたことや,エ ン ド

ユーザーコンピューテ ィングによる利用形態の変化 ,ま た経費節減 による外部への

支出の抑制な どによ り,ベ ンダーにとって今後 ます ます事業環 境は厳 しくなる こと

が予想される。

全 体(N=82)

(平 均 値:8.5%)

プ ロデ ュー サ ー(N=23)

(平 均 値:1.7%)

プロデ ューサー兼 デ ィストリビュー

ター(N=19)

(平 均 値:12.1%)

代 行 検 索 業(N=7)

(平 均 値:-1.1%)

0%20%40%60%80%

■減 少 回変 化 なし ロ10%未 満 ■20%未 満 日30%未 満

団40%未 満 団50%未 満 田60%未 満 ■60%以 上

2.4

100%

図 表3-12今 後5年 間 のデ 一夕ベー・一ース売 上 高年 間伸 び率 予測 分 布(自 社 レベ ル)

(6)今 後5年 間のデータベース売上高年間平均伸び率予測(業 界 レベル)

ここでは,業 界全体の売上高の予測を回答 しても らった。76社 の回答の平均は

13.4%で あ り,前 回調査 と比較 して8.2ポ イン ト減 っている(図 表3-13)。

業態別 に見ると,プ ロデューサーが9.8%,プ ロデューサ ー兼ディス トリビュー

ターが16.0%,代 行検索業が6.0%で,代 行検索業(専 業)の 回答が6件 とかな り

減少 してお り,例 年の数値よ り誤差が大 きくなっている と思われる。前項の 自社 レ

ベルの場合 と同様 に「減少」「変化な し」を除いた 「成長」回答 の割合 につ いて前回 と

今回の調査結果 を比較 して見 ると,プ ロデ ューサーが90.8%→87.5%,プ ロデュ

ーサー兼ディス トリビュー ターが85
.0%→94.1%,代 行検索業72.8%→66.7%と

なってお り,プ ロデューサー兼ディス トリビューターのみ前年よ り増えているのに

対 し,プ ロデューサー,代 行検 索業 はダウンし,専 業ベンダーの予測が厳 しい状況

のようである。
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全 体(N;76)

(平 均 値:13.4%)

プ ロデ ュー サ ー(N=24)

(平 均 値:9.8%)

プロデ ューサー兼 ディストリビューター(N=17)

(平 均 値:16.0%)

代 行 検 索 業(N=6)

(平 均 値:6.0%)

0% 20% 40% 60% 80%

2.6

100%

■減少

皿40%未 満

日変 化なし ロ10%未 満

日50%未 満 田60%未 満

Z20%未 満

■70%未 満

日30%未 満

N70%以 上

図表3-13今 後5年 間のデータベース売上高の年間伸び率予測分布(業界レベル)
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3.4期 待 す るメ デ ィア

(1)期 待するメディア

今後最 も成長が見込 まれるデータベース の提供メデ ィアは,ほ ぼ普及期が過 ぎた

「イ ンターネ ッ ト」で あ り,今 回調査 においては10ポ イ ン トほ ど下降 し,85.4%

となっているが,2位 以下 を大 きく離 しての トップであることには変わ りな く,依

然として高い期待が寄せ られている(図 表3-14)。 なお前回調査 まで 「今後5年

間」という予測の期間に範囲 を設けて回答 しても らっていたが,今 回調査で はその

条件を外 し,将 来 の実現時期 につ いてやや曖昧さを残 し,回 答者のよ りフリーな予

想 を期待 した設問に変 えている。したが って前回調査の分布 と今回調査 のそれ とを

比較する ことは難 しい。 また選択肢のメデ ィア項 目の入れ替えも行 ってお り,「 個

人向け携帯型情報機器」 は 「携帯電話」 と 「モバイル コンピューター,PDA」 に

分 け,「 デジタル放送」「カーナ ビゲーシ ョン利用 のサー ビス」を新た に加え,「 パ

ソコン通信 によるデー タベース利用」及び 「新たに登場するパ ッケージ媒体」を削

除している。2位,3位 に挙げ られたのは 「携帯電話」「モバイル コンピュ一 夕ー,

PDA」 で,い ずれも「イ ンターネ ッ ト」利用のためのツールの色彩が濃 く,上 位3

位 までインターネ ッ ト関連 メディアと見てよい。新規調査対象メディアの 「デジタ

ル放送」は18.4%で4位,同 じく 「カーナ ビゲー ション利用 のサー ビス」は6 .8%

で10位 となってお り,「デ ジタル放送」は2000年12月 か ら放送を開始 してお り,

本調査期間がその直前であったため話題が先行 した部分 も多分 にあると思われる。

インターネ ット

携 帯 電 話

モバ イル コンピュー タ,PDA

デ ジタル 放 送

CD-ROM

光 磁 気 デ ィスク、DVD

現 行 のオンライン・データベ ース・サービス

CATV利 用 のサ ー ビス

衛 星 通 信 利 用 のサ ー ビス

カ ーナ ビゲ ー ション利 用 のサ ー ビス

FAXサ ー ビス

.4

0102030405060708090(%)

図表3--14今 後 最 も成長 が期 待され るメディア(N=103:複 数 回答)

オフライ ン系メディアの 「CD-ROM」 「光磁気ディスク(MO),DVD」 は 「携帯電

話」が上位 に入った影響で前回調査か ら見れ ば5,6位 と順位 を下 げているが,オ

フライン系の大容量記憶媒体 と して両者 を同一カテゴ リー と見れば依然 として有
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望 なメデ ィアであることは間違いない。 「携帯電話」 「モバイル コンピュ一夕ー,

PDA」 といったいわ ゆる個 人向け,あ るいは消費者向けが主流のメディアへの期

待 が高 まっていることか ら,ベ ンダーは「ネッ ト接続可能なモバイル機器」を主体

に個 人向けのサー ビスに焦点 をあて始めているようだ。

(2)今 後,有 望な提供データタイ プ

今後のデータベース ・サー ビスで有望 と思われるサー ビス内容 については,回 答

が30社 あ り,そ のうちの26社 に具体的なデータのタイプ とコンテンツの記述が

寄せ られた。データタイプとしては延べ48件 挙が ってお り,そ の うち最 も多かっ

たのは 「文字 デー タ」(33.3%)で,以 下 「画像」(29.2%),「 マルチ メディア」

(20.8%),「 数値データ」(14.6%)の 順であった。

データタイプ別 にそれぞれ具体的な内容を見ると,文 字データ としては 「政府 の

統 計・各種資料 ・報告書」 「企業情報」 「商品 ・新製品情報」 「新 聞記事」「技術論文 ・

文献情報」 「百科事典」「特許」「消費者情報」 「電話帳」 「スポーツ,生 活情報」,画

像 データ としては 「商品 ・新製品情報」「テ レビ番組,ビ デオ」「スポーツ情報」 「CM

情報」 「実験 ・研究データ」 「地図」 「写真集」,マルチメディアデー タとしては 「テ

レビ ・映画番組,CM情 報」 「ゲーム」「音楽」「報道写真」 「金融商品紹介」「教育」

「生活 レジャー情報」,数 値データとしては 「政府各種統計デー タ」 「商品 ・製品デ

ータ」 「企業情報,資 産管理情報」な どが挙げられている。全体 的に画像,マ ルチ

メディアにTV,映 画,CM,ス ポーツなど個人向 け生活,ま たは レジャー関係の

コンテ ンツが各 々のメデ ィアの特性 を生か して挙げ られ る傾向がある。
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3.5デ ー タベ ー スの流 通

デー タベースの流通(デ ィス トリビュー ション)方 法 は,プ ロデューサーが構築 ・

流通を一貫 して行 う場合 と,流 通 を他社 に依頼する場合 とがある。前者の場合が業態

で いう 「プロデューサー兼ディス トリビュー ター」である。

今回,回 答のあったプロデューサー71社 のうち,88.7%が 「自社でサー ビス(提

供)し ている」企業で,残 りの11。3%は 自分の ところで はサー ビスせず,「 他社に依

頼」して いる ことになる。また 「自社でサー ビス し,他 社 にも依頼」する企業の比率

は28.2%で あった。 この数値か らもわかる とお り,わ が国では多 くのプロデューサ

ーがディス トリビューターも兼ねている傾向が高い
。

他社に依頼 している場合の平均提供依頼社数 は5.0社 と,前 回調査(4.0社)よ り

も平均で1社 増えている。 これを分布で見てみると,前 回調査で1位 の 「5社 以上

10社 未満」に代わって 「1社」に依頼 しているという回答が最 も多 く25.9%と なって

いるが,「20社 以上」 という回答 も3.7%あ ったため全体 の平均を上げる結果 となっ

た(図 表3-15)。

社
上

20
以

3.7

(提供依頼社数 平均:5.0社)

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

図表3-15プ ロデューサ ー が依頼 しているディス トリビューター 数(N=27)
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3.6デ ー タベ ー ス構 築 上の 問題

プ ロデ ューサ ー に対 してデータベー スを構築する上での問題点につ いて回答 して

もらった ところ,図 表3-16に 示す とお り,コ ス トにかかわる問題意識が高 く,前

回調査 と同 じく上位4位 まで をコス ト問題が 占めている。ただ前回 と比べて 「収支が

見通せな い」 「初期投資の回収が困難」の2項 については若干減少しているのは前述

したよ うに,デ ー タベースの売上高が前年に比べて伸びが低 く,特 にプロデューサー

の経営環境が厳 し くなっている状況か ら,新規 のデータベース構築の計画そのものが

あまり検討されて いないのではないかという予想 も出来る。したが って現在サー ビス

しているデータベースのコス トに係わる 「入力コス ト」 「維持コス ト」の問題がよ り

切実に感 じられ るようで ある。 「セキ ュリティー対策への不安」は今回は減少 したが,

世間のコンピュー ター・ウイルス被害の増加や不正アクセスによる侵入事件が頻発 し

て いる現状を考 えると,減 少の結果 にはほかの要因が含 まれていると見 られ,今 回の

結果だけでは判断できないと思われる。

前回調査 よ り増加が著 しか ったのはプログラマーの 「人材不足」で前 々回調査か ら

増加 してお り,人 的資源の確保 も企業にとっては 「コス ト」とともに重要な課題 とい

える。

入力 コスト高

維 持 コスト高

収支が見通せない

初期投資の回収が困難

プログラマー の不 足

セキュリティー対策 へ の不 安

国の助成が不足

インデ クサ ー不 足

標準化の検討不足

良いソフトの不 足

その他

0102030405060708090100(%)

図表3-16デ ータベース構築上の問題意識(複数回答)
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3.7公 的デ ー タの活 用

政府などの公的機関が作成,公 表 している統 計情報および文献資料(白 書,審 議会

答 申,法 令集 など)は,信 頼性 も高 く,重 要 な情報源 となって いる。これ ら公的デー

タをソースデータ として 「利用 して いる」 プロデ ューサー は,回 答 のあった74社 の

うち59.5%で あった。 これを業態別 に見る と,プ ロデューサー兼ディス トリビュー

ターでは19社 の回答のうち,「 利用 している」が63 .2%で あるのに対 し,プ ロデュ

ーサー専業33社 の回答は54
.5%と やや低 くな って いる。

利用 して いる理由の分布 を見 ると,前 回調査の順位 とほぼ同様であるが,ト ップの

「データに信頼性が ある」(50 .0%)は 前回よ りかな りポイ ン トを下 げてお り,今 回

増加 した2,3位 の 「調査対象の規模な ど,独 自調査ではとて も把握できな いデータで

ある」「毎年 あるいは一定期間 ごとに更新 される」との差が縮 まっている。(図 表3-

17)。 「ニーズが高い」は 「デー タに信頼性がある」と共に今回調査で は回答率が減少

した項 目で,そ の幅もかな り大 きい。代わ って今回最 も伸びた項 目が 「使用料金が安

い」で,イ ンターネ ットによる公的デー タの無料提供や,公 的機関の情報公開の流れ

が浸透 しつつある ことな どを裏付けるもので あろうか。

「その他」の具体的な記述 としては,「 更新が早い」「カバ レッジが高 い」 「唯一の

データソース」 「公的データ入手の他によい方法がない」な どが挙が ってお り,こ れ

らは,選 択肢にある項 目と関連が深い もので,公 的データの有用性 は十分認識 されて

いると見てよい。

信頼性がある

独自把握が困難

定期更新される

ニー ズが 高 い

使用料金が安い

その他

50.0
.

潔職撚 れ ・ぷ 渓 穣'　 '・べ.診 雀1燈 影;,w転 、 〆議165. )

42.9

'…'　 37
.5

←

40.5
　 　 　 　 .　 i35

・0

28.6
　　

37.5‥

■■ ■■ ■ ■ ■ ■23・8

顔癒110.0

オ

28.6

濠1

15.O
IlI

■今 回調 査(N=42)

ロ前 回調 査(N=40)
`F

01020304050 60 70(%)

図表3-17公 的データを利用する理 由(複数回答)

どのような公的データを利用 しているか については,文 字データでは,「官報」「政
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府 白書,委 員会,審 議会資料」(26.2%)が 同率で並び,政 府関係のデー タが重要視

されているのは変わ らない。次いで 「特許情報」が挙が り,ニ ーズの高 さを表わ して

いる。なお今回調査では 「地方公共団体資料」を取 り入れ ているが,19.0%と 地方の

公的なデータのニーズ も高 いことが見て取れ る(図 表3-18)。 また,数 値データと

しては,図 表3-19に 示す ように 「人 口 ・雇用 ・労働」(31.0%)が 前回1位 の 「産

業一般」に代 わって最 も高いが,前 々回はこの逆であ り,両 者のニーズの差 はほ とん

どないといえる。 「企業関連」 「国民経済 ・景気 ・金融」は同率で23.8%と 今回も高

率を維持 して いる。

官報

政府 白書,委員会,審議会資料

特許情報

政府記者発表資料

地方公共団体資料

都市計画データ

判例集など

その他

051015202530(%)

図表3-18現 在 利用 している公的 データ[文字デ ータ](N=42:複 数 回答)

人口・雇用・労働

産業一般

企業関連 、

国民経済・景気・金融

国際収支・貿易

その他

05101520253035(%)

図 表3-19現 在 利用 している公 的データ[数値 データ](N=42:複 数 回答)

現在 は利用 して いないが,今 後利用 したい というベンダー の回答 につ いては,文 字

データで は今 回新たに取 り上げた 「地方公共 団体資料」が47.6%と 半数近 くの回答

率 を示 して トップにきてお り,新 たな地方のデータに対する今後のニーズの高ま りを

予感させ る。 「官報」 「都市計画データ」 「特許情報」も1/3の ベ ンダーの回答があ り,

これ らも 「現在利用」ベンダー と同様 にニーズが十分あると見 られる。数値 データで
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は,ど の項 目も回答社数が1～3社 であ り,回 答の分布 に特徴的な傾向は見いだせな

い。

公的デー タを「利用す る上での問題点」,また 「利用 しない理 由」として同 じ質問をそ

れぞれの グルー プに問いかけた ところ,利 用 して いるベンダー のグルー プでは 「公

開 ・提供 され る時期が遅い(デ ータが古 い)」 が45.0%と 前回に引き続き1位 で,次

に差がな く 「利用 したい公的デー タの提供形態が紙媒体でデジタル化 されていない」

(42.5%)が2位 に入っている。3位 の 「提供窓口が複雑」(30.0%)ま で,や は り利用

ベ ンダーの経験上か らの実感 として とらえ られている項 目が多 く出ているといえる。

今回,イ ンターネ ッ ト利用の一般化が もた らす影響を見る意味で 「官公庁 のホームペ

ー ジで既 に公開済み」を新た に項 目として追加 し
,回 答状況 を見 ると1/4の ベ ンダー

の支持があった。これ によって公的データの作成者である官公庁が無料で提供す るた

め,デ ー タベース専業者が加工 し,有 料 のデータベースとして提供する経営的な基盤

が危 うくなることに懸念 を表明 して いるといえ,今 後 もこの問題 に注 目して いく必要

があると思われる。「希望デー タが少な い」という不満は,「 官公庁 のホームページで

既に公開済み」が入ったためか,前 回の21.6%か らやや減少 し17 .5%と なっている。

一方
,未 利用グループの最大の理 由は,52.0%と 唯一半数以上の回答を示 した 「希

望 データが少ない」に集中し,利 用 を試み るが,「 いいもの」が見 つかちないとい う

状況 と見 られ,今 回も3番 目に挙げ られた 「データが古い」(24 .0%)と 共にデー タ

の内容,質 の面を最重要視 していることがわかる。

データが古い

デジタル化されていない

提供窓口が複雑

官 公 庁 のホームへ.一シ'で既 に公 開 済 み

希望データが少ない

料金が高い

手続きが面倒

窓口が不明

その他

蕉、、.

124.O

45.0

1◆

42.5

30.0

25.0'28
.0

一

一

口
一

一17.5
152.0

拓 ■17・5

憂閉 ■15・0
7.5

羅112.0

■12 .5

■利 用 してい る(40)

口利 用 してい な い(25)

124.0̀
1`

0 102030405060(%)

図表3-20公 的 データ利用 上 の 問題 点,理 由

(利用 ベンダーNニ40,未 利 用ベンダーN=25:複 数 回答)
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他 の項 目は2番 目に今回新規項 目の 「官公庁のホー ムペー ジで既 に公開済み」

(28.0%)が 挙げ られた以外 は概 して低かった(図 表3-20)。
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3.8デ ータベースで提供 して いるデータの種類(テ キス ト,画 像,映 像など)

(1)提 供中のデータ

現在,イ ンターネッ トを含 むオンライ ンで提供 して いるデータは,図 表3-21

に示す とお り,「テキス ト」(91.5%)が 断然多 く,次 いで 「数値」と 「画像(静 止

画 ・イメー ジ ・写真など)」(39.0%)が 同率で挙 げ られて いる。「ソフ トウェア」

は前回と同じく4位 だがややポイン トを下げている。全体 として前年 と同 じ傾向が

続 いている。

オ フライ ンで提供 して い るデー タも同様 に,「 テキス ト」(82.7%),「 数値 」

(462%),「 画像(静 止画 ・イメージ ・写真な ど)」(40.4%)の 順位 とな っている。

前回 「マルチメデ ィア」 「映像」がそれぞれ8.8%,132%と 前々回に比べ増加の傾

向にあったものが,今 回調査では回答がなく,CD・ROM,DVDな ど大容量媒体が

出回っている今 日の趨勢(す うせい)に そ ぐわない結果 となっている。これ はベ ン

ダー全体のサ ンプルが少な いこともあり,今 回調査のみ特別な回答の分布が出てい

る と見 られる。

オンライ ンとオフライ ンを比較すると,提 供比率のかい離が最も大きか ったのが

「ソフ トウェア」で16.7ポ イ ン トもの差が生 じて いる。 もともと一般の ソフ トウ

ェアの流通 自体オフライ ンが一般であ り,最 近で こそオンライ ン流通が増え始めて

いるが,今 回の調査ではデータベース系ソフ トウェアについて,オ ンライ ン比率が

やや下が りオ フライン比率がほとん ど変わ らないという結果で,こ の状況 も今 回調

査のみの特異な例 と見 られる。

文 字(テ キスト)

数値

画像

ソフトウェア

マルチメディア

映像

音声

0

7

9

1

1

20 40

圃 オ ンライン(N=59)

口才 フライン(N=52)

60 80 100(%)

図表3-21現 在提供しているデータの種類(複 数回答)
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(2)提 供予定のデータ

今後,提 供 したいデータあるいは提供を増や したいデー タとしては,オ ンライ ン

/オ フライ ン共,「 画像(静 止画 ・イメージ ・写真な ど)」が前回の 「テキス ト」を

抜 いて トップに立 った。またオンライ ンでの 「映像」データのサー ビスに対す る意

欲が今回は高 く(前 回調査 よ り17.9ポ イ ン ト増),デ ジタル放送の開始 に呼応 して

いるかのようである(図 表3-22)。 「画像(静 止画 ・イメージ ・写真など)」 と 「テ

キス ト」の順位の逆転は前回調査でも起 こってお り,今 後 もデー タベースの分野,

利用者層な どの変化によっては変動することが予想されよ う。

そのほか に,オ ンライ ンで 「音声」が前回より10.5ポ イン ト増,「 テキス ト」が同

じく14.7ポ イ ン ト減,「 数値」が同 じく10.8ポ イン ト減が変動幅の大きかったデ

ー タタイプである。また 「映像」「音声」ではオン/オ フライ ンでの回答率に著 しい

開きがあ り,前 回調査 とかな り異なった結果が表れているので,こ の結果か ら今後

の傾向をつかむのは難 しい。

画像

文 字(テ キスト)

映像

数値

音声

マルチメディア

ソフトウェア

01020304050607080(%)

図表3--22今 後提供したい(提供を増大したい)データの種類(複数回答)

(3)マ ルチ メディアサー ビスの位置づけ

マルチメディアサービスの位置付けについては,前 回調査で13社 あったものが

今回は4社 のみ 「現在サー ビスを行 っている」 との回答であったので、今回の回

答の偏 りが ここで も見 られ,4社 の意向のみで判断す ることはで きない。

一方
,現 在マルチ メディア ・データを提供 していないベンダーが今後 をどのよう

に考 えて いるか については,前 回調査 と同様,「 当面,考 えられない」の48.4%が

トップで約 半数が否定的見解を示 している(図 表3--23)。 また,「1年 以内に開

発 ・提供 を予定 している」と回答 したベンダーが前回調査では1.3%で あった もの
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が,今 回調査では4.7%の 回答があった。 「3年 以内 ぐらいには,開 発 ・提供が考え

られる」 も25.0%と 前回及び前々回 とほとん ど変わっていない。

総 じて,マ ルチメディア ・サー ビスの提供 に関 しては,提 供意向のいずれ も最近

の3年 間の傾向が大き く変わ っていない ことか ら,費 用対効果に照 らし合わせた

ユーザーニーズの有無や開発 コス トな どの事業採算性の観点か ら,ベ ンダー にお い

ていまだ厳 しい見方が続 いていると見て よい。

マル チメディア・サ ー ビス

未 提 供 企 業(N=64)

一

4.7

陸ξ§蕊25.・灘 …＼48.4＼21・gl
rl``````1ハ

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

■1年以内に開発・提供を予定 園3年 以内に開発・提供を検討

目当面考えられない ロわからない

図表3-23マ ルチメディア・サービスに対する今後の意向

一66一



3.9CD-ROMに よ る デ ータベ ース提供

(D提 供の有無

図表3-24に 示す とお り,現 在,CD-ROM,DVD化 されたデータベースを提

供 しているベ ンダーは59.8%で,前 回調査よ りさらに伸びて6割 近 くまでに達 し,

傾向 としては増加 して いると見てよい。

業態別で見 てみ ると,プ ロデューサー兼ディス トリビューターは回答20社 の う

ち65.0%が,ま た,プ ロデューサー企業は回答28社 の うち64.3%がCD・ROM化

されたデータベースを提供 している。

膨大な情報量をコンパ ク トな形で提供で きるCD・ROM,DVDは マルチ メディ

アに適 した記憶媒体である。ただ,前 項設問におけるマルチメディア ・サー ビス に

対す るベ ンダーの意向が消極的で,逡 巡 している感 もあることもあ り,必 ず しも

CD・ROMやDVDに とって追い風 となっているわ けではないが,図 表3-24に も

あるとお り,依 然高い評価 を受 けている。 ・

1991年(N=101)

1992年(N=99)

1993年(N=91)

1994年(Nニ104)

1995年(N=93)

1996年(N=79)

1997年(N=74)

1998年(N=82)

1999年(N=95)

2000年(N=82)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■提供している ロ提供していない

図表3--24CD-ROM化 され たデ ータベース提 供 の有 無
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(2)CD-ROM,DVDデ ータベースの分野

CD-ROM,DVD化 され たデータベースの提供ベンダー数 を図表3-25の 大分

類で見ると,「 ビジネス」で30社,次 いで 「自然科学 ・技術」の22社,「 一般」

の16社,「 人文 ・社会科学」1社,「 そ の他」の2社 となっている。前回調査 と比

較す ると,「 ビジネス」1社,「 自然科学 ・技術」8社 ,「 一般」3社,「 人文 ・社会

科学」2社,「 その他」1社 と全分野で減少 という結果であった。

詳細分類で増加 した種類 を見てみると,4社 以上増加 した ものはなく,「 科学技

術/特 許」の3社 が最高で,以 下 「人物情報」 「商品 ・製品情報」 「地図 ・マ ッピ

ング/電 話番号/住 所コー ド」 「数学/農 業 ・農学」が2社 増,「 書誌/図 書 ・刊

行物情報」 「金融/証 券/為 替/市 況情報」「教育/宗 教」がそれぞれ1社 増であ

った。

今後の提供予定 を見ると,大 分類で は 「一般」 「ビジネス」 「自然科学 ・技術」の

順であり,詳 細分類では 「新聞/雑 誌/ニ ュース」 「人物情報」 「書誌/図 書 ・刊行

物情報」 と前回よ り予定社数で12社 増えた 「一般」分野の種類が上位 にランクさ

れている。

提供 しているタイ トル数 の延べ数は421タ イ トルで,前 回調査か ら100タ イ ト

ル増加している(図 表3-26)。CD・ROM,DVDを 提供するベ ンダーの割合 は減

少 したが,提 供タイ トル数 は前回調査に比べて3割 以上の伸びを示 している。大

分類で見ると,「 ビジネス」 「自然科学 ・技術」 「一般」 「その他」 「人文 ・社会科学」

の順 となっている。

詳細分類で見てみると,「 地 図 ・マッピング/電 話番号/住 所コー ド」が122タ

イ トル,「 材料 ・素材」の101タ イ トル,「 科学技術/特 許」の69タ イ トルが突出

してお り,次 いで「法律 ・法規,判 例/税 ・税務情報」の37タ イ トル ,「辞(事)

典/百 科/デ ィレク トリー」の15汐 イ トル,以 下 「医 ・薬学/バ イオ/化 学」が

13タ イ トル,「 統計・人口」が11タ イ トル と続 いている。

今後の提供予定 を見 ると,「 材料 ・素材」の101,「 サー ビスガイ ド ・案内情報」

の99,「 新聞/雑 誌/ニ ュース」 の61タ イ『トルが圧倒 してお り,特 に 「サー ビス

ガイ ド・案内情報」が提供予定 で挙がってきているのは,個 人,ま たは消費者向け

の種類が今後増えて くることを予感 させ る。
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現在提供 中

(N=49)

今 後の予 定

(Nニ22)

{÷ 、ごξ般 ぱ 、冷 ξだ.㍗,、 ぶ 堺 ぷ'、,.・ 溺C・16:逐

オ ー ディオ ・ビジュアル/ゲ ー ム ・娯 楽 0 0

サー ビスガ イド・案 内 情 報 0 1

辞(事)典/百 科/デ ィレクトリー 4 1

CAI 0 0

書誌/図 書・刊行物情報 5 3

人 物 情 報(Who'sWho) 3 4

新聞/雑 誌/ニ ュース 4 7

デ スクトップ 0 1

ナ ビゲ ー ション 0 0

1〔ビジ ネ ス〕 パ 恕 ⇔ 、....忽 ば ジ ・以30い .ぷ1ぴ ∵μ

金融/証 券/為 替/市 況情報 1 0

規 格 0 0

企業 ・財務情報 4 1

経済/ビ ジネス 3 1

商品・製品情報 5 1

パ ー ツカタログ 0 1

地図・マッピング/電 話番号/住 所コード 8 2

統 計 ・人 口 4 2

不動産 0 0

法律 ・法規,判 例/税 ・税務情報 5 2

i憤然 科鷲 技 繊 総・綴 バ㌶ 紗1診.』_. F/ノ

医・薬学/バ イオ/化 学 7 2

宇宙/地 球/海 洋/水 産 0 0

エネルギー/資 源/環 境 0 0
、

気象・気候 0 0

科学技術/特 許 7 0

コンピュー ター/ソ フトウェア 1 0

建築・建設 2 0

数学/農 業・農学 2 0

材料・素材 3 2

ひ 泰:社会科学〕㌘ 蘂 ∵ 　 パ パ燈
/rご ・ぷ ㌻

ン㍍ ㌣

教育/宗 教 1 0

芸術・文化/文 学・歴史 0 0

言語・用語 0 0

社会科学/心 理学 0 0

図書館 ・情報科学 0 0

地図・地理 0 0

炬 芦

・ 翰 宏ノば
続 … ×膓:ぷ1

図表3-25CD-ROM化 されたデータベースの提供状況(企業数)
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現在提供 中

(Nニ49)
今 後の予 定

(N=22)

㌧ 濠 、^〉 ∨'つ ぶ.,芯 ぺ い131苦 渋 滋 ・晦1漆
オ ー ディオ ・ビジュアル/ゲ ー ム ・娯 楽 0 0

サ ー ビスガ イド・案 内 情 報 0 99

辞(事)典/百 科/デ ィレクトリー 15 1

CAI 0 0

書誌/図 書・刊行物情報 8 3

人物 情 報(Who'sWho) 3 5

新聞/雑 誌/ニ ュース 5 61

デ スクトップ 0 3

ナ ビゲー ション 0 0

蒙 鈍 き::渓
二 泌 写該.'為

へ ㌧"
,、 、β

金融/証 券/為 替/市 況情報 3 0

規 格 0 0

企業・財務情報 7 2

経済/ビ ジネス 5 3

商品・製品情報 9 1

パ ー ツカタログ' 0 1

地図・マッピング/電 話番号/住 所コード 122 6

統 計 ・人 口 11 4

不動産 0 0

法 律 ・法 規,判 例/税 ・税 務 情 報. 37 4

狛 然縢崇 技術㌶ 雛;欝 「S梁
'＼ ㌧ 受 、

医・薬学/バ イオ/化 学 13 5

宇宙/地 球/海 洋/水 産 0 0

エネルギー/資 源/環 境 0 0

気象・気候 0 0

科学技術/特 許 69 0

コンピュー ター/ソ フトウェア 5 0

建築・建設 3 0

数学/農 業・農学 2 0

材料・素材 101 101
葺

教育/宗 教 1 0

芸術・文化/文 学・歴史 0 0

言 語 ・用 語 0 0

社会科学/心 理学 0 0

図書館・情報科学 0 0

地 図 ・地 理 0 0

簗 ン
蘂'ノ 汐 ∨ P、

図表3-26CD-ROM化 されたデータベースのタイトル数(延べ件数)
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4.イ ン タ ー ネ ッ トと デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス

要 約

本章では,イ ンターネ ッ トを介 したデータベースサー ビスの利用 と提供の状況に関

して 「データベー ス ・サービス実態調査」のユーザー編およびベ ンダー編の集計結果

を基 に概説 した。

イ ンターネ ッ トのユーザーは,本 調査回答企業634社 のうち620社 がホームペー ジ

の利用について回答 しているところか ら,97.8%と ほぼ全数が利用 しているといえる。

インターネ ッ トでのデータベース検索 はユーザーの3割 まで伸びたが,イ ンターネ

ッ トの主たる利用 目的は,電 子 メール とホームペー ジか らの情報入手である。

インターネ ッ トでのデータベース ・サービスに参入 しているベ ンダーは6割 弱で将

来は3/4程 度のベ ンダーがサー ビスを実施すると見 られる。利用 しているデータベー

スで は,日 経テ レコンが トップでJOIS,DIALOG,PATOLISな どが上位を占めてい

る。ユーザーが今後期待す るサービスでは,電 子 メール を利用 したニュース配信,

携帯電話やPDA向 け情報サー ビスな どが有 力と見 られるが,ベ ンダー側ではあま り

乗 り気ではな いよ うで,従 来か らのWebを 利用 した文字 ・数値 ・音声 ・動画 ・静止

画等の情報サー ビスの拡充 に力を注ぎ,設 備投資や コス トの面か ら,ま た無料HPの

増加,あ るいはセ キュ リティ対策の問題 などか ら,新 規 のメニュー を提供 してい く

積極性 は高 くない と見 られる。イ ンターネッ トでの被害経験はウイルスや不正アク

セスなどあった ものの実害はあまりなかった ようで ある。

4.1ユ ーザ ー にお け る利 用 の現状

(1)利 用 の 目的 と内 容

イ ンターネッ トを利用す る目的 については,イ ンターネ ッ トを利用 している回答

企業620社 の うち,「 電子 メール」が95.5%,次 いで差がな く「ホームページか らの

情報入手」が94.7%と 大 半 を占め,3位 の 「ホー ムペー ジ作成 による情報発信」が

77.4%と 他 を圧倒 して いる。特 に 「ホームページか らの情報入手」は前回調査 よ り

大き く増加 し,「 電子メール」と共 に9割 を超えて この2つ の目的がインターネ ッ ト

利用 の最大の ものといえる。 「商用データベース検索」を目的とするものは前回調

査 の22.2%か ら8ポ イン ト上 げて30.2%で あった(図表4-1)。 「電子 メール」は,企

業 内の通信・連絡などネ ッ トワークのインフラ整備 を第1の 目的 にインターネ ット

の導入を図るケースが多いことを示 し,「ホームペー ジか らの情報入手」は,2.2(1)

の商用データベース ・サービス利用の減少理由の項でも見たよ うに 「無料のホーム
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ページ」が商用データベースの代わ りをな し得るほどコンテ ンツが充実 してきてい

る証拠で もある。

電 子 メール

ホー ムペ ージ からの 情 報 入 手

ホー ムペ ー ジ作 成 による情 報 発 信

ファイル 転 送

商 用 の デ ータベ ー ス検 索

NetNewsに よる情 報 交 換 サ ー ビス

電 子 モールな どWebを 利 用 した 商 品 やサービスの 売 買

CALS・EDI(電 子 デ ー タ交 換)

証券などの金融取引サービス

その他

図表4-1

5

7

0102030405060708090100(%)

イ ン ター ネ ット利 用 目 的 の 前 回 調 査 との 比 較

イ ンターネ ッ トか ら 「商用 のデ ー タベ ー ス」を検 索す る場 合 の利用 す る システ ム

名 を 記 入 して も ら った と こ ろ,図 表4-2の よ う に 「日経 テ レ コ ン21」52社

(39.4%),「JOIS」(JOIS-Webを 含 む)30社(22.7%),「DIALOG」

(DIALOG-Webを 含 む)28社(21.2%),「PATOLIS」20社(15.2%),「STN」

18社(13.6%),「G・Search」16社(12.1%),な どが上位 に挙 げ られ,全 体 で132

社 か ら261件 のデ ー タベー ス 名 の 回答 が あ った。

イ ンター ネ ッ トを利用 した デー タベー ス ・サー ビス にユ ー ザ ー は どの よ うな もの

を期待 す るのか,ま たベ ンダー は どのよ うなサー ビスの市 場 を有 望 だ と考 え て いる

のか につ いて,ほ ぼ 同様 の 内容 で調 査 を行 い,サ ー ビス を受 けるユ ー ザ ー と提 供 す

るベ ンダ ー の比較 を見 た ものが 図 表4-3で ある。 今 回 の調 査 で は,ユ ーザ ー 側

に 「携帯 電話 やPDA向 け情 報 サ ー ビス」,「ASP(ApplicationServiceProvider)」 の2

項 目を,さ らにベ ンダー側 に は,「ネ ッ トオー クシ ョン」を新 た に選 択肢 に加 え,刻 々

と変化 し,ま た多様 化す るイ ンター ネ ッ トで のサ ー ビス メニ ュー に対応 して い る。

ユー ザー 側 とベ ンダー 側 の 思惑 が ほ ぼ一致 して い るの は,「Web,telnetな どを

利 用 した情 報検 索サ ー ビス」 で双 方 共4割 の支 持 を得 て い るが,前 回調 査 よ り両者

共 約6ポ イ シ トほ ど下 が って いる。 反 対 に著 しくズ レて い る と見 られ る のが,「 電

子 メー ル を利用 した ニ ュー ス配 信サ ー ビス」 「携 帯 電話 やPDA向 け情 報サ ー ビス」
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業 種

デ ータベ ー ス名 鞠欝已 その他
合計
(社数)

(%)
(N=132)

1 日経 テ レコン21 22i181121 52 39.4

2 JOIS 20i4 61 30 22.7

3 DIALOG 1813
`

6
11

28 2L2

4 PATOLIS 20; 20 15.2

5 STN・ontheWeb 161 2 18 13.6

6 G.Search 3 9 4 16 12.1

7 @nifty 6 5 1 12 9.1

8 COSMOS(COSMOS2) 1 4 1 6 4.5

9 OCLC・FirstSearch 6 6 4.5

10 Assist(口 外 アソシエーツ) 2 1 2 5 3.8

11 NACSIS・IR 4 4 3.0

12 NRIサ イ八二パテントデスク 引11 4 3.0

13 TSR 2i
l

2 4 3.0

14 朝 日新聞DNA 1 4 4 3.0

15 DowJonesInteractive 1 2 3 2.3

16 JIPほn五)stream 2 1 3 2.3

17 SciFinder 3 3 2.3

18 Ebsco 2 2 1.5

19 EI.ISNET 1 1 2 1.5

20 JP・NET
i

21 、 2 1.5

21 KIKAKUNET 21 2 1.5

22 PubMed 2 2 1.5

23 医中誌 2 2 1.5

24 各社新聞記事 2 2 1.5

その他 14 7 8 0 29 22.0

合 計 142 56 62 1 261 197.7

構 成 比(%) 54.4 21.5 23.8 0.4 100.0

図表4-2イ ンターネットで利用している商用データベース

「電子モールな どによる商品やサー ビスのオンライ ンショッピング」 「FTP ,Web

などによるソフトウェアの提 供サービス」 「イ ンターネ ッ ト電話サー ビス」な どで,ユ

ーザー側 はいずれ も20%以 上の回答が ありなが ら
,ベ ンダー側はおよそ半分の支

持 しかな く,「 電子 メールを利用 したニュース配信サー ビス」 に至 ってはその差が

30ポ イ ン ト以上 もあ り,こ の種のサー ビスの事業化 について は,消 極的で冷 めた

見方 を している といえよう。双方で トップの 「Webを 利用 した文字 ・数値 ・音声 ・

動画 ・静止画等の情報サー ビス」はベ ンダー側が唯一ユーザー側を上回っているサ

ー ビスで
,し たがってベ ンダーの意向としては,ほ ぼこれに集中 して事業の展開を

図 りたい考えのようである。
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Webを 利 用 した文 字 ・数 値 ・音 声 ・動 画 ・静 止 画

等 の 情報 サ ービス

Web,telnetな どを利 用 した情 報検 索 サ ー ビス

電 子 メール を利 用 したニュー ス配 信 サ ー ビス

携 帯 電 話 やPDA向 け情 報 サ ー ビス(U*)

電 子 モールな どによる商 品 や サービスのオンラインショッピング

FTP,Webな どによるソフトウェアの 提 供 サ ー ビス

ASP(ApplicationSerViceProvider)(U*)

インター ネ ット広 告(U)

インター ネ ット電 話 サ ー ビス

デ ー タベ ー スなどのコンテンツ利 用 料 課 金 代 行 サーヒ'ス

ネ ットオ ー クション(V*)

ホー ムペ ー ジの評 価 サ ー ビス

Web上 で の金 融 取 引 サ ー ビス

音 楽 のネ ット配 信 サ ー ビス

NetNewsに よる情 報 サ ー ビス

CATVを 利 用 した情 報 サ ー ビス(V)

ホー ムペ ー ジ制 作 代 行 サ ー ビス(U)

0 10 20 30 40 50 60

694

70

図表4-3イ ンターネットを利用したサービスで有望と思われるものの利用と提供の比較

今 回ユーザー調査 の新規サー ビス項 目と して取 り上 げた 「携帯電話やPDA向 け

情報サー ビス」「ASP(ApplicationServiceProvider)」 はそれぞれ42.3%,28.7%で

と,ユ ーザー全体では3位,6位 に入る高率 を示 し,ベ ンダーよ りサー ビスの多種,

多様化への期待が大きいと見 られる。

一方ベ ンダー調査での今 回の新規サー ビス項 目である「ネ ットオークション」は

2.8%で,新 規事業への参入 にはあま り積極的で はないと見 られる。

しか しなが ら,変 化の早 いインターネ ッ ト関連のサ ービスでは,今 後ユーザーの

期待,ま たは二「ズを的確 に掴んで事業化が早々に進展する ことも考え られ るので,

この指標については当分見 守ってい く必要が ある。

(2)ホ ー ム ペ ー ジ の 公 開

回答 企業628社 の うち,52社 を除 いた576社 が ホー ム ペー ジ(HP)を 公 開 して お り,

公 開率 は91.7%で あっ た。 図表4-4で は,公 開情 報 の 内容 別 にHP公 開企業 の分
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布 を示 しているが,こ れ を見 ると,「企業紹介」が トップでHP公 開企業の94.4%に

も達 して いる。以下,「 製品/サービス情報」(83.9%)「 採用情報」(61.3%)「 発表

資料」(46.4%)「 人事情報」(11.3%)と 続 き,「 資材/部 品調達 の公募情報」は5.0%

と最 も低 かった。 「企業紹介」が9割 以上を占めているのは当然 といえるが,2位 以

下の公開内容は前回 に比べ全て増加 してお り,イ ンターネッ ト利用者層に対する有

効性 を認め,企 業紹介か ら情報発信へ と利用が年々積極的 になってきている結果 と

見 られよ う。 「その他」として挙げて もらった具体的記述では,「 学校紹介」 「入試

案内」「教育 ・研 究情報」など教育関係が約1/3以 上を占め,地 方行政関係で 「行政

情報」 「観光」といった内容が挙げられ,全 体で公共サー ビスの発信する内容が7割

以上であった。

)

φ「

%

0

(

0

/

94.5

83.9 田今回調 査(複数回答N=576)

ロ前回調 査(複数回答N=477)

図表4-4ホ ームページ公開情報の内容

(3)利 用 上 の 問題 点

イ ンターネ ッ トを利用する上での問題点 について調査 した ところ(図 表4-5),

前回調査同様,「 外部か らの侵入など,セ キュリテ ィー上の心配がある」が86.3%

で トップであった。次いで今回新たに加えた 「ウイルス による汚染,デ ー タ破壊の

恐れがある」が82.6%と トップに差がなか った。この項 目は前回調査では 「外部か

らの侵入な ど,セ キュリテ ィー上の心配がある」に一部含 まれていた と考え られ る
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が,新 規に単独で加えても トップと同 じように高率 を示 し,こ の2項 がユーザー に

とって重要な課題である といる。続 いて,「 個人情報 ・機密情報な ど,漏 えいの恐

れがある」も60.7%と 依然高 く,セ キュ リティー とプライバシー問題がイ ンターネ

ッ ト利用に際して最 も心配 されていることがわかる。前回調査 に比べて問題点 の順

位 に大 きな変動はないが 「認 証手続きな どが確立 されて いない」が35.7%と 順位を

やや上げてお り,今 後EC(電 子 商取 引),オ ンライ ンショッピングの発展などイ ン

ターネッ ト上で種 々のサー ビスが展開される中で,こ の点 もク リアされね ばな らな

い問題点の1つ といえよ う。

外 部か らの侵入など,セキュリティー上の心配 がある

ウイルスによる汚染,データ破壊 の恐れ がある(*)

個人情報 ・機密 情報などの漏えい

回線容 量・サーバーの能力で画面の展 開が遅い

物品購入などの際,料 金の支払い方 法でセキュリティー上不安 がある

認証 手続きなどが確 立されていない

社員の私的な利用 をチェックするのが難しい

著 作権が確 立していない

一 プロバイダーなどに支払う回線料金 が高い

誹議 ・中傷・暴言などに利用される恐れがある

公 開されている情報の信頼性 に疑わしいものがある

有害なコンテンツ情報の排除が難しい

欲しい情報を容易 に見つ けられない

変化が速すぎて今 後どうなるか見通せない

その他

図表4-5

3

0102030405060708090(%)

インター ネット利 用 上の 問題 点 の前 回調 査 との 比較
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前回,企 業 内のイ ンターネッ トの管理 ・運用担 当者 にとって 日頃煩わされて いる

と思われることを新たに問題点 として取 り上げたが,「 欲 しい情報 を容易に見つけ

られない」「有害なコンテンツ情報の排除が難 しい」 「公開されている情報の信頼性

に疑わ しいものがある」「誹議(ひ ぼ う)・中傷 ・暴言な どに利用 される恐れがある」

および 「社員 の私的な利用をチェックするのが難 しい」の5項 目は今 回 いずれ も20%

以 上の回答が寄せ られ,こ れ らの状況の改善も難 しいようである。

因み にデータベースの利用いかんを問わず,イ ンターネ ッ ト利用 での実際の被害

経験 について聞いた結果 を図表4-6に 示 している。これ を見 ると,175社 のユー

ザーが回答 してお り,イ ンターネ ッ ト利用企業 を620社 とすれば約3割 のユーザー

が経験 して いる ことになる。この中で最 も多かったのが 「外部か らの侵入があった

が,被 害はなかった」の61.7%で,言 わば 「面 白半分」 で侵入 された経験 を持つユ

ーザーが6割 強 に上 り,次 いで 「自社データを不正 にコピーされ,著 作権が侵害さ

れた」が5.7%で,総 じて実際に被害を被ったユーザーは意外 に少ないという結果

で あった。また 「その他」(26.9%)で 具体的な回答を寄せて きた33件 の内容を見

ると,「 ウイルスの侵入」が17件 と半数 を超え,次 いで 「SPAMメ ール」が11件 と

1/3に 達 してお り,こ の2項 も 「外部か らの不正な侵入」と見れ ば直接的な被害の有

無 にかかわ らず,か な りの不正なアクセスがあった ことが認め られよ う。これ以外

で は 「掲示板 に好 ましくない書き込み」 「自社 にとって不利益 とな る発言」な どの

記述があった。

外部からの侵入があったが,被 害はなかった

自社データを不正にコピーされ,著 作権が侵
害された

外部からの不正なアクセスがあり,自社のHP
が書き換えられた

自社のデータベースが破壊,またはネット上で
データ漏洩があった

不当な接続料,回 線使用料などを請求された

物品購入での代金決済でトラブルがあった

その他

(%)010203040506070

図表4-6イ ンターネット利用での被害経験
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4.2ベ ンダーにおけるサー ビス提供の状況

(Dサ ー ビス 実 施 状 況

図表4-7に 示 す とお り,イ ンタ ー ネ ッ トによ るサ ー ビス を 「実 施 して いる」

ベ ンダー は回答85社 中48社 の56 .5%で あ った 。 前 回調査 で は59.8%で あ り,3.3ポ

イ ン ト下落 して い るが,半 数 を超 えて い る こ とに変 わ りは な く,ベ ンダー が イ ンタ

ー ネ ッ トでの デー タベー ス ・サ ー ビス関 連事 業 を本 格化 させ つ つあ る こ とが分 か る
。

「計画 中」 の16 .5%を 含 めれ ば,近 い将 来,約3/4の ベ ンダー がイ ンター ネ ッ トを

利 用 した サー ビス を展 開す る と見 られ る。

前 回調 査(N=97)

今 回 調 査(N=85)

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

ロ実施している 翅計画している ロ将来検討したい 日考えていない

図表4-7イ ンター ネットを介 したデ ータベース ・サ ー ビスの実 施 状況

(2)デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス の種 類

インターネ ッ トでサー ビス しているデータベース名を見 ると,有 料,無 料 を問わ

ず,一 般では,育 児,健 康,暮 らしの統計,書 誌 ・図書の検 索,報 告書 ・ビデオの

収蔵一覧,ス ポーツ記事,人 物検索,新 聞記事 ・写真データベースな どがあ り,産

業 ・経済 ・ビジネスの分野では,企 業情報,財 務情報,地 域地場産業情報,住 宅地

図サー ビス,ピ ンポイ ン トウエザー,製 品PR・ 電子カタログ情報,イ ベン ト情報,

マーケ ッ トリサーチ,講 演者情報,名 簿情報,市 場予測,生 活者アンケー ト情報,

地域進出企業情報,経 営者情報な ど,自 然科学 ・技術では,特 許 ・実用新案,科 学

技術文献,化 学 ・医学 ・薬学,工 学,建 築,原 子 力,研 究者情報,エ ネルギーデー

タバンクなどのデータベースが あり,そ の他では,地 域の経済,文 化,科 学技術に

関す る様 々な種類のデータベース も数多 く見 られた。

今後,イ ンターネ ッ トを介 したデー タベース ・サー ビスが増加す ることは,IT

の流れか らして も必然であ り,イ ンターネ ッ トの特性を生か したサー ビス内容 と提

供形態の優劣が今後の市場競争において優位 に立つ決め手 となろう。
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(3)料 金 徴 収体 制

図表4-8は イ ンターネ ッ トを介 した料 金徴収体制 として,「 対象者」 「課金方

式」 「徴収 ・決済方式」の3項 目に分 け,「 実施あるいは計画 している」ものを示 し

ている。料金徴収 の対象者については,最 も回答が多かったのが 「ユーザーを特定

する」で77.9%に 上 り,こ れに対 し 「ユーザーを特定 しな い」は26.5%で あった。

課金方式 につ いて は,注 目の 「広告でまかな う」 「広告料 とそれ以外の組合 わせ」

な どはいずれ も低かった。前回調査で1,2位 であった 「定額制」「従量制」が 「固定 ・

従量制併 用」(30.9%)に 抜かれたが この3方 式はほとんど回答率 に差がな く拮抗 し

ている。また 「無料」(17.6%)と いう回答 も前回(16.0%)よ りわずかだが増加 し

ていることな どか ら見 ると,ベ ンダーの中には料金設定を決めかねている,あ るい

はサー ビスの種類 によって課金方式 を変えるようにも見 られる。

ー対象
者

課
金
方
式

徴
収

・
決
済
方
式

ユーザーを特定する

ユーザー を特 定しない

未 定・不明

従量制

定額制

固定 ・従量制併用

広 告料でまかなう

広告料とそれ以外の組み合わせ

無料

具体的な方式は未定

請求書 ・振 り込み

クレジットカー ド

電子決済

プロバ占イダーの決 済 システ ムを利 用

具体的な方式は未定

9

n◎

7

7

7

7

回

今 回 調 査N=57

前 回 調 査N=69

口今回調査

ロ前回調査

010203040506b708090

図表4-8イ ンターネットを介したデータベース・サービスの料金徴収体制

一79一



料金の徴収 ・決済方式 でも 「請求書 ・振込」が群 を抜いて高いが,「具体的な方式は

未定」としているベンダーが17.5%と かな り多い ことか ら,課 金方式 の場合 と同 じ

くサー ビスの種類,内 容,対 象者の規模や層によって複数の方式 を採るとも考え ら

れる。SETな どのイ ンター ネ ッ ト上での決済の技術標準が確立 され始めているの

を受けて,前 回では2番 目の 「クレジッ トカー ド」が,今 回は3番 目に下が り,「 プ

ロバイダーの決済 システムを利用」する方式(22 .8%)が 前回の13.0%か ら大きく

伸 ばして2番 目に上が り,こ の方式 も今後有 力な手段 とな っていくもの と見 られ る。

総 じて,イ ンターネ ッ トによるサー ビス を開始はしたものの,徴 収方式は多 くのベ

ンダーが模索 しているとい うのが実情のようである。

(4)実 施 上 の問題 点

前出の通 り,イ ンター ネ ッ トを介 したサービスの実施企業が過半数 に達 している

現在,ベ ンダー企業(イ ンターネッ トお よび専用回線でデータベー ス ・サー ビスを

実施 している事業者 も含 めて)に とって抱える不安や問題点 も多い。これ らの不安

や問題点 について102社 か らの回答の状況を図表4-9で 示 している。全体で最 も

多かった回答は 「デー タベースの著作権(知 的財産権)が どう保護 され るか心配」

の52.0%で,「HPな ど,デ ー タベースそ のものの無料化が進み,有 料デー タベース

利用の伸びに影響が出ている」 「外部か らの不正 アクセスや ウイルス による被害な

ど,セ キュ リティー上の不安が ある」が50.0%,46.1%で2位,3位 に挙がって いる。

イ ンターネ ッ トを利用 してデータベース・サー ビス事業 を推 し進めるベ ンダーにと

っては 「インターネッ トでの無料HPな ど,デ ータベースの無料化」が場合によっ

ては阻害要因ともな りかねない というやや皮 肉な結果 も出てお り,ま た昨今,ウ イ

ルスやハ ッカー騒動 に対 してマスコミに大 きく取 り上げ られて いる ことなどが回

答状況 にも多分 に影響 していると見 られる。

インターネッ トでデー タベース ・サー ビスを 「実施 して いる」ベ ンダーと 「未実

施」ベンダー との回答を比較 して,最 もか い離が大 きかったのが 「サー ビスの充実

を図 ろ うとす るが,設 備投 資 やサ ー ビス要員 にかか る コス ト負担 が大 きい」

(45.8%)で,そ の格差 は約20ポ イ ン トあ り,当 然の ことなが ら「実施 している」

企業では経験 を踏 まえ,コ ス トや資金面の解決が当面の課題であることが切実 に表

れて いる。 「外部か らの不正アクセスや ウイルスによる被害など,セ キ ュリティー

上の不安がある」は次に格差が大 きい問題で,「 実施 している」ベ ンダーでは,ト ッ

プ(52.1%)に 挙 げられている。ホームページの書 き換えやデー タの改 ざんな どの

事件が頻発 している中で,サ ー ビス中の企業にとっては敏感にな らざるを得ないの

であろう。一方 「未実施」ベ ンダーが抱える問題は,全 体 の結果 と同 じく 「データ

ベースの著作権(知 的財産権)が どう保護 されるか心配」(53 .7%),「HPな ど,デ

ー タベースそのものの無料化が進み
,有 料データベース利用の伸び に影響が出てい
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る」(51.9%)の2項 目が半数以上の回答を示 してお り,言 い換えれ ば,こ れ らの問

題点が新たなサービスへの進 出をため らわせているとも見 られ る。

また,問 題点の中位 グループの回答では,「 実施 している」ベ ンダーの方が 「未

実施」ベ ンダーよ り高 く出てお り,サ ー ビスの経験 に基づいた意見 として 「料金徴

収方法」 「公的機 関(政 府な ど)の原則無料のサー ビス による民業圧 迫の恐れ」 「イ

ンターネ ットの今後の見通 し」な どの問題に切実な不安感 を抱 いて いる と見 られる。

データベースの著作権(知的財産権)がどう保護される
か心配

HPな 芸 データベースそのものの無料化が進み ,有料
データベース利用の伸びに影響が出ている

外部からの不正アクセスやウイルスによる被害など,セ
キュリティー上の不安がある

サービスの充実を図ろうとするが,設 備投資やサービス

要員にかかるコスト負担が大きい

公的機関(政府など)が,自ら収集したデータ・情報を原

則無料でサービスするなど,民 業圧迫の恐れがある

変化が早すぎてサービス立ち上げタイミングが難しい

料金の徴収方法(課金)が面倒である

個人情報・機密情報など,漏 えいの恐れがある

インターネットが今後どうなるか見通せない

参入企業が増え,これまで以上に競争が激化してい

る。

ユーザー企業が内部でデータベースを構築して,外 部
サービスの利用を減らす恐れがある

認証手続きなどが確立されていない

プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

従来の提供チャネル(オンラインサービスなど)との調整

が難しい
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一26.5
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一.25.5
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-21.6
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.5

A

櫻 闘,
一
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.ゴ

458

3Z5

29.4

31.327

.8

292

蝋1羅,
　

蝶 脇
唖6.9

■4
.・:111.1

1

ロ 全 体(N=102)

■ インターネットで サービス

実 施 企 業(N=48)

ロ インターネットで サービス

未 実 施 企 業(N=54)

0 10 20 30 40 50 60(%)

図表4-9イ ンターネットを介したデータベース・サービスなどの不安と問題

最後 に,図 表4-5で 見たデータベース ・ユーザーが利用す る上での問題点 と,

図表4-9の ベ ンダーが抱えるデー タベース提供に際しての問題点 において,共

通す る項 目を抜 き出し,比 較 した図表4-10に ついて述べてみる。

この図で最も特徴が出て いるのは 「外部か らの不正 アクセスや ウイルスによる被
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害な ど,セ キ ュリティー上の不安が ある」 と 「個 人情報 ・機密情報など,漏 えいの

恐れがある」の2項 目がベ ンダー とユーザーで極端 に回答率の差があ り,セ キ ュリ

ティ,プ ライバ シーなどに属する事項 にユーザーの反応が敏感 になっている ことが

分かる。 さらに,「 認証手続 きなどが確立 されていない」 もセキュリテ ィー と無縁

ではないという点で同類 といえ,こ れもユーザー とベ ンダーの差が大 きい。反対に

ベ ンダーの不安感が大き く出ているのが 「デー タベースの著作権(知 的財産権)が

どう保護 され るか心配」で,ベ ンダー として商品の 「品質,内 容」にかかわる基本

的な事項 に気 を使っている とい うことがで きる。

データベースの著作権(知的財産権)がどう保護される
か心配

外部からの不正アクセスやウイルスによる被害など,セ
キュリティー上の不安がある

個人情報・機密情報など,漏えいの恐れがある

インターネットが今後どうなるか見通せない

認証手続きなどが確立されていない

プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

0102030405060708090100

図表4-10イ ンターネットを介したデータベース・サービスなどの問題意識の比較
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付属資料の部

(1)「 デ ー タ ベ ース ・サ ー ビス 実 態調 査(ユ ー ザ ー編)」 調 査 票

(2)「 デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス 実 態調 査(ベ ンダ ー編)」 調 査票





『 [=]==コ,
2001年 版 デー タベー ス白書資料

デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス実 態 調 査

(2000年10月)

貴 社 名
(ま た は 団 体 名)

所 在 地 〒

ご 回 答 者 役 職 名 ご 芳 名

ご回答者連絡先電話番号

内線

資本金(非 営利法人においては,基 金,出 資金等)8 兆 千億 百僚 十徳 億 千万 莇

最近1年の年商〔籍 麟 欝 醗1羅 禦 麟2〕15 十兆'兆

i
「

千億 百億 十徳 億 千万 百万

従業員数〔譜 ㌶ 倉i欝 誓爵 官庁の場合↓灘 庁部署の〕23 十万 万 千 百 十

円

円

人

本調査は翻データベース振興センターが、㈲ 日本情報処理開発協会に委託 して実施 しているものです。・本調査におきましては
、完全に機密を厳守 し、個別データは絶対に公表いた しません。

:纏 鑑 麦鶉 稔 ㌶ 日・本調査の分析結果(大要)をご送付申し上げます(…1年 ・願)・

働)日本 情 報 処 理 開 発 協 会 調 査部 電 話03-3432-9382FAX .03-3432-9389

(デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス実 態 調 査 担 当 音 田)'

}
問1.貴 社の業種グループを下記の表から選択 して番号でご回答下さい。

貴社の主力業種29[コ

No. 業 種 グ ル プ

業

業

業

業

業

造

工

躍

進

造

学

製

製

属

製

設

化

金

具

.

也

・
鉄

器

ー

ぼ

油

弓

械

の

鋼

建

石

鉄

機

そ

1

2

0
0

4

【
」

業

業

業

業

業

ス

供

ビ

険

提

版

信

一

報

サ

保

情

出

通

勤

・

.

・

・

事

理

寸タ

融

処

聞

送

他

報

の

商

金

情

新

放

そ

6

7

8

9

10

11

12

13

公:共 サ

そ の

ビ ス

他

含 ま れ る 業 種

建設業

医薬品製造業,石 油業,化 学工業

鉄鋼業,非 鉄金属 ・金属製品製造業

電気機器 ・輸送用機器 ・一般機器 ・精密機器製造業

食品工業,繊 維 ・紙 ・パルプ業,・ガラス ・土石製品,印 刷業,

その他製造業

卸業,商 社業,小 売業,飲 食業

金融業,証 券業,保 険業

情報処理サービス ・ソフトウェア,情 報提供業

新聞業,出 版業

放送業,通 信業

不動産,運 輸 ・倉庫,電 力 ・ガス,シ ンクタンク,広 告,

その他サービス業

学校その他教育機関,病 院その他医療機関,調 査 ・研究機関,

組合 ・諸団体,政 府 ・地方公共団体

農 ・林 ・水産業,鉱 業,そ の他

31

口
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(注)以 下の設問は可能な限り全社的な利用の実態についてご回答をお願いするものですが、設問の内容により、貴社全
体の状況を把握することが難 しい場合には、ご回答者が把握 し得る部門のみを対象としてお答え下さっても結構です。

問2.貴 社 で は商 用 デ ー タ ベ ー ス(MT、CD-ROM

な どの オフライン・データベースを含 む)を 使 って い ま

す か 。 該 当 す る番 号 に○ を お つ け下 さ い 。

使 っている 1

32

-⇒

一 【⇒

現在は使 っていないが、以前使 っていた 2

使ったことがない 3

固1Ωへお進み下さい。

剛 へお進み下さい。

利用状況と今後の見通

問3.貴 社における商用データベースの利用状況と今後の利用の予定についてご回答下 さい。

(1)1迎 年度の商用データベースの年間利用金額は前年度雌 度)に くらべ、(番 号に○をつけて下 さい)

33

4'増 え た1や や 増 え た2前 年 度 並3や や 減 っ た 減 っ た5:(20%以上)(
20%未 満)(20%未 満)(20%以 上)

⇒

＼ 、

＼ ＼ ＼ ＼ ＼ 、

増えたぬ あるいは滅 畏 ξ語 れた方は下欄の謝 る「理由・に・㌣ 葛 認

…

増
え
だ
理
由

3壱パ
ソコン、 端 末 機 が 増 え て 検 索 が 容 易になった

藝
だ
理
由

、

業務が縮小され利用が減少 した
37

新 しい業務が始まり、検索量が拡大 した 無料のHPを 多く利用するようになった

/よ㈱HP名:1
38

利用できる商用データベースサービス
の契約を増や した

利用 している商用データベースサービス契
約数を整理 した

その他 〔具醐に:]9 その他 〔具体的に:〕

(2)今 年度(2雌 度)の 商用データベース利用の見込みは前年度峡 度)に くらべ、

⇒

増える(
20%以 上)

口 やや増える
(20%未 満)

.2i 前年度並 3 やや減る
(20%未 満)

.4. 減 る
(20%以 上)

5

あるいは減編 鵬 謝 た方は下欄の該当する 「理由・

＼ 、 ＼ ∨ 、＼
＼ ＼ ＼ 、＼ ＼

増 え る(1,2)、 に・を弩驚 謙

増
え
る

由

5呑・月
ソコン、 端 末 機 を増 や し検 索 が 増 加 す る

減
る
理
由

6ヤ・業 務 を縮 小 する予 定 な
ので、 利 用 が 減 る

57

新規業務を開始するので、利用は拡大す る
62

無料のHPを 多 く利用する
58

利用できる商用データベースサービス
の契約を増やす

63

利用 している商用データベースサービ
ス契約数を整理する

その他 〔具蜘こ:㍗ その他 〔具{拗に:]4

41

42

43

44

(番号に○をつけて下さい)
51

(3)貴 社において商用データベースをよく利用する部門を上位3つ まで選び、下の該当欄に○を付けてお答え下さい。

利用
部門

企画 調査 研究 特許 システム

開発

蛙 環境 営業 総務 法務
欝霧'鋼

1上位3つ まで麹 82

(4)貴 社 に お け る1999年 度 で の 利 用 頻 度 の 高 か った上 位5種 の オ ンラ イ ン ・デ ー タ ベ ー ス サ ー ビ スに つ い て 、

そ のサ ー ビス シス テ ム名 とデ ー タ ベ ー ス名(フ ァイル 名)を 、 次頁 の 表1、2よ り選 び 、番 号 で お答 え下 さ

い 。 た だ し、 「そ の 他 」 の と き は具 体 名 を ご記 入 下 さ い 。

7

)

8

σ(

89

91

93

95

順位 サ ー ビス シス テ ム 名

1 2 (99の ときは具体名)

1

2

3

4

5

7

)

9

9(

99

101

103

105

馳 デ ー タベ ー ス名(フ ァイ ル 名)

0 1 (99の ときは具体名)

1

2

3

4

5

ユ　ア

同
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表1サ ー ビ ス シ ス テ ム 名 一 覧

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2
,
3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

」

-

、1

ー

ユ

ー

ユ

ー

4

1

2

2

2

2

BIGLOBE

BRANDY

COSMOS

DIALOG

DOWJONESINTERACTIVE

ELNET

G-Search
・JACICNET

JOIS

LEX/DB

LEXIS/NEXIS

MAIN

NACSIS-IR

NEEDS

NICHIGAI:AgSIST

@n・ifty"'tt

ORBIT

:.JP.A.TOLIS・1

QUICK

ξSTN可nte⑰natjona〕 、;一 ・・t

TSR

.、旧 経 テ レ コ・ウ 、 ⊇ ㌧

ロイター・ビジネス・ブリーフィング

99

(NEC)

(ブ う と デ ィ ・イ ン タ ー ナ シ ョナ ル)

(帝 国 デ ー タ バ ン ク)
・(:ジ」 ・サ ー チ}

(FACTIVA)

(エ レ ク ト ロニ ッ ク ・ラ イ ブ ラ リー)

(ジ ー ・サ ー チ)

(㌧日 本 建 設 情 報 総 合 セ ン タ ー)

(科 学 技 術 振 興 事 業 団)

(TKC)

(レ ク シ ス ・ネ ク シ ス)

(時 事 通 信 社)

(国 立 情 報 学 研 究 所)

〈日 本 経 済 新 聞 社 γ

樫 三,享㌍ 一ツ)
(日本電子計算)て
日本特許情 報機 構) 、

(QUICK)

(科学 技術振興事業団歩'

(東京商工 リサ ーチ Σ
t・・t(口添 経緕i新聞社う・

(FACTIVA)

その他

表2デ ー タ ベ ー ス(フ ァイ ル)名 一 覧

ー
ス

4
5
泊
7
泊
9
豊

丘
13
苫

葺

習

⑳
a
馨

莞

劣

墾

3・
塁

99

縫総
懸ご総総 。
その他
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(5)貴 社または貴部門におけるデータベース ・サー ビスの契約システム数についてご回答下さい。

問4.商 用データベースの利用形態の割合にっいて、

…[=コ 契約
111

1999年度実績と2000年 度予定を利用金額ベースでご記入下さい。

1999年 度実績 2000年 度予定

国産DB 海外製DB 国産DB 海外製DB

商 用 オ ンライ ン・テし タベ ース ・サー ビス

(イ ンタ ー ネ ッ トに よ る もの を 除 く)

112

% % %

123

%

イ ン タ ー ネ ッ トに よ る

商 用 デ ー タベ ー ス利 用

124

% % %

135

%

商 用 オ フ ライ ン ・サ ー ビス:

(CD-ROM、DVD)

136

% % %

147

%

商 用 オ フ ライ ン ・サ ー ビス:そ の 他
148

% % %

159

%

合 計 1 0 0 % 1 0 0 % 1 0 0 % 1 0 0 %

商 用デ ータベー スのデー タの種類 と利 用分野

問5.現 在は、商用データベースでどのようなデータを利用 していますか。また今後利用 したい、あるいは利用を増や

したいデータはどれですか、該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

163

167

171

175

179

問6商 用データベースについて、今後利用 したいコンテンツがあれば、データのタイプ毎にその具体例を、カッコ内

にご記入下 さい

(例:官 公庁/企 業などの発表資料、政府の各種統計資料、 レジャー、生活情報など)。

現 在 利 用 して い る
今 後 利 用 し た い

利 用 を増 や したい〉

オ ンラ イ ン オ フ ライ ン

(CD-ROMな ど)

オ ン ライ ン オ フ ライ ン

(CD-ROMな ど)

文 字 デ ー タ(テ キ ス ト)160

数値データ164

画像(動 画含む)168

マ ル チ メデ ィ ア172

その他176

ー

ー

ー

ー

ー

例体具のツンテンコ

ー

ー

ー
、

ー

ー

80

)ート

…

…

`

…

…

プ力タ
ー

デ

スキぽタ
ー

デ字文

汐デ値数

⇔含画働像画

行デメ.チルマ

他のぞ

ロ　う

同
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問7.よ く利用する商用データベースの対象分野について、該当する欄に○印をおっけ下さい(い くつでも)。

国 産/海 外

対 象 分 野
国 産 デ ー タ ベ ー ス 海外製データベース

一

般

全般 ・(百科辞典/書 誌情報/書 籍案内)】86

新聞/雑 誌/ニ ュース188

人物/機 関情報lgo

行政/法 律/政 治 円2

生活関連情報!94

その他196

自然

科
学
・

技術

特許198

医学/薬 学/生 命学/生 物200

化学2Ω

電気/電 子/情 報204

エネルギー/資 源206

その他208

社会科学 ・人文科学210

ビ

ジ

ネ

ス

企業財務/企 業情報212

マクロ経済(国 民所得統計/通 関統計等)214

市場/商品2口

金融/証券/為 替2田

その他220

そ の 他 〔 〕222

問8.公 的データ(*)を 扱 うデータベースの利用についておたずねします。該当する欄の番号に○印をおつけ

下 さい(公 的データの種類ごとに択一回答)。

(*)こ こでの公的データとは、行政機関などの公的機関が作成、公表している統計情報および文献資料
(白書、審議会答申、法令集など)を意味します。

利 用 の 有 無

公的データの種類

利用し
ている

現在利用して
いないが、今後

利用 したい

利用していない/利
用する予定

なし

A.文 字 デ ー タ

(テ キ ス ト)

1.政 府 白書 、 委 員 会 、審 議 会 資 料224 1 2 3

2.政 府記者発表資料225 1 2 3

3.官 報226 1 2 3

4.判 例集など227 1 2 .3

5.都 市 計 画 デ ー タ(地 図情 報 含 む)228 1 2 3

6.特 許情報229 1 2 3

7.地 方公共団体資料230 1 2 3

8.そ の 他 〔 〕231
・

1 2 3

B.数 値 デ ー タ 1.人 口 ・雇 用 ・労 働232 1 2 3

2.国 民 経 済 ・景 気 ・金 融233 1 2 3

3.国 際 収 支 ・貿 易234 1 2 3

4.産 業一般235 1 2 3

5.企 業関連236 1 2 3

6.そ の 他 〔 〕237 1 2 3

一87一
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デ ータベー スの利用者

問9.社 内では主にどのようにデータベースを利用 していますか。該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

267

268

269

270

271

272

273

情報を必要とする人が自分で検索する

同じ部門内の担当者に依頼する

データベース検索担当部門に依頼する

専門的な検索は社内のサーチャーに依頼 し、簡単な検索は自分で行う

以上の組み合わせで、どれが主とはいえない

外部の代行検索業者に依頼する

そ の他 〔 〕

利用上の問題点

問10.商 用データベースの利用料金について、

全体的にどのように感 じていますか。国産、

海外製の別 に、 「高い、妥当、安い」の何

れかひとつに○をつけてお答え下さい。

国 産 デ ー タベ ー ス 1.高 い 2,妥 当 3.安 い

海外製データベース 1.高 い 2.妥 当 3.安 い

274

275

問11.情 報利用料金(通信料金を除 く)に対する感想にっいて該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)
。.

(国産、海外データベースごとに択一回答)・

(例)

国 産/海 外

対 象 分 野

国 産 デ ー タベ ー ス 海外製データベース

高い 妥当 安い 高い 妥当 安い
　

市 場/.商 品 1 ② 3
≒

1 2
w ③.

.
_

般

全般(百 科辞典/書 誌情報/書 籍案内)281 1 2 3 1 2 3

新聞/雑 誌/ニ ュース283 1 2 3 1 2 3

人物/機 関情報285 1 2 3 1 2 3

行政/法 律/政 治287 1 2 3 1 2 3

生活関連情報289 1 2 3 1 2 3

その他291 1 2 3 1 2 3

自

然

科

学
・

技

術

特許293 1 2 3 1 2 3

医学/薬 学/生 命学/生 物295 1 2 3 1 2 3

化学297 1 2 3 1 2 3

電気/電 子/情 報299 1 2 3 1 2 3

エネルギー/資 源3田 1 2 3 1 2 3

その他303 1 2 3 1 2 3

社会科学 ・人文科学305 1 2 3 1 2 3

ビ

ジ

ネ

ス

企業財務/企 業情報307 1 2 3 1 2 3

マクロ経済(国民所得統計/通 関統計等1。9 1 2 3 1 2 3

市場/商品3u 1 2 3 1 2 3

金融/証 券/為 替313 1 2 3 1 2 3

その他315 1 2 3 1 2 3

そ の 他 〔 〕317 1 2 3 1 2 3

282

284

286

288

290

292

294

296

298

300

302

304

306

308

310

312

314

3i6

318

320同
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問12.貴 社にとって望ましい情報利用料金の課金体系は次のどれですか。該当する欄に○印をおつけ下さい

(い くつでも)。

情報利用料金の
課金体系

定額制 従量制 固定料金
+従 量制

最低料金制 大口利用者
割引

その他

321 326

問13.デ ータベースに収録されている情報の内容に対する感想について、該当する欄に○印をおつけ下さい(い くっでも)

国 産/海 外 国 産

デ ー タベ ー ス
海外製デ

ータベース

特に不満はない351

情報が不正確なことがある353

情報の更新頻度が少ない355 .

元情報の発表か らデータベースの更新まで時間がかかりすぎる357

情報の遡及期間が短い359

情報の件数が少ない361

出力項目のパターンが不満363

フルテキス ト(全文)で 収録されていない365

求めている情報の存在が不明確367

ヒット件数が少ない369

利用したい情報がない371

その他 〔具体的に:373
374

問14.商 用データベース ・サー ビスのコマン ドあるいは機能 ・操作性に関する問題点についておたずねします。該

当する欄に○印をおつけ下 さい(い くつでも)。

⇒ 現在利用 していない方は問15へ お進み下さい。

381

383

385

387

389

391

393

395

397

399

401

382

コマ ンドが不統一なので使いにくい キ ー ワ ー ドが 不 足 して い る

384

統一 シソーラスが欲 しい 自然 語(フリーターム)を検索 言 語 と して使 い た い

386

接続手順が煩しい 検索速度が遅い(検 索している時間がかかりすぎる)
388

通信速度が遅い(検 索結果の送信時などに時
間がかかる)

ダウンロー ドができない

390

Gateway(*1)機 能 が 欲 しい

A

特定キーワー ドのファ仙別、もしくはデータやス別
の出現頻度が参照できる機能(*2)が 欲 しい

392
一次情報の入手が困難 あらかじめ出力内容の見当がつけられる機能

が欲しい
394

全文検索の機能がない Webで の検索 システムがない

396

HTML形 式での出力ができない 検索結果のメール配信ができない
398

ドメインアクセスの機能がない 図面や商標の表示ができない
400

複数 ファイルの横断検索ができない PDFフ ァイル化されていない
402

アブス トラク ト(抄 録)が 表示できない その他 〔 〕

(*1)こ こで は、例 えば、 データベ ーーーース ・システム同士が ネ ッ トワークで接続され、一方の シス テム
と契約すれ ば、他の システムのデータベ ース も利用で きるよ うな機能を指 します。

(*2)DIALOGのDIALINDEXの よ うなクロスファイルインデ ックスを指 します。

403同

一89一



1今後 の利用予定

問15.今 後の商用データベースの利用についてお答え下さい(何れかひとつ)。

1.継 続 して利用する2.利 用を復活する

3.近 々(1年 以内)利 用する予定である

4.将 来(2,3年 以内)利 用する可能性が高い

5.利 用する予定は全 くない

L⇒sと お答えの方はllll、9へお進み下さL、
.

411□

問16.商 用データベースの利用方法について今後どのような方向に進めたいとお考えですか。該当する欄に○印を

おつけ下 さい(い くつでも)。

420

421

422

423

424

425

426

427

428

利用できるデータベースを増やす

利用 しているデータベースを見直す

社内システム(社 内LANな ど)に 接続 して、社員だれもが使えるようにする

利用の高度化を図る(デ ータをダウンロー ドして加工処理するなど)

イ ンターネットの無料コンテンツや、より低料金のサービスを探 して経費削減を図る

インターネット対応のサービスに順次切 り換えてい く

使用方法を工夫して、経費節減を図る

現状程度

その他 〔具体的に:〕

問17.今 後利用したいデータベースはどのようなものか、分野と対象とするデータの収録地域について該当する

欄に○をおつけ下さい(い くつでも)。

(例)

収 録 地 域

対 象 分 野
日 本

アメリカ

合 衆 国

EU

諸 国

アジア

諸 国
その他

市 場/商 品 ○ ○

一

般

全般(百 科辞典/書 誌情報/書 籍案内)435

新聞/雑 誌/ニ ュース440

人物/機 関情報445

行政/法 律/政 治450

生活関連情報455

その他460

自

然

科

学
・

技

術

特許465

医学/薬 学/生 命学/生 物470

化学475

電気/電 子/情 報480

エネルギー/資 源485

その他4go

社会科学 ・人文科学495

ビ

ジ

ネ

ス

企業財務/企 業情報500

マクロ経済(国 民所得統計/通 関統計等105

市場/商 品510

金融/証 券/為 替515

その他520

そ の 他()525
529

問18.今 後どのようなデータベース ・サービスができれば良いとお考えですか。ご自由にご記入下さい。

うヨむ

同
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イ ンハ ウ ス ・デ ー タベ ー ス と社 内 情 報 シス テム

問19.貴 社 で は イ ンハ ウ ス ・デ ー タ ベ ー ス(企 業 内 デー タベ ー ス)を お 持 ち で す か 。 番号 で お答 え下 さ い 。

〔1.あ る 2.な い 〕

・-L
⇒,と お答えの方は幽 へお進み下さ、、.

536口

問20.貴 社でお持ちのインハウス ・データベースはどのような内容でしょうか。該当する業務内容の欄に○印と構築

年度をご記入下さい(い くっでも)。また、各々のデータベースを、主に利用している部門はどこですか。利用部

門の番号で多い川頁に3つ までご記入下さい。

537

544

551

558

565

572

579

586

593

600

607

614

621

628

635

642

*構 築 年 度 が 今 年 度(2000年)の 場 合 は、
「00」と記 入 して くだ さい 。

↓
業 務 内 容

(纏筆箱)
利用部門

顧 客 管 理 19
542

549

556

563

570

577

584

591

598

605

612

619

626

633

640

647

0 企 画 部 門

販売(営業)管理 19 1 調 査 部 門

物 流 管 理 19 2 研 究 部 門

在 庫 管 理 19 3 特 許 部 門

生産 ・資材管理 19 4 システム開発部門

マーケティング情 報 19 5 生 産 部 門

新W雑 誌記事(索引) 19 6 環 境 部 門

製 品 情 報 19 7 営 業 部 門

人 事 管 理 19 8 総 務 部 門

経理 ・財務管理 19 9 法 務 部 門

特 許 情 報 19 A 経理財務部門

技 術 情 報 19 B その他の部門

図書 ・資料情報 19 (多い順に3つ までの選択

社 内 の 動 き 19

取 引 先 情 報 19

19その他

〔 〕

問21.イ ンハウス ・データベースの構築、格納状況についておたずね します。該当する欄に○印をおつけ下 さい

(対象ツールごとに択一回答)。

対 象 ツ ー ル 導入済み 導入予定あり 導入予定なし

RDBMS(*1)651 1 2 3

ORDBMSま た はODBMS(*2)652 1 2 3

デ ー タ ウ エ アハ ウ ス653 1 2 3

グループウェア654 1 2 3

イ ン トラネ ッ ト(WWWサ ー バ ー)655 1 2 3

(‡1)RDBMS:リ レー ショナル ・データベ ース管理 システ ム

(*2)ORDBMS:オ ブジェク ト・リレーショナル ・デー タベース管理 システム
ODBMS:オ ブジェク ト指 向デ ータベース管理 システム

　らぱ

同
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問22.イ ンハウス ・データベースへのアクセス環境にっいておたずね します。以下の通信システム(機能)に ついて

該当する欄に○印をおつけ下さい(ア クセス環境 ごとに択一回答)。

ア ク セ ス 環 境 導入済み 導入予定あり 導入予定なし

社内LAN661 1 2 3

VAN662 1 2 3

イ ン ター ネ ッ ト663 1 2 3

エ クス トラ ネ ッ ト664 1 2 3

モバイル/リ モート ・コンピューティング665 1 2 3

問23貴 社のEC(電 子商取引)の実施状況についておたずねします。企業を対象としたEC(BtoB)と 、消費者を

対象としたEC(BtoC)に ついて,該 当する欄に○印をおっけ下さい(ECの 分類ごとに択一回答)。

実施段階
ECの 分類

本格的に始
めている

試験的に始
めている

近 く始ある
計画がある

検討 してい
る段階

始ある計画
はない

67

対企業EC(BtoB) 5 4 3 2 1
672

対消費者EC(BtoC) 5 4 3 2 1

イ ンタ ーネ ッ トに つ い て

問24.貴 社はインターネットのWebで ホームページを公開していますか。公開している情報内容より該当するもの

に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

公開情報
の内容

企業紹介 製品/
サービス
情報

採用情報 発表資料 人事情報 資材/部

璽馴 〔
その他

|
ホ ー ム ペ ー

蔀 舗 し
685 692

問25「 インターネッ ト」をどのような目的で利用 していますか、あるいは利用する予定ですか。該当する項目の

欄に○印をおつけ下 さい(い くつでも)。

697

698

699

700

701

702

703

704

705

706

電子メール

NetNewsに よ る情 報 サ ー ビス

ファイル転送

ホームページからの情報入手

ホームページ作成による情報発信

CALS・EDI

電子モールなどWebを 利用 した商品やサービスの売買

証券などの金融取引サービス

商用のデータベース検索〔
システム名:〕

その他 〔具体的に:〕

フむフ

ロ
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問26「 インターネッ ト」を利用した情報サービスなどのうち、次のどれが有望だとお考えですか。該当する項目の

欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

708

709

710

7日

712

713

714

715

7星6

717

718

719

720

72正

722

723

724

電子メールを利用 したニュース配信サービス

NetNewsに よ る情 報 サ ー ビス

イ ンタ ーネ ッ ト電 話 サ ー ビス

Webを 利用 した文字 ・数値 ・音声 ・動画 ・静止画等の情報サービス

Web、telnetな どを 利用 した情 報 検 索 サ ー ビス

携帯電話やPDA向 け情報サービス

電 子 モ ー ル な ど に よ る商 品 や サ ー ビス の オ ン ライ ン シ ョ ッ ピ ング

FTP、Webな ど に よ る ソ フ トウ ェア の提 供 サ ー ビス

Web上 での金融取引サービス

ホ ー ムペ ー ジの 評 価 サ ー ビス

データベースなどのコンテンツ利用料課金代行サービス

音楽のネ ット配信サービス

ネ ッ トオ ー ク シ ョン

イ ン ター ネ ッ ト広 告

ホームページ制作代行サービス

ASP(ApplicationServiceProvider)

その他 〔 〕

問2了.「 インターネッ ト」を利用する上での問題点について、該当する項目の欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

5

R
∨

2

2

7

7

7

8

2

2

7

7

n
O

O

ウ
一

3

7

7

137

2

(
」

O
O

3

7

7

437

=
り

(
0

3

⑲
0

7

7

737

738

739

外部か らの侵入など、セキュリティ上の心配がある

ウイルスによる汚染、データ破壊の恐れがある

著作権が確立 していないので、不安だ

プロバイダーなどに支払 う回線料金が高い

個人情報 ・機密情報など、漏洩の恐れがある

認証手続きなどが確立されていない

物品購入などの際、料金の支払い方法によってはセキュリティ上の心配がある

回線容量 ・サーバーの能力次第で、画面の展開速度が遅すぎる場合がある

誹議 ・中傷 ・暴言などに利用される恐れがある

有害なコンテンツや情報の排除が難 しい

社員の私的な利用をチェックするのが難 しい

欲しい情報を容易に見つけられない

公開されている情報の信頼性に疑わしいものがある

変化が速すぎて今後どうなるか見通せない

その他 〔 〕

問28.現 在まで 「インターネッ ト」を利用していて、実際になんらかの被害に遭われた経験がありますか。該当す
る項目の欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

741

742

743

743

744

745

746

外部からの侵入があったが、被害はなかった

外部からの不正なアクセスがあり、自社のHPが 書き換え られた

自社のデータベースが破壊、またはネット上でデータ漏洩があった

自社データを不正にコピーされ、著作権が侵害 された

不当な接続料、回線使用料などを請求された

物品購入での代金決済で トラブルがあった

その他 〔 〕

アるア

同
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CD-ROM、DVDに つ い て

問29.貴 社 で はCD-ROM、DVD化 され た 商 用 の デ ー タベ ー ス を使 って い ます か 。

〔1.使 って い る 2.使 って い な い3.現 在 使 って い な いが 、 これ か ら使 う〕亡
76'口

⇒2ま たは3と お答えの方は質置隆ヱです。ご協力あ りがとうございました。

問30.CD-ROM、DVD化 されたデータベースをどの分野でい くっご利用になっていますか。下記の表3を 参照

してコー ドでご記入下さい。ただ し、その他(該 当する分野がない場合)の ときは具体例をご記入下さい。

762

766

770

774

778

CD-ROM、DVDの 分 野 コ ー ド デ ー タベ ー ス数

(タ イ トル数)

蔓99の と き は・具 体 例)
寸

(例) /
・2'

弍2… ・、…

1 〔 〕 i

2 〔 〕 i

3 〔 〕. i

4 〔 〕 i

5 〔 〕 i

合 計782 i

765

769

773

777

781

783

表3.CD-ROM、DVD分 野 コー ド一 覧

[一 般] [自然科学 ・技術]

-
り乙

3

オーディオ ・ビジュアル/ゲ ーム ・娯楽
サービスガイ ド・案内情報
辞(事)典/百 科/デ ィレク トリー

20

;1撃宙う絃 ㍊ 縫
エネルギー/資 源/環 境

4 CAI 23 気象 ・気候

き
書誌/図 書 ・刊行物情報
人物情報(Who'sWho) 髪

科 学 技 術/特 許 ・
コ ン ピ ュー ター/ソ フ トウ ェ ア

; 新聞/雑 誌/ニ ュース
政治/行 政 習

建築 ・建設
数学/農 業 ・農学 、

9 健康/ス ポーツ 28 材料 ・素材

[ビ ジネ ス] [人文 ・社会科学]

}1
金融/証 券/為 替/市 況情報
規 格 ll

教育/宗 教.
芸術 ・文化/文 学 ・歴史

8 企業 ・財務情報
経済/ビ ジネス

31
32 藤 野 心理学

4雪

ロ」
1
1

商品 ・製紺青報
パ ー ツ カ タ ロ ク

33
34

図書館 ・情報科学地
理

16 地図 ・マ ッピング/電 話番号/住 所 コー ド
17 統計 ・人口
8
∩
0

1
1

不動産法律
・法規 ・判例/税 ・税務情報

99 そ の 他

問31.CD-ROM、DVDの 利用に関して特に不便 とお考えの点があ りましたら該当するものの欄に○印をおつ

け下 さい(い くっでも)。

791

792

793

794

795

796

797

798

799

検索スピー ドが遅い

ハ ー ドウ ェ ア(CD-ROM、DVDド ライ ブ)の 価 格 が高 い

ソフ トウェア(CD-ROM、DVD化 された情報)に割高感がある

情報の更新頻度に問題がある

検索用ソフ トウェアが統一 されていない

ハー ドウェアの規格が統一されていない

必要な情報がCD-ROM、DVD化 されていない

操作が面倒である

その他 〔 〕

ご りが と 一ご 』い した ぽ　む

_口
=

806
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ベ ンダ ー編
1[=]二=三]

,

2001年 版 デー タベ ース白書資料

デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス 実 態 調 査

(2000年10月)

貴 社 名

(ま た は 団 体 名)

所 在 地 〒

ご 回 答 者 役 職 名 ご 芳 名

ご回答者連絡先電話番号

.内 線

資本金(非 営利法人においては,基 金,出 資金等)8
兆 千億 百億 十徳 億 千万 百万

最近1年 の年商 〔銀行 ・証券は営業収益、保険は正味保険料収入

非営利法人においては,年 間事業費,歳 入額等 〕15

十兆 ・兆

i
:

千億 百僚 十徳 億 千万 百万

従業員数〔欝 縫 合獣 雫繰 官庁の船 ま関係庁部署の〕23
十万 万 千 百 十

円

円

人

'本調査
は㈲データベース振興センターが、働 日本情報処理開発協会に委託 して実施 しているものです。

・本調査におきま しては、完全に機密を厳守 し、個別データは絶対に公表いた しません。
・ご回答を賜 りま した方へは、後日、本調査の分析結果(大要)を ご送付申 し上げます(2001年5月 頃)。
・本調査に関す るお問い合わせ先

働 日本情報処理開発協会 調査部 電 話03-3432-9382FAX.03-3432-9389

(データベース ・サービス実態調査 担当 音田)

}
問1.貴 社の業種グループを下記の表から選択 して番号でご回答下さい。

貴社の主力業種29口

No.

1

0
乙

3

4

ロ
」

業 種 グ ル プ

業

業

業

業

業

造

工

鍛

造

造

学

製

製

属

製

設

化

金

具

.

也

・

鉄

器

f

ト

油

弓

械

の

鋼

建

石

鉄

機

そ

業

業

業

業

業

ス

供

ビ

険

提

版

信

一

報

サ

保

情

出

通

所業

・

.

・

・

事

理

寸
.
タ

融

処

聞

送

他

報

の

商

金

情

新

放

そ

6

7

8

9

10

11

12

13

公 共 サ

そ の

ビ ス

他

含 ま れ る 業 種

建設業

医薬品製造業,石 油業,化 学工業

鉄鋼業,非 鉄金属 ・金属製品製造業

電気機器 ・輸送用機器 ・一般機器 ・精密機器製造業

食品工業,繊 維 ・紙 ・パルプ業,ガ ラス ・土石製品,印 刷業,

その他製造業

卸業,商 社業,小 売業,飲 食業

金融業,証 券業,保 険業

情報処理サービス ・ソフトウェア,情 報提供業

新聞業,出 版業

放送業,通 信業

不動産,運 輸 ・倉庫,電 力 ・ガス,シ ンクタンク,広 告,

その他サービス業

学校その他教育機関,病 院その他医療機関,調 査 ・研究機関,

組合 ・諸団体,政 府 ・地方公共団体

農 ・林 ・水産業,鉱 業,そ の他

31

四
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サ ー ビス形態

問2.貴 社の該当するサービス形態に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

サービス

形態
32

プ ロデ ューサ ー 碕 ス トリビュ一夕ー
イ ンターネ ッ ト

プ ロバ イ ダ ー
ゲ ー トウ ェ イ 代行検索業 代理店

37

問3.貴 社におけるデータベース ・サービスの位置づけ

についてどのようにお考えですか。該当する欄に○

印をおつけ下さい(現 在、将来についてそれぞれひ

とつずつ)。

現在 将来

主力 ビジネスと考えている41

主力 ビジネスとは考えていない43

そ の 他45

デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス の売 上 高(1999年 度)

問4.貴 社の総売上高(年 商)の うち、データベースiサ ービスの

占める割合はおおよそ何%で しょうか。

49[コ

告

問5.貴 社のデータベース ・サービスの売上高 について国産データ

ベースと海外データベースの構成比についてご回答下さい。 国 産 デ ー タベ ー ス52

海 外 デ ー タベ ー ス55

合 計 1 0 0

%

%

%

問6.ま た、提供方法別のおおよその売上高比率をご回答下さい。

(「提供 していない」場合は0を 、 「提供 しているが割合が分からない」場合は一をご記入下さい。)

国 産 データベース 海 外 データベース

オ ンラ イ ン(イ ン ター ネ ッ トを 除 く)59

イ ン ター ネ ッ ト

パソコン向け65

携帯電話,PDA向 け71

CD-ROM77

MO・DVD83

MT89

その他95

合 計 1 0 0 1 0 0

ロ

%

%

%

%

%

%

%
W
%

問 了.1999年 度の貴社におけるデータベース ・サービス売上高の前年比伸び率は

おおよそどの位で したか。

注)マ イナスの場合は数字の前にマイナス記号(一)を 付 して下さい。 年率

101

%

8

1

問

今後5年 間に貴社におけるデータベース ・サービスの年間売 り上げの

平均伸び率はおおよそどの位になるとお考えですか。

注)マ イナスの場合は数字の前にマイナス記号(一)を 付 して下さい。

閣 今後5年 間にデータベース ・サービス業界全体の年間売 り上げの平均

伸び率はおおよそどの位になるとお考えですか。

注)マ イナスの場合は数字の前にマイナス記号(一)を 付 して下さい。

年率

104

[=]%

年率107[コ%
110

口
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期 待す るメデ ィアな ど

問9.

川 今後最も成長が期待されるデータベースの提供メディアを3つ まで選び、該当欄に○印をおつけ下さい。

(3つ 以内で選択)

日1

112

113

ll4

1!5

115

成長が期待されるデータベースの提供メディア
日6

イ ン タ ーネ ッ ト 携帯電話
目7

モバ イ ル コ ン ピュ 一 夕,PDA CD-ROM(CD-L電 子 ブックな ど を 含 む)

118

光磁気ディスク(MO)、DVD 衛星通信利用のサービス
Ilg

CATV利 用のサービス 現 行 の オ ンラ イ ン ・デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス

120

FAXサ ー ビス カ ー ナ ビゲ ー シ ョン利 用 の サ ー ビス

120

デジタル放送 そ の他 〔具体的に 〕

② 今後、データベース ・サービスで有望と思われるコンテンツで、具体的例があれば、提供データのタイプ別にご
記入下さい(例:政 府の審議会報告書、新製品の紹介 ビデオ、 レジャー、生活情報など)

データタイプ コンテンツの具体例
131

文字データ
(テキス ト)

132

数値データ

133

画像(動画含む)

134

マルチメディア

135

その他

問10.今 後のデータベース ・サービス事業(イ ンターネット関連の事業を含む)を進めていく上で、不安 ・懸念される

事は何ですか。該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)

161

162

163

164

165

166

167

168

169

170

171

172

173

174

175

176

インターネ ットが今後 どう発展 していくか見通せない

変化が速すぎて、サービスの立ち上げタイ ミングが難 しい

参入企業が増え、 これまで以上に競争が激化 している

ユーザー企業が内部でデータベースを構築 して、外部サービスの利用を減 らす恐れがある

HPな ど、データベースそのものの無料化が進み、有料データベース利用の伸びに影響が出ている

公的機関(政 府など)が 、自ら収集 したデータ ・情報を原則無料でサービスするなど、民業圧迫の恐れがある

従来の提供チャネル(オ ンラインサービスなど)と の調整が難 しい

外部からの不正アクセスやウイルスによる被害などセキュリティ上の不安がある

個人情報 ・機密情報など、漏洩のおそれがある

認証手続きなどが確立されていない

データベースの著作権(知 的財産権)が どう保護されるか心配

料金の徴収方法(課金)が面倒である

プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

サービスの充実を図ろうとするが、設備投資やサービス要員にかかるコス ト負担が大 きい

特に不安 ・懸念される問題はない

そ の 他 〔 〕

177同
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問11～ 問16に つ いては、貴社 のサー ビス形態 が該 当す る箇所 のみお答 え下 さい。

::1;1::::ζ 一_ダ ーの方。..:ll:1:::141516}に お答え下さ…

●その他の企業の方 質問終了(ご協力ありがとうございました。)

1貴 社が プ ロデ ューサーであ る場合, 問11～ 問13に お答 え 下 さ い

問11.デ ー タ ベ ー スの デ ィ ス トリビ ュー シ
201

ヨンの方法について、該当する番号に
202

0印 をおつけ下さい(い くつでも)。

また、旦に該当する場合はその社数

をお答え下さい。

問12.デ ータベースを構築する上で、

問題となっている点について該

当する欄に○印をおつけ下 さい

(い くつでも)。

5

R
∨

0

0

2

2

7

8

0

0

◎
∨

0

0

1

2

ウ
－

L12

2

3

4

5

2

2

2

2

1 自社でサービス(提供)を している

2 他社にデータベースの提供を依頼 している

203

⇒[=]社

データの収集、入力などの構築作業にゴス トと時間がかかる

構築後のメンテナンスコス トが負担になる

初期投資が大きく回収困難(ビ ジネスとしての リスク大)
'

標準化め検討が不足

データベース管理システムなど効率的ソフトウェアが不足

プログラマーなどシステム開発担当者が不足

インデクサーなどのデータ作成者が不足

構築に関しての国の助成が少ない

セキュリティー対策への不安

収支が見通せない

その他 〔 〕

問13公 的データ(*)に ついてお聞きします。

(*)公的データとは、行政機関などの公的機関が作成、公表している統計情報および文献資料(白書、審議会答申、法令集など)
を意味します。

(1)貴 社では公的データをデータベースのソースデータとして利用していますか。番号をご記入下さい。

〔1.利 用 している.・.利 用 していない.〕22□

L、 とお答えの綱 へお進み下さ、㌔

② 公的データを利用している理由について、該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

222

223

224

225

226

227

データに信頼性がある

毎年あるいは一定期間ごとに更新される

ニーズが高い

使用料金が安い

調査対象の規模など、独自調査ではとても把握できないデータである

その他 〔 〕
230

同
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(3)現 在どんな公的データをソースデータとして利用していますか。該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)
。

利 用 の 有 無

データの種類
利 用 している。

現 在 利 用 して

いないが、 今 後

利 用 したい。

利 用 していない/

利 用 する予 定

なし。

A.文 字 デ ー タ

(テ キ ス ト)

1.政 府 白書 、委 員会 、審 議 会 資 料231 1 2 3

2.政 府記者発表資料232 1 2 3

3.官 報233 1 2 3

4.判 例集など234 1 2 3

5.都 市 計 画 デ ー タ(地 図情 報 含 む)235 1 2 3

6.牛 寺許1青幸艮236 1 2 3

7.地 方公共団体資料237 1 2 3

8.そ の 他 〔 〕238 1 2 3

B.数 値 デ 」 夕 1.人 口 ・雇 用 ・労働239 1 2 3

2.国 民 経 済 ・景 気 ・金 融240 1 2 3

3.国 際 収 支 ・貿 易241 1 2 3

4.産 業 一 般242 1 2 3

5.企 業関連243 .1 2 3

6.そ の 他 〔 〕244 1 2' 3

(4)公 的データを利用されている方は、利用上の問題点として、また利用されていない方は、利用 しない理由として、
下記の該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

245

246

247

248

249

250

251

252

252

公的データ利用上の問題点/公 的データを利用 しない理由

ニーズに合ったデータが少ない

どこが窓口かわからない

提供窓口が省庁別になっており、一本化されていない

公的データ利用の手続きが面倒

料金が高い

利用 したい公的データの提供形態が紙媒体でデジタル化されていない

公開 ・提供される時期が遅い(データが古い)

既に官公庁のホームページで公開されている

その他 〔 〕

　ア　

同

一99一



貴 社 が プ ロ デ ュ ー サ ー 、 デ ィ ス ト リ ビ ュ ー タ ー あ る い は プ ロバ イ ダ ー で あ る場 合 、

ロ14～ ロ16こ 、x－ し、

問14.文 字、数値、画像などデータのタイプについてお聞きします。

川 貴社の商用データベースでは、どのような種類のデータを提供 していますか。現在提供しているデータと

今後提供 したい、あるいは拡充 したいデータを選んで該当欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

(2)

現 在 提 供 し て い る 今 後 提 供 し た い
提 供 を 増 や し た い

オ ンライ ン オ フ ラ イ ン

(CD-ROMな ど)

オ ンライ ン オ フ ライ ン

(CD-ROMな ど)

文 字 デ ー タ(テ キ ス ト)271

数値データ275

画 像(静 止 画 ・イ メ ー ジ:写 真 な ど)279

映像(動画)283
立 ゴ言287
日 戸

マルチメディア291

ソ フ ト ウ ェ ア(検 索 ソフト,ビューワー な ど)295

299

Dで マルチメディア ・データを提供 している場合、
300

ル チ メ デ ィ ア ・サ ー ビス は 、 貴 社 に と って ど の よ う
301

立置づけにな りますか。該当する欄に○印をおつけ
302

さ い(い くつ で も)。
303

中心的なサービスである

部分的なサービスである

ごく一部で提供 している

将来のため実験的に提供 している

その他 〔 〕

274

278

282

286

290

294

298

③(1)で マルチメディア ・データを提供 していない

場合、今後どのようにお考えですか。該当する番

号に○印をおつけ下さい(ひ とつだけ)。

304

1

2

3

4

1年 以内に開発 ・提供を予定 している

3年 以内ぐらいには、開発 ・提供が考えられる

当面、考え られない

分からない

問15.CD-ROM、 及 びDVD化 さ れ た デ ー タベ ー ス につ いて お 聞 き し ます 。

(1)現 在CD-ROM、DVD化 され た デ ー タ ベ ー ス を提 供 して い ます か 。

〔1.は い 2.い い え 〕

L⇒ 、とお答えの方はCIQへお進み下さ、㌔

(2)ど のような分野のデータベースをCD-ROM、DVDで 提供 してい

ますか。次頁の 「CD-ROM、DVD分 野コー ド一覧」を参考にして

主なものをコー ドでご記入下 さい。また、そのタイ トル数をお答え下 さ

い。その他のときのみ具体例を下欄にご記入下さい。

そ の他(分 野 コー ド99の と き)

321

325

329

333

337

311

口

分 野 コ ー ド タイ トル数

1

2

3

4

5

合 計341

324

328

332

336

340

342

(3)貴 社 が 提 供 して い る代 表 的 なCD-ROM、DVDに よ る デ ー タ ベ ー ス名(タ イ トル名)を ご記 入 くだ さ い

(5つ まで)。

1.

2.

3.

4.

5.

343口

ヨら　

同
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(4)今 後新たなCD-ROM、DVD化 されたデータベースを提供する予定があれば、そのデータベースの分野を

下記の 「CD-ROM、DVD分 野コー ド一覧」を参考にして5つ までコー ドでご記入下さい。また、そのタイ
トル数をお答え下さい。その他のときのみ具体例を下欄にご記入下さい。

そ の他(分 野 コ ー ド99の と き)

351

355

359

363

367

分 野 コー ド タイ トル数

1

2

3

4

5

合 計371

354

358

362

366

370

372

CD-ROM、DVD分 野 コー ド一 覧

〔一 般 〕 〔自然科学 ・技術〕

-
り烏

3
4
5
CU

7
8
0σ

オー云イォ ・ビジュアル/ゲ ーム ・娯楽
サービスガイ ド・案内情報
辞(事)典/百 科/デ ィレク トリー
CAI
書誌/図 書 ・刊行物情報

㌶ヲ羅誌鰹 哩
政治 ・行政
健康 ・スポーツ

ll
22
23
24

11
27
28

摩雷う議癬 纏
エネルギー/資 源/環 境

気象 ・気候科学技術
/特 許

コンピューター/ソ フ トウェア
建築 ・建設
数学/農 業 ・農学材料

・素材

〔ビ ジネ ス〕 〔人文 ・社会科学〕

0

1
9ム

O
O
刀
催
に」

00

7
1

8
∩0

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

金融/証 券/為 替/市 況情報
規 格企業

・財務情報

経済/ビ ジネス
商品 ・製品情報
パーツカタログ

地図 ・マッピング/電 話番号/住 所 コー ド統計
・人口

不動産法律
・法規 ,判 例/税 ・税務情報

Il

il

藷

警§イ難/文 学.歴史

豆議 鰺 心理学
図書館 ・情報科学地
理

99 そ の 他

イ ンタ ー ネ ッ トに よ る デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス

問16.イ ン タ ー ネ ッ トにつ いて お 聞 き します 。

(1}貴 社ではインターネ ットを介 したデータベース ・サービスを実施 していますか。番号をご記入下さい。

〔

1.

3. 毒:㌫ い::籔 隠 〕381□
L ⇒4と お答えの方は、質問終了です。ご協力あ りがとうございました。

② 貴社がインターネットで提供 しているデータベース ・サー ビス名(タ イ トル名)を ご記入 ください

(5つ ま で)。

1.

2.

3.

4.

5.

382

口
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⑧ インターネッ トを介 したデータベース ・サービスなどのうち、次のどれを実施(あ るいは計画)し ていますか。

該当する内容の欄に○印をおつけ下さい(い くっでも)。

384

385

386

387

388

389

390

391

392

393

394

395

396

397

398

399

電子メールを利用 したニュース配信サービス

NetNewsに よ る情報 サ ー ビス

イ ン ター ネ ッ ト電 話 サ ー ビス

Webを 利用 した文字 ・数値 ・音声 ・静止画 ・動画等の情報サービス

Web、telnetな どを利 用 した情 報 検 索 サ ー ビス

携帯電話やPDA向 け情報サービス

商品やサービスのオ ンライン販売

FTP、Webな ど に よ る ソ フ トウ ェ アの 提 供 サ ー ビス

Web上 での金融取引サービス

ホ ーム ペ ー ジの 評価 サ ー ビス

データベースなどのコンテンツ利用料課金代行サービス

音楽のネット配信サービス

CATVを 利用 した情報サービス

ネ ッ トオ ー ク シ ョン

具体的なイメージは固まっていない

その他 〔 〕

(4)イ ンターネッ トを介した、データベース ・サービスの料金徴収方式などは、次のどれを実施(あ るいは計画)

していますか。該当するものに○印をおつけ下さい(い くつでも)。

対 象 者
401

ユーザーを特定する(会員制など) ユーザーを特定 しない 未定 ・不明

利

用

料

金

課金方式

404

従量制 定額制 固定 ・従量制併用 広告料で
まかなう

広告料とそれ
以外の組合せ

無料 具体的な方式
は未定

徴収 ・
決済方式

4u

請求書 ・振込 ク レジ ッ ト

カ ー ド

電子決済 プロバイダーの決
済システムを利用

具体的な方式
は未定

403

410

415

か る 　 ロ

回

ご `が と 一ご ざ い した

る　ユ
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